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はじめに
................................................................................ 

2011年 10月、国立国際医療研究センター (NCGM)国際医療協力部は創立 25周年を迎えました。

国際医療協力部では、タスクフォースチームを立ち上げ、これまでの国際医療協力部の取り組みをレ

ビューするとともに、グローバル・ヘルスという新しい視点を取り入れたこれからの国際保健医療協力の

展望を広く関係者とディスカッションすべく、 2011年 12月 3日に当センターにて「国際医療協力部創

立 25周年記念シンポジウム 『変革の時代、変革の国際保健医療協力』」を開催しました。このたび、これ

らの成果を国際医療協力部創立 25周年記念誌としてとりまとめました。

第 1章では、国際医療協力部の沿革を紹介し、歴史的背景を振り返ります。第 2章では、国際医療協力

部が創立以来 25年にわたる国際保健医療協力活動を通して培い、今後も引き続き実践していく 4つのコ

アビジネス、 1)国際的プログラムヘの貢献、 2)人材育成、 3)参加型開発とキャパシティ ・デイベロプメ

ント、 4) 援助協調と調整を紹介します。第 3章では、国内外で突発した健康危機に対し、いかにして国

際医療協力部が対応したのか、阪神淡路大震災、在ペル一日本大使公邸人質事件、 SARS、アフガニスタ

ン紛争後支援、鳥 ・新型インフルエンザ ・パンデミック、束日本大震災の 6つの事例から紹介します。そ

して第 4章では、 「国際医療協力部創立 25周年記念シンポジウム」を基に、従来の 「インターナショナル・

ヘルス」という視点から、地球全体をボーダーレスに 1つの世界として捉える 「グローバル ・ヘルス」と

いう新しい視点で、変革が求められる時代の我が国の国際保健医療協力の展望を整理し提言をします。最

後の第 5章では、国際医療協力部に深く関わって来られた歴代の方々からの寄稿を紹介します。

国際医療協力部は、今後も我が国の国際保健医療協力を担う中核的組織として引き続き邁進して参りま

す。今回、国際医療協力部創立 25周年を記念して本書を発刊するとともに、関係各機関の方々より更な

るご支援ご鞭撻をいただきますよう宜しくお願い申し上げます。

2012年 3月

独立行政法人 国立国際医療研究センター

国際医療 協力 部
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国際医療協力部発足 25周年に寄せて
................................................................................ 

国際医療協力部は保健医療分野での国際協力を進めるため、 1986年に国立病院医療センター（当

時）に設置されました。1993年 10月にはナショナルセンターとして改組され、国立国際医療センター

(International Medical Center of」apan、IMC」)と改められ、同時に国際医療協力部は国際医療協力

局となりました。さらに 2010年 4月には独立行政法人となり、国立国際医療研究センター (National

Center for Global Health and Medicine, NCGM) と改称、国際医療協力局は再び国際医療協力部と

なりました。

この間、国際医療協力部は一貫して我が国の国際保健医療協力の中核的機関として、厚生労働省、外務省、

」|CA、WHOなどの国際機関と連携し、開発途上国の医療や保健衛生の向上を図るため、技術支援や途上

国からの研修員の受け入れなどを行っています。保健システム強化を基本とする母子保健、感染症対策を

重点課題として取り組んできましたが、現在ではこうしたプロジェクトの実施のみならず、政策提言やそ

のための研究、さらには情報発信にも力を入れています。

国際医療協力部の誕生から 25年、世界は大きく変化しました。9.11に代表されるテロの恐怖、人口爆

発や気候の温暖化、 HIV/AIDS、SARS、新型インフルエンザなどの新興再興感染症の流行、そして 3.11。

グローバリゼーションの波は保健医療分野にも大きな影響を与えています。世界はボーダーレスとなり、

より狭くなってきましたが、人と人の心の繋がり はより希薄になり、格差は拡大しています。



こうした世界の流れにおいて、開発途上国の人々の健康の保持増進は単にその国に稗益するのみならず、

わが国の種々の保健医療課題の解決にも資することが明らかになってきました。改めて国際保健医療協力

の重要性が叫ばれてきています。

3.11後に見られたセンター一丸となっての災害復興支援は、今後の国立国際医療研究センターのあり方

を示すものです。また、 NCGMが掲げている AIDSや生活習慣病など種々の重点的課題はすべて、今後、

開発途上国が直面する問題でもあり、先進的な技術をどう国際医療協力に活用するかは我々に課された新

たなチャレンジです。こうした課題の解決に向けて、病院、研究所、国際医療協力部が連携し、センター

全体として取り組むことにより、より革新的な道が開けるのです。

国際医療協力部は、我が国の国際保健医療協力の中核施設として、今後ともその役割を果たしていきたい

と考えています。皆様の応援を受けながら、新たな 25年を走り続けますので、よろしくお願いいたします。

独立行政法人国立国際医療研究センター

理事長オ圃野高明
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国際医療協力部の今後に期待すること
................................................................................ 

厚生労働省大臣官房審議官（国際担当）

麦谷慎理

その昔、保健医療の二国間協力は、その多くが病院プロジェクトでした。日中友好病院、スリジャャワルダナプラ総

合病院、サンタクルス日本病院、上海第 6人民医院など、懐かしくもほろ苦い思い出の病院プロジェクトは、その功罪

はともかく、箱物無償と技術協力とをセットにして行った往年の典型プロジェクトでした。

現在の国際医療協力部の仕事の中心がどのようなものなのか、私はすでに二国間協力から離れて久しく、その詳細は

承知していませんが、おそらく感染症や母子保健などのソフト系の技術協力や、相手国保健省に対するアドバイザー的

な仕事が多いのではないかと推察いたします。

私は現在、もっぱら G7の保健大臣会合や、 WHO、UNAIDS、APECなどの、いわば多国間の協力に従事しています。

しかしながら、例えば感染症対策にしても、保健人材の育成にしても、多国間の枠組みで設営したのち、最終的には、色々

な形での二国間協力になることが多いのです。

ひとつの例は、目前に迫ったポリオの根絶です。ついこの間まで、世界では、インド、パキスタン、アフガニスタン、

ナイジェリアの 4つの国を残して、ポリオは駆逐されていました。今年、インドが、昨年の患者ゼロを WHO執行理事

会で報告し、残るは 3カ国となりました。ポリオ根絶にはWHOだけでなく、国際□ータリー・クラプ、ビル＆ミリンダ・

ゲイツ財団なども取り組んでいます。対象国が3カ国だけになると、多国間協力の枠組みの中での二国間協力のアプロー

チが重要になります。そこで今回、日本は保健医療分野では初めての円借款をバキスタンに実施しました。ポリオ根絶

のために 50億円を供与したのです。イ昔款ですから、パキスタン政府は、いずれ、この金額を返済しなければなりません。

円借款というのは日本とパキスタンとの二国間の契約です。今回は、これにゲイツ財団を参加させて、三者契約にしま

した。すなわち、パキスタンが日本から借りた 50億円の借金を、パキスタン政府ではなくてゲイツ財団が日本に返済

するのです。ただし、これには条件があり、ポリオ根絶事業が成功裡に進まなくてはなりません。それぞれにメリット

のある新しい円借款の試みです。

翻つて、 G7や、 APECの枠組みの中でも保健医療分野の研究協力や危機管理の仕事は増えつつあります。 2009年、

H1N1新型インフルエンザの大流行の時、私は、厚生労働省の新型インフルエンザ対策推進本部事務局長として厚生労

働省の講堂で指揮を執っていました。この時、 WHOやG7各国との緊密な連携に、どれほど助けられたか分かりませ

ん。迅速な情報の入手、 WHOの緊急対策委員会の検討状況、ワクチンの開発製造状況、ワクチンの有効性の確認、ワ

クチンの調達、そのいずれをとっても、 G7やWHOの協力なくしては、円滑に行きませんでした。その結果、日本は、

世界で最も新型インフルエンザ死亡率の低い国となって、大いに面目を施しました。

今後は、このような多国閻の枠組みの中で二国間協力を実施していく事業が増えて行くと思います。私が理事長 ・議

長を務めている世界保健人材連合でも、その方向性が顕著です。こういう観点から、今後の国際医療協力部には、日本

のODAの二固間協力だけではなく、広く世界の枠組みの中での活躍を期待するものです。



国立国際医療研究センター国際医療協力部の

」ICA事業にとっての恩恵及び今後への期待
................................................................................ 

独立行政法人国際協力機構 (JICA)

人間開発部長萱島信子

独立行政法人国立国際医療研究センター国際医療協力部が創部 25周年を迎えられたことを心よりお祝い申し上げます。

1986年 10月、当時の国立病院医療センターに国際医療協力部が設置された頃、」ICAは設立から 10年以上が経過し、

開発途上国に対する保健医療協力事業を様々な地域、国々で実施しておりました。事業を効果的に進めていくためには、

日本国内で保健医療分野の豊富なご経験、ご知見を有される方々に、適切なタイミング、方法でご支援、ご協力をいた

だくことは極めて重要です。国際医療協力部の設置により、同部で執務される先生方に、様々な案件についてご相談さ

せていただきながら事業を進めることができるようになりました。特に各種調査への参加、または専門家としての活動

などの形で事業にご協力していただけるようになったことは、 JICAにとって、極めて画期的な出来事でした。

この 25年間に、国際医療協力部の先生方にご支援いただいた案件はあまりにも数が多く、すべてに触れることは困

難ですが、幾つか紹介させていただきたいと思います。

国際医療協力部設置直後から、大変熱心にご支援いただいた代表的な案件としては、南米のボリビアで 1987年から

実施されたサンタクルス総合病院に対する技術協力が挙げられます。チームリーダーをはじめとする長期専門家を多く

派遣していただき、総合病院全体の医療水準の向上という重要かつ難易度の高い案件の実施に大きく貢献していただき

ました。その後も同地域に対し、拠点型の医療協力から地域展開型の保健協力へと支援を継続して実施した結果、様々

な成果が見られております。これはひとえに、国際医療協力部の先生方による熱心なご支援が背景にあったからこそと

思っております。

またアジア地域に自を転じますと、 1990年代には中国のポリオ対策事業に対し、力を注いでいただきました。 2000

年の西太平洋地域におけるポリオ根絶宣言に至る過程において、国際医療協力部の先生方に果たしていただいた役割は

非常に大きいものがあったと思います。

さらにベ トナム、ラオス、カンボジアといったインドシナ地域においても、これまでに多くの活動をお願いし、そし

て現在も活動していただいています。ベトナムでは北部、中部、南部の 3拠点病院を中心とする技術協力、またカンボ

ジアに対しては、これまで保健省に対する各種助言をはじめ、同国の保健医療従事者の育成強化に取り組んでいただい

ています。また、ラオスでは、近年、保健省の事業調整能力強化という観点から、国としての政策に関わる部分につい

てもご支援をいただいています。

さらにアフ リカ地域に対しても、これまでセネガル、ザンビア、マダガスカル等の国々に対する様々な案件の支援に

ご協力いただいております。また、昨年からはコンゴ民主共和国で実施する保健人材育成支援に係る案件に対してもご

協力いただき、同国の保健分野の政策策定に関わる部分についてご支援をいただいています。

さて、現在、そして特に今後について目を転じたいと思います。

近年の開発途上国に対する保健医療協力分野の支援については、米国をはじめとする二国間援助機関、世界基金、さ

らにはゲイツ財団のような民間団体からも大きな資金供与が行われるなど、以前と比べて変化している面があります。

但し、開発途上国における、保健医療従事者の育成、行政能力の強化など、 日本としてのこれまでの経験を活かしつつ

貢献していくべき要素も様々な国々で見られています。

我が国は、 2010年 9月に 「国際保健政策 2011-2015」を策定し、その中で被援助国のオーナーシップと能力強化

を基本とし、持続性のある保健システム強化を中心とした支援をうたっておりますが、具体的な分野としては、国連ミ

レニアム開発目標 (MDGs) における乳幼児死亡率の削減 (MDGs4)、妊産婦の健康状態の改善 (MOGsS)、HIV／エ

イズ、マラリア、その他の疾病の蔓延防止 (MDGs6)等が挙げられております。同政策を踏まえ、 」ICAにおきましても、

2015年に向けた保健協力方針を示すポジションペーパーを作成しましたが、相手国のオーナーシップや能力強化にお

いて、日本人専門家が一方的に外からギャップを埋めるのではなく、相手側に寄り添い、きめ細かく指導を行い、気付

きを促していくといった積み重ねがますます重要と考えております。これらの技術指導におきまして、国際医療協力部

において蓄積された知見 ・経験 ・ノウハウがますます必要になってくると認識しております。また私達が事業を進める

上において、技術協力事業の形成、評価等に際してのご支援、さらには無償資金協力案件の調査に際しての技術的なご

助言等、今後も様々な場面でお力をいただく ことがあると思います。

国際医療協力部が 25年間の現場における活動から得られたノウハウを引続き活用され、我が固の ODAの保健医療

分野での協力にとって必要不可欠なパートナーとして、今まで以上にご活躍されることを期待して、創部 25周年のお

祝いの言葉とさせていただきます。
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国立国際医療研究センター国際医療協力部と

結核研究所の連携
................................................................................ 

結核予防会結核研究所長

石川信克

国立国際医療研究センター （旧国立国際医療センター：以下「医療センター」）と結核研究所とは、国際協力分野を中

心に深いつながりの歴史があります。医療センターが我が国における国際医療協力の中心であるというミッションで始

められた中で、日本の国際医療協力の一つの柱であった結核分野を担当してきた結核研究所が、深い連携を持たねばな

らないのは当然でした。

私が、バングラデシュから足掛け 8年の仕事を終えて帰国し、 1988年に結核研究所に国際協力部が設立され、国際

協力部長になった時、医療センターの旧病院の 13階に我妻勇先生（当時の国際医療協力部長）をお訪ねしてご挨拶し、

ご指導を仰ぎました。医療センターには、中野病院と改名した結核の旧中野療養所の合併が計画中で、新しい結核病棟

もできるので、結核分野の国際協力もやりたいという意向もお伺いしました。

それと前後して、当時進行していた」ICAのイエメン結核対策プロジェクトの専門家を探していたところ、医療セン

ターの楠本一生先生が関心を示され、結核研究所の国際研修を受講され、3年弱の間、現地で活動していただきました。

人的な連携交流の始めであったと思います。その後も、江上由里子先生がイエメンやパキスタンで結核専門家として活

躍されました。固際医療協力局長であった古田直樹先生の時代に、島尾忠男先生が医療協力局の顧問になられたことも

あり、時々、情報交換会や「飲み会」と称する集まりをし、国際医療協力部の感染症グループを中心にスタッフ同士の

交流会が持たれてきました。日頃から人間的なつながりを深めておくことが、いざ何かのプロジェクトを始めたりする

時に役立ちます。また最近は、国際医療協力部の先生方が、厚労省の結核感染症課や国際課で医療行政に携われており、

結核研究所と直接的・間接的に国内、国際の両分野で深いつながりが築かれています。

今までの大きなイベントは、 1999年9月に第 40回日本熱帯医学会、第 14回日本国際保健医療学会の初めての合同

大会が医療センターで開催されたことです。私が熱帯医学会の会長で、古田直樹先生が国際保健医療学会の会長を務め

ることになり、合同でやるという提案が両学会で承認され、鴨下重彦総長、竹田美文研究所長の多大なご理解とご協力

の下で実現しました。結核研究所と医療センターが合同で行った行事とも言えます。以来、合同大会の企画は数年ごと

に実施されています。

また 1990年より厚労省の国際医療協力の研究費を医療センターが統括するようになり、結核研究所国際協力部もこ

の研究委託事業の研究費をいただいて様々な研究が展開できました。例えば、最初に受けた「結核に関するプライマリー

ヘルスケア (PHC)の研究」では、PHCの現場における結核対策のあり方に関して、その後の JICAプロジェクトに反

映できる大きな成果を上げることができました。今後も結核は国際協力の重要な貢献分野であるので、研究課題として

残すべきと思っています。

昨今、世界の保健の課題が、非感染性疾患 (NCO) やヘルスシステム強化というキーワードで強調されている中で、

感染症という切り口でのアプローチが後回しになりがちですが、結核という慢性感染症はグローバルな課題として、い

つの時代でも当分おろそかにすることはできないと思っています。我が国が世界的な視点で培ってきた分野でもありま

す。そういう意昧でも、医療センターと結核研究所の様々な連携は、今後とも日本の国際協力や国際保健研究の重要な

要として大切にしてゆきたいと願っています。

今年、結核研究所国際協力部は 24周年を迎え、そのささやかな歩みを振り返ってみると、医療センタ一国際医療協

力部 25周年の大きな歩みの恩恵を被っていたと感謝しています。固際医療協力部は、我が国が世界に向けて行う国際

医療協力の基地として、非常に貴重な働きをされてきたと思います。より広い視野で、園としてのミッションを担って

きた歩みであり、今後も我が国における重要な課題を持っておられると思い、地球規模の健康課題の研究や協力のあり

方でさらに発展されることを期待しています。日本国際保健医療学会の核としての機能も貴重です。

結核予防会は、今年、結核研究所国際研修 50周年をお祝いします。結核研究所は、結核に特化し、半民間の立場で

グローバルなミッションを担ってきました。これからは、互いの特性を生かしつつ、オールジャパンの視点で、日本を

背負って行かねばなりません。さらに日本を超えたグローバルな視点で、かけがえのない 「宇宙船地球号」の保健向上、

貧困や飢餓、戦争や自然災害と健康の課題、平和構築への努力が必要で、そのための連携を強めていかなければと思っ

ています。
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国際医療協力部の設立は、 1974年（昭和 49年）の国立病院医療センター発足に端を発する。

1977年（昭和 52年） 8月、当時の福田首相が ASEAN諸国を訪問した際、

医療、福祉、教育面での国際協力重視を表明し、 ODAで病院建設と機材供与を推進した。

これに伴い厚生省は、 1979年（昭和 54年） 4月に国立病院課内に

国際医療協カセンター準備室を設置した。同時に、国際医療協カセンター等検討委員会を設置し、

大来佐武郎元外務大臣が委員長に任命された。

同時期、カンボジア難民がタイに流出し、大規模な難民キャンプが発生した。

これに対し、当時の国際協力事業団が、文部省と厚生省へ援助を要請した。

これを受けて国立病院医療センターと全国の国立病院、国立大学病院から合計 470名の

医療従事者を 3年間に渡り派遣した。

1980年（昭和 55年） 9月、国立病院医療センターに国際医療協力部を設置することが決定した。

1985年（昭和 60年） 5月、国立病院医療センターが

WHO国際保健医療協カセンター（コラボレーションセンター）に指定された。

1986年（昭和 61年） 1月、国際医療協力施設等検討会が

「保健医療分野における国際協力の推進について」を発表し、同年 10月に国際医療協力部が発足した。

初代国際協力部長には、厚生大臣名にて我妻発先生が任命された。

1992年（平成 4年） 6月、国際協力研修センターが完成し、国際医療協力部の執務室が確保された。

1993年（平成 5年）、国立療養所中野病院と国立病院医療センターが合併し、

国立国際医療センターが発足すると同時に、国際医療協力部は国際医療協力局となった。． 
2009年（平成 21年） 4月、国立国際医療センターが

独立行政法人国立国際医療研究センターに改組され、国際医療協力局は

国際医療協力部となり、今日に至る。



年表
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技術協力ほか 緊急援助

1970 79年 カンボジア難民医療援助のため派逍

81年 中日友好病院プロジェクトに技術指導のため派迎 87年 バングラデシュ洪水災害に係わる国際緊急援助のため派迎 ／8月

86年 国立病院医療センター内に国際医療協力部設立 ／10月 88年 エチオピア干ばつ災害に係わる国際緊急援助のため派逍 ／3月

1980 87年 初の技術協力 (JICAサンタクルス総合病院プロジェクト）をボ

リビアで開始

88年 バングラデシュにおける技術協力を開始

90年 中国における技術協力を開始 91年 フィリピン台風災害に係わる国際緊急援助のため派逍 ／11月

91年
タイにおける技術協力を開始

92年 ニカラグア地店・津波災害に係わる国際緊急援助のため派迎 ／9
月

第 6 回日本国際保健医療学会学術大会を主催—8月 93年 ネパール洪水災害に係わる国際緊急援助のため派迅

92年 ラオスにおける技術協力を開始 95年 阪神淡路大粛災の緊急援助のため派迅 ／3月

93年 ナショナルセンター化に伴い国立国際医療センター国際医療協力 バングラデシュ竜巻災害に係わる国際緊急援助のため派迅 ／5月
局1』改称 ／10月 96年

1990 94年 プラジルにおける技術協力を開始 ペルー大使公邸占拠事件に係わる国際緊急援助のため派迅 ／12月

ベ トナムにおける技術協力を開始 97年 インドネシア山火事災害に係わる国際緊急援助のため派逍 ／9月
95年

カンボジア復興支援として技術協力を開始 98年 インドネシア暴動に係わる国際緊急援助のため派迎 ／5月

96年 パキスタンにおける技術協力を開始 トルコ地震災害に係わる国際緊急援助のため派Ji'l/8月
99年

97年 インドネシアにおける技術協力を開始 キルギス日本人誘拐事件の邦人保護のため派迎 ／9月

98年 日本人向けの国際医根協力に関する集団研修を開始

99年
イエメンにおける技術協力を開始

アフリカでの初のプロジェクト型技術協力をマダガスカルで開始

ホンジュラスにおける技術協力を開始 モザンビーク洪水災害に係わる国際緊急援助のため派迅 ／3月
00年 00年

ミャンマーにおける技術協力を開始 インドネシア地煤災害に係わる国際緊急援助のため派迅 ／6月

01年 セネガルにおける技術協力を開始
01年 エルサルバドル国地四災害に係わる国際緊急援助のため派迎 ／l

月

02年 厚生労働省の要請により WHO総会への参加開始 ／5月
SARS対策に係わる国際緊急援助のためベトナム・中国へ派逍

/3月4月
03年

国際寄生虫対策（楢本イニシアテイプ）に医師を派追
SARS対策に係わる国際緊急援助に参加した医師 5名に人事院総

裁打が授与され天皇皇后両陛下の拝謁を賜る ／12月

WPRO主催 EPITAG meeting参加開始 スマトラ島沖地震大津波災害に係わる国際緊急援助のためタイ・

03年 WPROベトナム事務所に担当者を派迎 スリランカ・インドネシアに派逍 ／1月

仏語圏アフリカ母子保健集団研修を開始
05年 インドネシア ・ニアス島沖地震災害に係わる国際緊急援助のため

派追 ／4月

2000 
感染管理指導者餐成研修を開始 パキスタン地震災害に係わる国際緊急援助のため派追 ／10月

アフガニスタン復興支援として技術協力を開始
06年 インドネシア国ジャワ島中部地震災害に係わる国際緊急援助のた

04年
め派逍 ／5月

UNICEF・保健省アドバイザーをアフガニスタンに派追
08年 ミャンマー連邦サイクロン被害に係わる国際緊急援助のため派迎

/5月

国際保健医療協カレジデント研修を開始
HlNl新型インフルエンザ発生に係わる空港検疫対応のため派

09年迎／4月

05年 ベトナム・バックマイ病院内に事務所 (MCC)を開設 ／8月 台湾の台風8号災害に係わる国際緊急援助のため派迎 ／8月

EMROパキスタン事務所に結核担当者を派逍

06年 ザンビアにおける技術協力を開始

08年
コンゴ民主共和国における技術協力を開始

第 23回日本国際保健医療学会学術大会を主催 ／10月

09年 WHOコラボレーションセンター（保健システム）となる ／10月

独立行政法人化に伴い、国立国際医療研究センター国際医根協カ 10年 パキスタン ・イスラム共和国の洪水被害に係わる国際緊急援助の

部となる ／4月 ため派逍 ／9月

日本国際保健医療学会事務局となる ／4月 東日本大震災に係わる中長期支援活動のため宮城県東松島市へ保
10年 健医療チームを派追 ／3月

201o 日本人向けの国際保健医療協力に関する集団研修をリ ニューアル l1年 東松島市と「保健衛生活動における復興対策のための協力に関す

/6月 る協定」を結ぶ／6月

バングラデシュ・グラミングループとの活動を開始 ／10月

11年創立25周年を迎える ／10月

011 • 
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NCGMが過去25年に培ったコアビジネス
................................................................................ 

NCGMの国際協力は、カンボジア難民キャンプでの

医療を直接提供する緊急援助から始まったが、国際医療

協力部は設立 2年目の 1987年、開発途上国での保健

人材育成を重視し、初の技術協カプロジェクトとして南

米ボリビアでの「JICAサンタクルス総合病院プロジェ

クト」を開始した。日本の無償資金協力で建設された病

院に、医師、看護師、放射線技師などの医療従事者を派

遣し、内視鏡診断や治療を中心とした臨床への技術支援

を行った。当初は、日本の医療者が現地の病院で先進医

療の技術移転を行うという形態の協力であった。

医療の技術移転だけでは解決困難な課題が見られ、地

域の中核病院、診療所、保健ポストとそこに勤務する医

療従事者への協力、さらに関係する地域の行政機関や住

民組織との連携 ・協力に着手し始めた。地域保健医療シ

ステ強化である。

一方、ボーダーレスに広がる感染症の分野では、国際

的な取り組みが進み、国際医療協力部も世界ポリオ根絶

計画などの国際的プログラムにも参加するようになっ

た。このような大規模な取り組みでは、現場の状況が十

分考慮されない理論が先行しがちだが、国際医療協力部

は現場に立脚した介入方法のモデルや技術を開発しなが

ら、それらが継続的に実施可能な人材育成と仕組みづく

りへの協力を行っている。

母子保健などの地域保健や感染症対策は、中央の人材

養成機関や現場での人材育成とシステムづくりが中心

国際医療協力部の活動の変遷

1980 86年

国立病院医療センター
国際医療協力部創立

T 

I叫川塁塁I•

• 

四別0 93臼
国立国際医療センター
国際医療協力局に改称

，，， 

であったが、その成果が支援地域から国全体に広がり、

国のシステムとして継続的に国民の健康保持 ・増進に

寄与するには、その国の保健省も支援する必要があり、

JICAを通じて保健省アドバイザーの派遣を開始した。

援助の効果を上げるために様々な援助機関や組織が協

力して支援をする援助協調が主流になる中で、より現場

に根差した知見は支援国内だけでなく国際場裡にも有益

である。国際医療協力部は職員を WHOなどの国際機

関に出向させるほか、多くの国際会議や調査団に参加し

知見の還元を行っている。また、 2009年からは保健シ

ステム強化に関する WHOの協カセンターに指定され

ている。

現場のニーズ、国際社会の要請、開発援助手法の進化

など、様々な要因に対応しながら発展してきた国際医療

協力部の活動だが、創立以来 25年にわたって培ってき

た4つのコアビジネスがある。

1.国際的プログラムヘの貢献

2.人材育成

3.参加型開発とキャパシティ・デイベロプメント

4.援助協調と調整

これらは、一貫して人々の健康を守るため協力事業の

効果向上を目指し、試行錯誤を積み重ねてきたノウハウ

でもある。今後も国際保健医療協力を取り巻く環境は激

しい変化が予想されるが、柔軟に対応しつつ、引き続き

これらをコアビジネスとして展開していく。

●国連機関への出向

独立行政法人国立国際医療研究センター
国際医療協力部に改称

▼ 

● WHO総会への参加

●援助協調

●保健省アドバイザー

圏＇嬰，L 塁田• ●ポ l)オ、結核、ハンセン病、エイズなど個別疾病対策強化

●保健行政機関を中心とした母子保健、地域保健システム強化

●中核病院の医療者育成 ●中核病院を中心とした母子保健、地域保健システム強化
』

●緊急援助（医療提供）



1．国際的プログラムヘの貢献
................................................................................ 

1979年、天然痘を地球上から根絶できたことは、健

康改善・増進を目指す保健医療分野の大きな成果である。

この根絶計画は 1966年にスタートし、わずか 12年で

完了している。これを機に、世界では感染症根絶への新

たな挑戦が始まり、 NCGMも世界戦略に対する様々な

活動に貢献してきた。

■予防接種拡大計画
(Expanded Programme on Immunization : EPI) 

WHO （世界保健機関）による世界のすべての女性と

子どもに対する予防接種事業である。中でも‘'世界ポリ

オ根絶計画’は 1988年に開始され、ポリオの流行が見

られる国は 2006年にはわずか 4カ国に減り、その後再

興感染国 (4カ国）が出たが根絶が間近といわれている。

NCGMは中国、 ラオス、ベトナムに専門家を派遣した

ほか、多くの研修生を受け入れ、 2000年の西太平洋地

域ポリオ根絶宣言に寄与した。現在もパキスタンやプー

タンで EPIを支援している。

■結核対策

現在でも年間 940万人が罹患し 170万人が死亡する

とされる結核。 WHOが＂直接監視下短期療法 (Directly

Observed Treatment. Short-course: DOTS)戦略'、

“ストップ結核世界計画＇ を立ち上げ、 一部の地域を除

き国連のミレニアム開発目標を達成する見込みである。

NCGMは結核研究所と協力し 」ICA技術協カプロジェ

クトを実施したほか、WHO東地中海地域（パキスタン）

に専門家を派遣、日本大使館の協力を得て抗結核薬の不

足を回避するなど、重要な役割を果たした。

■HIV/AIDS対策

世界的脅威であったこの問題に対し、それまで開発

途上国における有効な対策を打ち出せなかった WHO

とUNAIDS（国連合同エイズ計画）は、 2003年から

2005年末までに 300万人に HIV治療を行き渡らせる

"3 by 5"と呼ばれる世界的イニシアティブを立ち上げ、

開発途上国における HIVの治療の扉を開いた。現在は、

必要なすべての人に対して HIV予防、診断、治療、ケ

アの確保を目指す｀‘ユニバーサル ・アクセス’'が国際的

戦略目標になっている。NCGMは、 1996年より」ICA

を通じてアジアで最も深刻な状況であったタイにおいて

技術協力と研究を行い、また、外務省 ・厚生労働省との

共催で “ASEANand JAPAN HIV/AIDS Workshop" 

を毎年開催 (2003~2009年）してきた。その後、ジ

ンバブエ、ザンビアといった HIVがより深刻なアフリ

力においても‘‘ユニバーサル ・アクセス＂に向けた支援

を行っている。

■ハンセン病対策

患者の外見と感染に対する恐れから、ハンセン病患者

は有史以来様々な社会的烙印（ステイグマ）を押されて

きた。世界では“ハンセン病制圧（人口 1万人当たり患

者数 1人以下）＂を目標に、 1991年以来、多剤併用療

法を用いた取り組みを行っており、 1985年 122カ国

だったハンセン病流行国は現在プラジル 1カ国を残すの

みとなった。NCGMは国立ハンセン病療養所と共同で

」ICA技術協力を実施、ハンセン病制圧宣言 (2003年）

をミャンマーで出すことができた。
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■烏・新型インフルエンザのパンデミックヘの

対応

2003年以降、インドネシアなど東南アジアを中心に

高病原性の鳥インフルエンザによる I::::トヘの感染が散

発的に発生し、新型インフルエンザヘの世界的対策強

化が急務になった。2005年、 WHOは新型インフル

エンザなどの新たな脅威に対応すべく、疾病の国際的

伝播を最大限防止する目的に定められた国際保健規則

(International Health Regulation)を改訂し、加盟国

の感染症サーベイランス機能などコア ・キャパシティを

規定した。そのため、開発途上国のコア・ キャパシティ

整備が求められるようになり、 NCGMは世界で最も多

くの鳥インフルエンザのヒ ト感染例が報告されているイ

ンドネシアで鳥インフルエンザ ・サーベイランス強化プ

ロジェクトを介した技術協力を開始した。また、国連イ

ンフルエンザ調整機関アジア太平洋事務所にも、地域調

整官として医師を派遣した。

これらの国際的プログラムは、世界共通の戦略を持た

ない他の分野とは違った学びを NCGMにもたらした。

特に異なるのは、支援を受ける国の政治的コミットメン

トの高さ、 ロジスティックの尊重、関係機関間の協調の

3点がもたらす、ポリオ根絶のような援助効果の大きさ

である。また、様々な援助機関や国々の専門家と共通の

言葉でディスカッションや情報交換ができるという利点

があり、さらに、技術的課題だけでなく政策面の問題点

も見えるようになり、医師、看護師、助産師で構成され

る国際医療協力部の視点と活動の幅が広がることになっ

た。その一方で、国の外で決められた当該国の実情に合

わない強引な介入の実施や、それらが当該国にもたらす

長期的な負の影響なども目の当たりにし、現場を尊重す

るNCGMの存在意義を改めて認識することにつながっ

ている。



2．人材育成
................................................................................ 

＂に雷贔こ：おぷ誓:9り讐門
た実践経験の分析と学び

NCGMは、過去 25年間、海外で展開した保健医療

協力事業のほとんどにおいて、人材育成、特に開発途上

国の保健医療従事者の現任教育に取り組み、それらの人

材のキャパシティービルディングに貢献してきた。以下

は、それらの経験から抽出した、現任教育（トレーニン

グ）プログラムの計画・実施のステップと、それぞれの

ステップにおける留意事項の簡潔なまとめである。

1.トレーニング実施の動機ならびに保健医療開

発プロジェクトにおけるトレーニングの位置

付けの確認

トレーニングは、多くの場合、単独で保健医療開発に

資するものではない。トレーニングの計画、実施、評価

の各プロセスにおいて、トレーニングが開発プロジェク

トの中でどういう位置づけにあるのかを認識し、 トレー

ニングの実施そのものが自己目的化しないよう、留意が

必要である。開発プロジェク トを取り巻く外部条件に大

きな変化がある場合（ヘルスリフォームによる脱中央化、

政変等）、上記は特に重要である。

トレーニングを受けた参加者がその成果を十分に生か

すには、 トレーニングと同時に他の介入を同時並行的に

行うこと「合わせ技」が有効である。合わせ技の類型と

しては、トレーニングに加え、 1)IEC資材や機材の供与、

2)フォローアップや監督訪問、 3)マネジメント支援が

挙げられる。最後のマネジメント支援には、トレーニン

グ参加者の上司への働きかけが含まれる。場合により、

トレーニング＋a （アルファ）の「a」が、単にプロジェ

クト内の他の投入、あるいは相手国実施機関の他の活動

という枠に収まらず、政策レベルで調整しなければなら

ない別のラインの活動である可能性もある。

2.トレーニング対象者の選定、ニーズ調査なら

びに目標設定

病院協カプロジェクトでは、具体的選抜方法として、

対象者の参加基準を設けて、応募を受け付け、審査する

方法と、対象者の所属施設の推薦に基づく方法がある。

参加基準を明確にすることが、一定の質の参加者を集め

るためには望ましい。地域保健プロジェクトにおいては、

多種乱立する地域保健ワーカーのカテゴリーの中で、ど

のカテゴリーをトレーニング対象とするかの検討が必要

である。まず解決すべき問題を同定し、それに必要な業

務(」obdescription)を明確にした後、最もふさわしい

トレーニング対象者を選ぶというアプローチが合理的な

場合もある。同時に、プロジェクト共同実施機関（カウ

ンターパート：相手国の受入れ担当者）が、相手国の行

政上、どこに位置するかにより、対象者に制限が出てく

るという側面も考慮しなければならない（所管外の対象

者を対象にすることが難しくなる）。

トレーニングのニーズ調査がどのように行われるべき

か、定型は存在しない。文脈と目的により、参与観察に
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よるタスワ分析、フォーカスグループ討論等の質的調査、

知識一態度一行動 (KAP)調査、心理測定、業務の観察

査定など、多くの手法が使用し得る。

トレーニングの目標は、ニーズアセスメントに基づい

た現実的なものでなくてはならない。医療分野のトレー

ニングの目標設定において、主に首都に存在する第三次

医療施設を拠点とする病院協カプロジェク トを地方展開

していく際、これらの第三次医療施設特有の比較優位

性（例えば分娩件数が多いなど）を生かしながら、どの

ように、第三次の高度技術でなく、地方医療施設スタッ

フのニーズに応えるかが共通課題である。トレーニング

実施チーム内で目標を共有していても、外部からの講師

を招聘する形のトレーニングでは、講師との事前の目標

共有が不足し、コースの目標から外れた講師の独演会に

なってしまう危険が常にある。事前のすりあわせを実施

チームが責任持って行うことが不可欠である。そのよう

な事態を避けるためにも、一般学習目標、特定行動目標

(GIO、SBO)は、施設内人材の育成においては、明確

な評価指標ともなり、有用性が高い。トレーニング目標

を学位という制度に結びつけたユニークな事例もあり、

中堅以上の行政官トレーニングにおいては応用可能なア

イデアである。

3.トレーニングの計画一実施ー評価のプロセス管理

トレーニング ・プロセス管理の第 1の類型としては、

実施しながら見えてきた事実を検討しながら進めていく

という、いわば「走りながら考える」スタイルが挙げられ、

NCGMの過去 25年のうち、初期の人材育成経験のほ

とんどが、このように行われてきたと言える。第 2の類

型としては、工程表の活用（トレーニングコースごとに、

タイトル、目的、時間軸に沿った、やるべきことをリス

トアップしたチェックリスト）が挙げられる。第 3の類

型としては、マネジメント・サイクルの明文化が挙げら

れる。 NCGMでは、ベトナムの病院プロジェクトをきっ

かけにこのマネジメン ト・サイクルがモデル化され、そ

の後多くの事業に水平展開、応用されてきた。これは、

以下の 10ステップのマネジメント ・サイクルに要約さ

れる ：1）各技術部門のトレーニング責任者、管理者の

任命・委員会の設置、 2) 目標、研修員の資格、条件な

どの決定、 3)GIO(general instructional ob」ective)

及びSBO(specificbehavioral ob」ective)が明記され

たカリキュラムの作成、 4) 現地国内研修パンフレット

の準備、配布、 5)委員会による研修員の選出、 6) トレー

ニングコース実施、 7)質問票調査、試験等による各コー

ス終了時の短期評価、 8) コースレポートの作成、次年

度への提言、 9)次年度年間計画の作成、 10) トレーニ

ングのインパクト評価のための長期評価。

これら 3つの類型は、同一の事業の時間軸とも関連し

ている。プロジェクトの初年度においては、暫定的な工

程表に基づいてトレーニングの計画、実施、評価・フオ

□ーアップを進めながら、同時に実施して初めて分かっ

てきた様々な事実を 「走りながら」組み込んで次年度に

つなげていくことが必要になることが多い。プロジェク

ト終了の段階や次のプロジェクトにおいて、 コースごと

の完成された工程表や、マネジメント ・サイクルという

形でカウンターパート組織にトレーニング事業が根付く

のが、合理的なプロセスと言える。

4.トレーニング・カリキュラム（教科過程）の

作成とトレーニング手法の選定

カリキュラムとトレーニング手法を一義的に規定する

のは、 トレーニング目標（例えば GIO、SBO)である。

繰り返し実施されていく場合、各回の評価結果も、トレー

ニング目標にさらに反映されていく。ただし、 一度カリ

キュラムが確定すると、心理的な枠が設定されてしまい、

その後変更が難しくなることが多い点には留意が必要で

ある。 一般に、 トレーニング全体の目的に合致した形で

セッションを組み、それぞれのセッションの目的を討議、

決定しながら、セッション内容を詰めていくというプロ

セスがとられることが多い。

カリキュラムの重要な要素にトレーニング期間があ

り、特に現任教育では、業務に支障をきたさない範囲と

いう制約がつく。ト レーニング手法には様々な選択肢が

ある。 一般に成人教育では、 トレーニング参加者がすで

に持っている職業経験を相互交換する機会を設け、個々

の参加者ごとに異なる既存の知識、スキルレベルに合わ

せて自主的な学習ができるよう、参加型手法が取り入れ

られることが多い。参加型手法の中では、事例検討、医

療手技のシミュレーション、 トレーナーによる医療手技

のデモンストレーション、病院における症例検討などが

主に活用されてきた。しかし、ある種の文化的背景を持

つ国（例 ：中国）では、相手側当局によるそのようなト

レーニング手法の受け入れや理解が難しい場合もある。



5．教材作成

教材作成における主要な課題は視覚化であり、その際

に対象となるト レーニング参加者の識字率への配慮は重

要である。視覚的補助教材の作成にトレーニング対象者

を参加させることで、より学び手のニーズや視点を、教

材に盛り込むことができる。イラスト等を作成する場合

は、現地のイラストレーターを雇用することが有効であ

る場合が多い。現任教育を企画する側（特に日本人専門

家）と、 トレーニング参加者との間には、相当大きな概

念的認識のギャップがあることがあり、教材作成の際に

は、特に留意が必要である。特に「微生物」や「感染」

など、肉眼で見えない事象を図説する際は、受け手側に

与えるメッセージ内容の注意深いチェックを要する。

6.トレーニング実施体制のデザインと組織、実

施のロジスティクス

トレーニング実施体制においては、開発途上国側の協

力組織内に、 トレーニングの担当部署が明示的にある場

合と、そうでない場合があり、後者では、マンパワーや

リソースの確保につき、計画段階から十分に相手側とす

り合わせをしておく必要がある。また、 トレーニングの

担当部署がある場合でも、関連する技術部門の巻き込み

が十分でないと、実施が頓挫する場合もあるので、注意

が必要である。

ロジスティクス面で特に実施上重要なのは、参加者の

宿泊アレンジである。これは経費を大きく規定する要因

であり、多くの参加者を首都などの中央に集めて実施す

る場合は、特にそうである。一方、 トレーナーが参加者

の勤務地を訪問してトレーニングを実施する場合、旅費

はかかるが宿泊費は数人のトレーナー分で収まり、参加

者の日当支払い額がセーブされることも相まって、全体

として大きな費用削減となる場合があるが、 トレーニン

グの日程はより長くかかる。 トレーニング会場の机や椅

子等の配置は、セッションの目的、教授法、使用教材に

ょって適宜変更を要する場合がある。食事や休憩（お茶

ゃコーヒー・ブレイク）も、地域によっては文化的に非

常に重視され、また参加者の相互交流に重要な場合もあ

り、軽視してよい項目ではない。もちろん一日の時間割

にも、これらのタイミングと長さが影響してくる。

Training of the trainers (TO丁）というトレーニン

グ形態を取る場合、直接トレーニングの対象となるいわ

ゆるトレーナーの学習成果のみならず、彼らがさらに自

ら実施する伝達講習のモニタリングを効果的にするの

は、場所や時間がバラバラになることから、困難を伴う

ことが多い。 TOTの計画を立案する段階で、伝達講習

のモニタリングをどうするのかについても考慮しておく

必要がある。

7.トレーニング評価

トレーニング運営の評価は、 NCGMの過去の経験で

は、 トレーニング終了時点での参加者を交えた討論や会

議トレーニング参加者に対するアンケート方式などに

より行われることが多かった。つまり、数値的な測定よ

りも、オープンエンドな形で行われていることが多かっ

た。運営評価の最大の関心事は、「意図した方向に学び

がなされたか、そのための適切なアレンジがされていた

か」であり、逆に言えば、学びが十分起こらなかった場合、

「なぜ学びが十分起こらなかったのか」である。教授活

動の評価は、参加者に対する聞き取りのみならず、トレー

ナー間でも相互に行うことが効果的と思われる。広域な

地域保健プロジェクトで、日本人専門家が直接全部を見

られない規模で トレーニングが行われた場合、 トレーニ

ングが実際どのように行われたか、フィ ールド訪問によ

るレトロスペクティブ（振り返り的）な運営評価が有効

である。研修評価は、上記の 3.で述べた、 トレーニン

グマネジメント P-D-S(Plan-Do-See)サイクルに組み

込まれて初めて、プログラムの改善に貢献する。

8.トレーニングのフォローアップ

実際に行われたトレーニングのフォ ローアップの類型

としては、以下の 4つが挙げられる ：1) 実践の内容と

トレーニングの内容を比較して、 トレーニングの内容が

実践に役立つような提言を引き出す、 2) 研修生の職務

活動の中で、トレーニング後に改善した点について、第
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三者機関 (NGO)を通じてモニターする、 3)研修の効

果、問題点を理解し、それらをカリキュラムにフィード

バックする、 4)研修修了生にトレーニング実演をさせ、

チェックする。

mニ内竺戸
開発支援において教育、 トレーニングを実施する時、

成人学習の概念が応用されるようになって久しい。保健

分野においても、特に住民の健康教育や、地域保健ワー

カーの職内教育の計画、実施に、この考え方が多かれ少

なかれ反映されることが多く、開発途上国の保健医療従

事者の職内教育を考える上で、見落とせない概念となっ

ている。2003年より NCGMでは開発途上国の保健医

療従事者を対象とした研修においてラボラトリ一方式の

体験学習を実践している。ラボラトリ一方式の体験学習

では、 ［学びのサイクル」を基本としている。

学びのサイクルとは、「やってみる」 → 「気づく」→「考

える」 →「計画する」→「（新しく）やってみる」という

1つひとつのステ ップを意識的に取り組むことである。

ラボラトリ一方式の体験学習では、自分の体験を 「振

り返る」プロセスの 1つひとつの段階に意識的に取り組

むことができるように研修デザインを工夫する必要があ

る。1本験と振り返りの過程そのものも体験的にたどって

いくことにより、「体験から学ぶ学び方」を自分の中に

方法として定糟させることを目指している。研修員たち

が帰国してから各自の現場で 「体験から学ぶこと」を 「試

してみる」ことにつながれば、個人の成長や組織の変化

へと展望が開けてくる。
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(Il]:::累？悶雪：；四
]．で述べたように、多くの途上国での保健医療人材

の現任教育経験を通じて、トレ ー、一＿ノグのマネンメン

ト・サイクルのモデルを作成、活用してきた NCGMで

あるが、特定疾病の対策事業だけでなく、保健システム

全体のキャパシティ強化の必要性がより強く認識される

中、人材管理制度を保健システムの重要な一要素として

認識しつつある。そこで、近年、人材育成 ・管理のより

政策的な分野に目を向け、支援を展開している。つまり、

保健事業の様々な現場レベルで人材育成に貢献する一方

で、人材政策ならびに人材管理の大枠の体制や制度を評

保健人材管理アセスメント・ツール
「ハウスモデル」

価し、必要な支援を模索するようになってきている。こ

のような政策的分野には、人材の数の管理、配置 ・異動

の管理、職能定義、職能権限の法令的裏付け、財政措置、

人材管理政策などが含まれる。このような側面は、特に

紛争後の国や脆弱国で重要で、単なるトレーニングだけ

では保健のマンパワーを確保し、保健システムを構築す

ることはできない。

以下に示すのは、保健人材システム開発の概念枠組み

で、家のような形状から、 NCGMがハウスモデルと呼

ぶものである。この枠組みに従って、現在、アフガニス

タン、カンボジア、コンゴ民主共和国等の保健人材シス

テムの系統的なアセスメントを実施中である。

住民のニーズ

蓑 成 配匿 定着

モニタリング 調整

箭 辮 薗- -- - -- .. -

保健省
財政 l 

I の 法律・規則
キャパ
シティ

-r - - - -•- - -

保健人材政策、計画
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3．参加型開発とキャパシティ・デイベロプメント
................................................................................ 

“参加型開発＇と“キャパシティ ・デイベロプメント’'は、

どちらも開発援助の分野で生まれた開発アプローチであ

る。前者は 80年代から 90年代にかけて、主に農村開

発援助において農民の意見が反映されない外部者主体の

アプローチの限界に対して生み出され、後者はドナー主

導の技術協力に対する反省に基づき 2000年以降に提咀

され始めた。両者に共通しているのは、援助を受ける側

のオーナーシップを最大限に尊重することが結果的に援

助の効果を上げるという考えである。国際医療協力部が

常に重視してきた視点でもある。

参加型開発という場合、通常、住民参加を表してい

るが、国際医療協力部が住民参加型の協力を行ったの

は、部が初めて技術協カプロジェクトを実施したボリビ

アにおいてである。ボリビアに対する NCGMの協力は

80年代後半にサンタクルス市の日本病院に対する病院

協力から始まり（「サンタクルス総合病院プロジェクト」

1987-1992)、90年代後半は同病院を核としての救急、

リファラルシステム強化を中心にした地域保健医療シス

テム強化を行った（「サンタクルス医療供給システムプ

ロジェクト」 1994-1999)。

2000年代になると、第 1次医療施設の保健サービス

の質の改善に加えて、地域保健行政強化と住民参加（ヘ

ルスプロモーション）を基本とした地域保健事業への協

カヘと変遷してきた（「サンタクルス県地域保健ネ ット

ワーク強化プロジェクト」 2001-2006)。同プロジェ

クトでは、 「保健サービスの質改善委員会」などの組織

を作るとともに、受益者である住民の意志を保健行政に

反映することを目的として、既存の住民組織と行政のイ

ンターフェース機能を強化するための住民参加保健活動

のモデルを開発し、活動の実践を支援した。こうした活

動は FORSAモデルと呼ばれ、すでに他県においてもそ

の地域のニーズに合わせた形で展開されており、ボリビ

ア政府の保健医療モデルにも種々の影響を与えている。

世界保健機関 (WHO)は2007年に保健システム強化

の6つの構成要素を保健医療サービスの供給者側から定

義したが、翌年、 70年代に自身が提唱した住民参加を

含むプライマリ・ヘルスケアを保健システム強化に必要

な要素として復活させた。こうして見ると、ボリビアに

おける地域保健医療システムの強化の国際医療協力部の

取り組みの発展経過は、最近の WHOの保健システム

強化の考えを、早くから実践していたとも言える。

2000年から始まったホンジュラスにおける技術協力

（「第 7保健地域リプロダクティブヘルス向上プロジェ

クト」 2000-2005)においても、“参加型＇はプロジェ

クトの中核となるコンセプトであった。ただし、同プロ

ジェクトでの参加型アプローチは住民の参加ではなく、

参加の対象を県以下の保健医療従事者としている。日本

のODA事業では、案件形成において目標、成果、活動

を決める。ダム建設などのようなモノを対象にした事業

の計画・管理と違い、ヒトを対象にした保健医療のよう

な事業は現場のニーズにきめ細かく対応しないと成果が

上がらない労働集約的分野であり、その計画立案過程に

実際にプロジェクトを実施する実務レベルが関与するこ

とは非常に重要である。

巳本の ODA事業で使われる PCM（プロジェクト・

サイクル・マネジメント）手法は、まさにこの点を意識

して開発された参加型の計画立案手法である。しかし、

実務レベルの事業立案やモニタリング・評価を含めた事

業管理の能力それ自体が支援対象になるケースが一般的

なため、限られた時間の中で効率的に実務レベルと一緒

に案件形成を行うことは現実的ではない。そのため、実

務レベルの関与の必要性を認識しつつも、実際の案件形

成過程は日本側と相手国のごく限られた中央の行政官と

で進められるのが一般的である。このような案件形成に

おける制限に対して正面から取り組み、援助効果を上げ

ようとしたのがホンジュラスのプロジェクトであった。

案件形成過程をプロジェクト活動の一部と位置付け、事

前調査も県保健局のスタッフと一緒に行った。プロジェ

クト開始後は、半年かけて再度問題分析からプロジェク

ト活動の策定を県保健局スタッフと行い、プロジェクト

の運営管理も県や郡の保健局スタッフのマネジメント能

力強化の貴重な機会と位置付け、プロジェクトの進捗モ

ニタリング、中間評価、終了時評価のすべてを参加型自

己評価で行った。このようにプロジェクト開始前から終



了まで徹底した参加型アプローチを行うことで、プロ

ジェクト事業に対するオーナーシップの促進、課題とそ

の優先順位の適切な把握、活動の持続発展性の確保など

の効果を期待した。結果的に、ホンジュラス側のモチベー

ションを促進させオーナーシップが高まったばかりでな

く、移転技術の習得も進み、総合的なエンパワーメント

の実現が可能となった。

このように参加型開発アプローチは、住民を対象にし

た参加であっても、保健医療従事者を対象にした参加で

あっても、相手国側の事業に対するオーナーシップとモ

チベーションを高める。しかし、保健システムを強化し

ていく上では、個人のモチベーション、オーナーシップ、

マネジメン ト能力の強化を行っただけでは不十分である

ということが教訓として残った。｛固人が置かれた組織や

取り巻く制度も改善 ・強化していかなければならないと

いう気づきがあった。

同様の気づきは、 90年代の援助の有効性に関する

議論の結果として既に指摘されている。国連開発計画

(UNDP)が 2002年に出した報告書 「Capacityfor 

Development: New Solutions to Old Problem」は、

それまでの技術協力が ドナー主導であったため、相手国

が元々持っているキャパシティを弱め、公共政策の優先

順位を歪め、結果として援助効果と成果の持続性を弱め

てしまったと指摘した。 UNOPはまた、キャパシティ

を個人レベルだけで捉えるのではなく、組織、組織間、

取り巻く制度、社会といった包括的視点をもって捉える

必要があると指摘し、キャパシティ ・デイベロプメント

を「個人 ・組織 ・社会がキャパシティを獲得し、高め、

維持していく掲示的な過程」と定義した。

このように国際医療協力部が病院協力から始まり地域

保健における保健システム強化に移行する過程で学んで

きたことは参加型開発アプローチとキャパシティ ・ディ

ベロプメント ・アプローチに集約できる。そ して、その

根底には 「相手国のオーナーシップの尊重」が支援の有

効性を高めるという、 25年の国際保健医療協力を通し

ての確信がある。東日本大震災における被災地支援でも

この学びと確信は活かされている。

保健システムの強化が求められる現在の国際保健医療

協力において、相手国の元々あるキャパシティを高め、

その国の実情に即した優先順位をもった公共政策の実施

を促す参加型開発とキャパシティ・デイベロプメントの

実践がより重要と考える。
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4．撲助協調と調整
................................................................................ 

■援助の潮流としての協調：なぜ協調は必要な

のか

園際医療協力部が設立された 1980年代、開発途上

国支援の主流はプロジェクト型支援であった。 90年代

に入ると、プロジェクトが成功しているにもかかわらず

セクター全体の状況が改善しないことが指摘され、プロ

ジェクト型支援よる援助効果に疑問が呈され始めた。プ

ロジェクト型支援の問題としては、プロジェクトの乱立

による支援の断片化・偏在、手続きの乱立（援助効率の

問題）、また、当事国への負担増とオーナーシップの阻

害（援助効果とその持続性の問題）が指摘された。そして、

プロジェクト型支援の限界に対する処方箋として、援助

協調 (Aidcoordination)と調和化 (Harmonization)

が求められるようになった。

■国際医療協力部による援助協調と調整への取

り組み

国際医療協力部による国際協力は、 1987年にボリビ

アで開始された「サンタクルス総合病院プロジェクト」

に遡るが、援助協調と調整への取り組みは、 1991年に

開始された「中国ポリオ対策プロジェクト」に始まる。

この分野への国際医療協力部の取り組みは、時系列に

沿って大きく 4つのフエーズ、 1)援助協調への参加、 2)

協調から調整へ、 3)垂直プログラムからセクターワイ

ドの調整能力強化へ、 4) 単ーセクターからマルチセク

ターヘ、国レベルから地域レベルの調整役へ、に分けら

れる。

■援助協調への参加

世界ポリオ根絶計画 (GPE|）は 1988年の WHO総

会で決議されたグローバルプログラムであるが、国際

医療協力部では第 1章で述べたように、中国、ラオ

ス、パキスタンにおける JICAの技術協カプロジェクト

を通じて、このグローバルプログラムに参加した。そ

れまでの相手国と日本側だけによるプロジェクト活動

と異なり、 WHOや UNICEFとの ICC(lnteragency 

Coordinating Committee) を通じた協調が求められ

るようになった。グローバルプログラムに参加したこと

でのメリットとして黒岩（「ラオス国小児感染症予防プ

ロジェクト (1998-2001)」のチーフアドバイザー）は、

1)当該分野の最新の情報を得ることができた、 2)現場

の問題点を発信し意見交換を行い、プロジェクト活動に

還元することができた、 3)学術的根拠に基づいた明確

なプロジェクト目標指標が設定できた、以上の 3点をあ

げる一方で、他の開発パートナーと協詞してやっていく

上での課題として、 WHOと科学的に討論のできる学術

的根拠を持つ専門家の育成の必要性を指摘している。

マダガスカルで実施した「マジュンガ大学総合病院改

善プロジェクト (1999-2004年）」は、マダガスカルと

日本およびフランスの協調による技術協力で、日仏両国

から 1つの技術プロジェクトに相互補完的に専門家が

投入され、両国の政府開発援助の特徴を活かした活動を

実現した。一方で援助哲学の違いなど、乗り越えなけれ

ばならない課題も少なくなかった。このような状況をむ

しろ活動の強みとしたのは、マダガスカルのカウンター

パート（相手国の受け入れ担当者）だった。異なる様々

な支援が無計画に重なる傾向のあるアフリカの保健医療

現場において、このような 3国間協調プロジェクトはプ

ロジェクトオーナーの調整能力がむしろ強化されるとい

うインパクトがあったといえる。単なる会議や文章だけ

ではなく、日常的に交わされるインフォーマルなコミュ

ニケーションが異なる文化の専門家の活動を円滑にし、

カウンターパートの調整能力の強化により、 3国からの

投入、活動の透明性・客観性を確保することができるな

どの教訓を残した。

■援助協調から調整ヘ

グローバルプログラムヘの参加は、援助協調の中の

ー開発協力組織として調整される側としての参加だっ

たが、国際医療協力部が専門家を派遣した 「国際寄生

虫対策アジアセンタープロジェクト (2000-2005年）」

では、プロジェクトが主体となって WHO、UNESCO



などを巻き込んだメコン地域レベルのパートナーシッ

プを形成し、タイ、ラオス、カンボジア、ベトナム、ミャ

ンマーにおける土壌伝搬寄生虫対策と学校保健の導入

を支援した。まず、保健セクターと教育セクターの協調

について初めて言及し、人材育成の中で Faceto Face 

のコミュニケーション強化による両セクターの共同作

業を実現した。

援助協調の必要性は、多くの支援者がひしめく緊急災

害現場や復興期においてより顕著となる。そのような国

の 1つであるアフガニスタンで実施された 「リプロダク

ティブヘルスプロジェクト (2004-2009年）」では、病

院でリプロダクティブヘルス ・サービスを提供する医療

従事者の能力強化や病院運営の支援を行うだけでなく、

活動予算のない保健省リプロダクティブヘルス部が様々

な開発パートナーのリソースを調整して事業展開できる

よう支援が行われた。後者に関しては、国際医療協力部

から派遣されたチーフアドバイザーが、保健省リプロダ

クティブヘルス部のリ ーディングパートナーとして保健

行政官の実務能力強化を図りつつ、情報交換、調整、計

画の場となるタスクフォースの立ち上げと運営を支援

し、同時に保健人材部に対しても同様の支援を行った。

■垂直プログラムからセクターワイドの調整能

力強化へ

保健省予算が極めて限られているため、開発パート

ナーによるプロジェクトの寄せ集めによって保健セク

ター事業を行わざるを得ない状況は、後発開発国に共通

している。ラオスも長年この状況に甘んじてきたため、

保健セクターにおける事業は、取り組む課題も実施地域

も限定され、偏在し、時に重複し、事業の持続発展性が

弱い非効率的 ・効果的な事業展開となっていた。国際医

療協力部が 2代にわたりチーフアドバイザーを派遣した

「ラオス事業調整能力強化 (2006-2010年）」は、この

保健セクター全体の根源的な問題に正面から取り組むた

め、プロジェクト・アプローチからプログラム・アプロ―

チヘの転換を目指し、保健セクター全体の単ー政策枠組

みの設定、調整メカニズムの設置と運営、保健省のオー

ナーシップの促進を 3つの柱とするセクタ ーワイド ・

コーディ ネーションと名付けられた保健セクター改革を

支援した。援助協調に積極的に関わって来なかった日本

が、開発パートナー側における援助協調の中心となった

のは、保健セクターでは初めてのケースである。 2010

年 12月から第2フエーズが行われており、引き続きチー

フアドバイザーを派遣している。

■単ーセクターからマルチセクターヘ、国レベ

ルから地域レベルの調整役ヘ

2005年、鳥インフルエンザ、新型インフルエンザの

パンデミックに対する危機感が急速に高まる中、国連は

鳥・新型インフルエンザ対策を優先課題と位置付け、ま

た、国連システム内のみならず、加盟国、地域内共同体、

民間セクター、 NGOsなど幅広い関係者を調整する必

要性を認識し、国連インフルエンザ調整機関 (UNSIC:

UN System Influenza Coordination)を設置した。国

際医療協力部は、厚生労働省の要請に基づき、 UNSIC

アジア太平洋事務所に同地域調整官を派遣した。烏．

新型インフルエンザ対策におけるアセアン、 APEC、

ASEMなどの地域国家共同体と国連とのネットワーク

構築と維持、アジア太平洋地域の国連機関内 (WHO、

FAO、OIEなど）の連携・協調促進などを所掌業務と

した。

■協調・調整業務とは具体的に何か

協調・調整は、言葉として抽象的であるばかりでなく、

実際に協調促進や調整業務を担当している当人も、具体

的に伺がそのエッセンスであるのか無自覚である場合す

らある。そこで、過去の協調・調整業務のレビューから、

可能な範囲で、協調促進や調整とはどのような行為、働

きかけを伴うものなのか、提示してみたい。

第 1に、オーナーシップとリーダーシップの所在に関

し、協調する多組織、多プレイヤー間での合意を促す作

業が必要である。 ラオスのセクターワイ ド調整ならびに

UNSICによるアジア太平洋各国内での新型インフルエ

ンザ対策関係機関の調整では、当該国の国家計画を調整

の中心に置く ことで、支援の対象となる開発途上国自身

が調整の中心に位置し、オーナーシップとリーダーシッ

プを発揮することが原則であった。そして、このような

途上国自身のオーナーシップとリーダーシップが、効果

的な調整の必須条件であることが、繰り返し確認されて

きた。これは、宮城県東松島市の震災復興支援等、日本

国内も含め、その他の多くの局面であてはまる。外部者

として調整を支援する場合、自らがオーナーシップ、リ ー

ダーシップを発揮するのではなく、あくまで当該途上国

（あるいは府県、市町村など）が、関係各機関の中心に
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いて、オーナーシップ ・リーダーシップを発揮できる体

制が作れるよう、途上国と各関係支援機関に幅広く働き

かけをすることが必要こなる。そのためには、コミュニ

ケーションスキルに加えて、組織構造や決定プロセスの

構築を支援する、いわゆる組織強化スキルが必要となる。

第 2に、自らの所属機関のものも含め、各支援機関

の事業が、それぞれ国家計画との整合性を持ちながら、

互いに重複を避け、整合的に実施されていることを確保

する必要がある。このような整合性の確保を、英語では

alignmentと表現することが多く、「援助効果向上に関

するパリ宣言」の重要な項目になっている。事業計画（内

容）のすり合わせの支援には、幅広い保健の専門知識と、

事業筐理経験、さらに予算部分の整合性も確保する場合

であれば財政管理の経験も有用である。

第 3に、上記の国家計画を軸とした整合性確保に加え、

各プレイヤー間の様々な事業推進形態の違いを、多対多

の関係性の中で、できる限り協調させる必要がある。楽

団に例えれば、複数の音が雑音でなく美しいハーモニー

であるように、互いの動きや仕組みを学び合いながら、

すり合わせができるよう促す必要がある。演奏する楽器

の種類（事業の形態ややり方）は異なっていても、ハー

モニーとなって初めて、それらの異なる個性が総合体と

して効果的になる。これは、上記の例え通りオーケスト

ラの指揮者の働きに似ている。ハーモニーの形成を支援

するには、様々な団体の異なる事業理念、事業計画実施

のスキーム、会計規則等を理解する必要がある。その上

で、どのように可能な範囲で最上のハーモニー形成を促

すか、関係者と粘り強く協議しながら調整していく必要



がある。しかも、第 1の原則である、途上国のオーナー

シップを踏み越えないように、それを実施することが必

要になる。そのためには、幅広い事業モダリティーや組

織手続きの経験、多くの異なる考えや意見を「聞く」力、

外交スキル等が必要である。

■国際医療協力部による援助協調・調整の特徴

国際医療協力部からの派遣者が関わった上述の援助協

調 ・調整は、いずれも開発パートナーではなく当該国主

体のパートナーシップや調整メカニズムの構築を支援し

ている。

調整は手間暇のかかる非常に厄介な仕事であり、エネ

ルギーとパワーを要するため、多くの人はその必要性を

認識しつつも、できれば避けようとする。そのため、調

整を行う人にはある程度のリーダーシップが必要とされ

る。逆に、人々は調整を買って出る人をリーダーシップ

のある人、もしくはそれに近い人であると認める。国際

医療協力部が当事国主体の援助協調と調整を進める理由

がここにある。当事国の保健省が主体となる調整メカニ

ズムやパートナーシップを作り上げることにより、保健

省のリーダーシップと保健事業のオーナーシップが高ま

ることが期待できるからである。また、そのような調整

のための体制を作る過程では、それを支援する側も調整

役を演じることになり、結果的に保健省や他の開発パー

トナーからの信頼も高まる。さらに、当該国自身が調整

を行うことは、調整の有効性から見ても利がある。調整

の必要な場面においては、常に妥協点の模索がせまられ

るが、多くの場合、最終的にはどの開発パートナーも当

該国の決断を尊重することで妥協点を見出すことが多い

からである。

国際医療協力部の援助協調・調整の支援のもう 1つ

の特徴は、調整のテーマにおける技術支援が伴われてい

る点である。本来、協調 ・調整の支援だけなら保健医療

の専門家は必ずしも必要ではない。国際医療協力部が関

わった協調や調整の支援では、タスクフォースの設立な

ど協調や調整に必要な環境整備だけでなく、母子保健や

感染症対策など当該分野の戦略、計画、ガイドライン、

マニュアルなどの作成やそれに関連する研修などを伴っ

ている。上述したように、妥協点の模索においては当該

園の決断が尊重されることが多いため、その国の戦略、

計画、ガイドライン、マニュアルなどがあれば、そこに

妥協点が見出される。このような専門分野のドキュメン

ト作成などを支援できる専門性を持った上で援助協調・

調整の支援ができることが、国際医療協力部の強みと言

えるだろう。

■これからの国際保健医療協力と協調 ・調整

協調は、どのような社会単位においても、複数の人が

関わるところでは常に求められる。それは日本の伝統的

価値観の 1つである'‘和＂に通ずるところがある。また、

無駄を省き効率性を上げるために求められることもあ

る。しかし、今、協調が求められているのは、そのよう

なプロセス重視の理由からだけではなく、個々の努力で

は成し得ない真の成果が問われる中で求められている。

プロジェクトの成功は、保健セクターの中で見ればアウ

トプットでしかなく、真の成果は園家プログラムや国家

保健開発計画が目指しているものである。協調は成果重

視だからこそ、必要とされている。

協調は重要ではあるが厄介なため、総論賛成各論反対

が常の領域である。そのため、協調を進めるには調整が

必要になる。そして、その調整そのものも地昧で厄介な

ものである。しかし、協調と調整は厄介ではあるが、そ

れほどお金はかからない。そして、その価値は非常に高

く、評価されるものである。今後日本がグローバル社会

でリーダー的存在になっていくには、より積極的に協調

と調整に貢献していくことが重要である。
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健康危機と NCGMの対応
................................................................................ 

危機とは、日常業務では対応できない、突然の変化に

よって起こるストレス状態を言い、健康危機とは、自然

災害や紛争、犯罪、事故等により生じる生命、健康の安

全を脅かす事態と考えられる。1979年、カンボジアで

は内戦と食糧危機から 50万人を超える難民が発生し、

日本政府は難民救援医療チームをタイ・カンボジア難民

キャンプに送った。健康危機への対応である。このカン

ボジアにおける健康危機は、 NCGM国際医療協力部発

足にも影響を与えた。その後も国際医療協力部は、国内

外で突発した様々な種類の健康危機に対応してきた。こ

こでは、カンボジア難民医療援助と NCGMが関わった

6つの事例を紹介したい。

6つの健康危機対応事例 ：

・阪神淡路大展災

・邦人保護 在ペルー日本大使公邸人質事件を中心に

・重症急性呼吸器症候群 (SARS)

・紛争やグローバルな健康危機への取り組み：アフガニ

スタン紛争後支援

• 鳥インフルエンザから新型インフルエンザ (H1N 1 )

対策

・東日本大震災における被災地支援活動

一見すると多様な 6件の健康危機対応事例だが、共通

して求められるのは、予測困難な危機状況下での迅速な

意志決定と連続性のある活動である。つまり、瞬発力と

持久力の双方が要求される。いずれの事例でも、国際医

療協力部は速やかに初動の意思決定を行い、現場に入る

とともに、途切れのない活動が展開できるよう実施体制

を迅速に整え対応してきた。また混乱した高いストレス

の状況下で継続的に協働して働くという点も、健康危機

対応に共通している点と言える。そのような状況では、

できるだけ業務を標準化することで、人が代わっても業

務が混乱なく、滞りなく遂行され、現場で働くものの負

担を軽減できる。このような業務の標準化作業は、開発

途上国における保健医療協力の現場では日常的に行われ

ており、その経験は突発的な健康危機対応においても活

かされてきた。そして、標準化された業務は、次の危機

対応のために、危機収拾後の対応行動計画、マニュアル、

ガイドラインの作成へと繋がっている。

健康危機対応の場では、様々な人や組織が集散するの

で、調整役が必要になるのも共通点である。このような

調整役は継続的に現場で活動できる組織が担うのが最適

であるため、 上記のいずれの事例でも、国際医療協力部

は調整役や現地の人材の調整業務の支援を率先して行っ

てきた。

邦人保護以外の 5つの事例のその他の共通点として

は、超早期の緊急救援と、中長期の復興支援の継続性と

バランスをいかに的確に見極め対応するかという点が挙

げられる。国際医療協力部の上述の健康危機対応では、

早期から中長期の復興支援を念頭において活動がなされ

てきた。危機という特殊な状況で、かつ日常から切り離

された場所では、中長期的な視点は持ちづらく、ややも

すると自己満足的な活動で終わってしまうものである

が常日頃行っている開発途上国における開発協力では、

短期的成果とともに常に支援終了後の持続発展性が求め

られているため、健康危機対応においても常に危機収束

後のことを考えて活動しているのである。



0．カンボジア難民医療援助
(」MT-」apanMedical Team) 
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カオイダン難民キャンプ手術室での

下肢切断の手術中

1953年にフランスから独立したカンボジアは、

1970年のクーデターによるノンノル政権以来、国内

の治安は悪化し、ポル ・ポトによる原始共産主義の下、

富裕層、知識人が目鏡をかけているというだけで処刑

され、少なくとも 20万人が「国家の敵」と見なされて

処刑されたと言われていた。 1979年には、カンボジア

国内の先頭と食糧危機から逃れようとした 50万人を超

える難民がタイ国境に辿り着き、タイの国境地域に多

くの難民キャンプが設営された。日本政府はこれらの

難民キャンプに対して積極的な援助を行い、キャンプ

運営のための費用の半分ほどを負担したと言われてい

る。そして、 1979年末に現国際協力機構 (JICA)緒

方理事長が団長の視察団が派遣され、単にお金を出す

のではなく、人的貢献をすべきとして、日本からの正

式の難民救援医療チーム」apanMedical Team(」MT)

が派遣されることとなった。

このタイ ・カンボジア難民キャンプヘの日本の協力は、

1979年 12月から 1982年 12月まで、約 3年継続し、

巳本からは延べ 469名の医療従事者が派遣された。 この

難民医療を経験した人々が、その後の国際医療協力にお

いて中心的な役割を果たすことになる。1982年には、本

難民キャンプに参加したメンバーを中心として現在の緊急

援助隊 (JDR) の前身である」MTDR(」apanMedical 

Team for Disaster Relief)が」ICAに発足し、現在は、

医療だけではなく、他の職種や自衛隊も含めた緊急援助

隊として海外における自然災害において最初に援助をする

組織として活躍している。

カンボジア難民救援医療は、固立病院医療センター（現

国立国際医療研究センター）にとって重要な事件であっ

た。当時、国際医療協力を推進することをセンター内で

協議し、国際医療協力のためのセンターを作る構想が

あった。実際、中国への国際医療協力としてセンターの

幹部らが中日友好病院への派遣が計画されていた。

当時、筆者がまだ研修医として朝から晩まで病院に

寝泊りして働いていた外科の医局会の時のことである。

外科部長、当時の副院長が外科の医局の 20名を越え

るスタッフに対して「カンボジア難民救援医療のため、

外科医を派遣したいが、誰か希望者はいるか」と尋ねた

のである。誰も手を挙げなかったせいでもあるが、私

は思わず「はい、行きたいです」と手を挙げた。これま

では、日本として紛争地域に行くということは全く考

えられておらず、当時の印象では、皆にとっては「現

国際派遣センター長

仲 佐 保

在のイラク」に行くような感覚だったようである。このス

キームは、外務省、厚生省、文部省の三省が協力して行っ

たもので、 3カ月毎に、文部省チームと厚生省チームが

派遣された。それぞれのチームは、 10名ほどの医師と、

20名の看護師、薬剤師、放射線技師、臨床検査技師、

調整員の 30数名で構成され、タイ国境に位置するカオイ

ダン難民キャンプの外科病棟と、国境から 1時間ほどに

あるバンケン難民キャンプでの外来診療を担当した。カ

オイダン難民キャンプでは、国境近くでの内戦で負傷し

た患者の銃創、地雷創などの治療にあたった。また、宿

舎があるサケオにメディカルセンターを建設、重傷者を搬

送しての手術や治療も行った。

国立病院医療センターから最初に派遣されたのは、

」M丁の 4次隊として、医師 3名、看護師 4名であった。

その後、 8次隊として医師 3名、看護師 2名、 12次隊

では若手のレジデント医師を中心に、放射線技師も派

遣された。カンボジア難民救援医療チームの派遣は、

1982年 12月に終了するが、この後 1年間、タイの地

域外科医療の貢献のため外科系医師 8名がそれぞれ 3

カ月間派遣され、サケオ市にあるクラウンプリンス病

院において外科治療を実施した。これに参加した仲佐、

秋山、三好は、 1986年に設立された国際医療協力部の

最初のスタッフとなり、現在も国際医療協力部の中心

スタッフとして働いている。

1991年、保健医療分野、特に母子保健分野の復興の

ために、当センターより保健省アドバイザーが送られ、

1995年には、多くの医療従事者が犠牲となった新生力

ンボジアにおける人材育成を目的とした母子保健プロ

ジェクトが開始された。以降、今日まで母子保健分野の

人材育成への協力を継続している。

ポル ・ポト時代、カンボジアの子どもや若者たちは、

殺されただけではなく、殺人行為に加担させられること

もあり、その役割を演じさせられたことがこの時代を生

きのびた人たちにとって、触れられたくない心の傷口と

なっているとも言える。カンボジアでは、この間に家族

を失わなかった人はいないというぐらい、多くの人が家

族を亡くしている。ポル・ポト体制と約 25年間にわた

る内戦で社会が失ったものはあまりにも大きく、様々な

社会的な亀裂や断絶も極めて深刻である。ポル ・ポト時

代から 30年以上が経ち、それらを知らない若者たちに

は、本来のクメールの微笑みを見ることができる。これ

から本当の復興が始まるのではないだろうか。
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1．阪神淡路大震災 ．
................................................................................. 

1995年 1月 17日の朝、「神戸が燃えている」という

声に起こされてテレビを見ると、あちこちから煙が立ち

上る神戸の映像があった。阪神淡路大震災の被害状況は

それから次々に伝えられたが、確かな情報は得られな

かった。海外の災害に対する医療協力の経験からすぐに

神戸へ災害支援チームを送る必要性が認識されたが、政

府が国立病院の医療チームを派遣することができたのは

25日からであった。国立国際医療センターからは第 2

班として 3月 28日から 31日まで 10名が派遣された。

発災後 1週閻以上が経過し、亜急性期から慢性期にい

たる避難所での診療活動であったが、この時の医療救援

活動で得られた経験はその後の災害支援活動に大きな影

響を与えた。

発災直後の支援活動

阪神淡路大震災直後の救命救急活動に対し、被災地の

医療機関の準備不定や外部からの支援チームの遅れが指

摘され、救援救助活動のあり方について課題が残された。

●被災地までのアクセス

被災地までの移動手段としては新幹線が稼動していた

ので新神戸まで新幹線で入り、避難所までは救急車での

移動となった。交通状況に関する情報が少なく、被災地

にたどり着くまで時間がかかった。さらにその後の移動

についても交通情報が充分でなく、運転する者が被災地

の地理を知らないために困難を伴った。

●現地対策本部

派遣された長田区では、保健所が地域の対策本部とし

て支援チームの配備や被災地からの要請などを調整し、

地域全体の医療活動のまとめを効果的に行っていた。し

かし、対策本部に連絡無く独自判断で避難所での活動を

行う｛固人や団体もあり、支援に入る側のルール作りが必

要となった。

避難所での診療

●活動拠点の決定

第 1班が指定された活動拠点に入った時には、既に活

動している医療班があり重複したため調整が必要であっ

たが、第 2班からは問題は生じなかった。しかしながら

国立病院の医療班とは言っても、班ごとに派遣元の病院

が異なっていたために、活動方針の徹底が必要であった。

●医療コーディネーターとしての活動

厚生労働省が国立病院からいくつかの避難所へ医療支

援班を派遣しており、被災地近辺の国立病院に活動支援

の統括本部が置かれた。被災地の災害対策本部と厚生労

働省の支援本部の調整が必要であった。被災地の診療活

動の調整は支援チーム内の医師が地域災害対策本部と行

うこととし、活動に必要な物質調達に関しては事務官が

国立病院統括本部を通じて行うこととした。

医薬品・機材の準備

ほとんどの医療機関は、

大災害発生時の被災地の

医療機関としての活動あ

るいは被災地に支援に入

る医療支援活動のための

医薬吊 ・機材を準備して

いなかった。各班が持参 現地に持ち込まれた医薬品 ・機材

する医薬品に統一性は無く、結局活動時に不足する物の

補充を依頼することとなった。これは必要な所に必要な

医薬品 ・機材の情報が共有されておらず、一方では余っ

てしまうという現象も起きていた。

阪神淡路大震災の後、被災地で野外用支援活動が検

証され災害時の医療に関して「21世紀の災害医療体制」

や「災害医療ガイドブック」などが出版された。また、

国内で大災害が起こった場合には、自衛隊派遣や国際協

カ事業団が持つ海外の災害時に対する備蓄機材の活用、

近隣地域の連帯協定締結など利用できる資源の迅速な活

用について提言がなされた。さらに医療機関の整備とし

て、地域の災害拠点病院の指定、地域防災情報システム

の改善が勧められ、各病院に対しては防災マニュアルの

策定が求められた。さらに、阪神淡路大災害直後に救

命救急活動ができていれば500人近くの命を救うこと

ができた可能性があったとの報告から、 2001年に国内

の災害派遣医療チーム (DisasterMedical Assistant 

Team: DMAT)整備についての検討がなされ、 2005

年に正式に設立されることになった。

（金川修造）



2．邦人保護

在ペルー日本大使公邸人質事件を中心に
................................................................................. 

国際医療協力部では、日本政府からの要請受け、邦人

が巻き込まれた以下の 3つの事件における健康危機対応

を行っている。

在ペルー日本大使公邸占拠事件

(1996年 12月 17日～ 1997年 4月22日）

●インドネシア森林火災 (1998年 5月）

●キルギス日本人誘拐事件

(1999年 8月 23日～ 10月25日）

ここでは、在ペルー日本大使公邸占拠事件に対する

NCGMの健康危機対応を述べる。

■概要

1996年 12月 17日 20時 30分頃（現地時刻）、

トゥパク・アマル革命運動 (MRTA:Movimiento 

Revolucionario Tupac Amaru) の一団が隣家との塀

を爆破して、天皇誕生日祝賀レセプションを開催してい

た在ペル一日本大使公邸を急襲し、約 700名の多国籍

の招待客 ・大使館員を人質に同公邸を占拠する事件が発

生した。事件発生より 127日が経過した 1997年 4月

22日、ペル一軍特別部隊の救出作戦により、 3名の尊

い犠牲者が生じたものの、日本人の人質全員を含む 71

名のが 4カ月ぶりに救出された。

この事件は、人質の数が多く、また拘束された期間も

長いという点で極めて異例な事件であった。このため、

人質及びその家族の方々や、救援者の健康管理を含め、

物質的・精神的な支援が重要な課題となった。さらに特

異的であったのは、武装集団や国家間での交渉が行われ

る中での活動という点である。保健医療のニーズは、事

件の経過に伴い、時々刻々と変化し、チームに求められ

る機能も異なって来る。また長期にわたる事件であった

にも関わらず、事件の性質上、引き継ぎにも制限、限界

があり、国立国際医療センター国際医療協力部が中心と

なって対応した。現地対策本部での任務は、各自が何ら

かの役割の責任者となり、一旦ことが生じた場合に限ら

れた人的資源で対応することであり、通常の保健医療活

動とは大いに異なった。

■事件の経過と現地対策本部医療班の活動

►事件発生後 1~2週間

事件当夜の高齢者と女性の解放と、 1996年 12月 22

日の 225名の大量解放は、いわゆる人為災害の緊急期

における初期解放であり、その後の 10日間に解放され

た29名は、発病が理由の人も含まれるが、災害の急性

期における平和的一般解放といえる。

日本大使公邸を取り囲む地元誉察
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現地対策本部の体制がまだ不十分な中、警察病院チー

ムが現地入りし、ペルー側救援体制について初期調査な

どを行ったが、現地の家族や関係者および日本国内の家

族、関係者とは直接交流するまでにはいたらなかった。

事件発生後 5日目には厚生省医療班が到恙し、とりあえ

ずの保健医療対策の陣容は整えられ、人質及び家族、関

係者の保健医療問題の概要を含め、いわゆる災害救援の

迅速評価 (Rapidassessment) に追われた時期であっ

た。具体的には、ライフライン確保を含め、公邸内の日

常の衛生、健康管理状況の把握と、暴発や不測の事態な

ど緊急時のペルー側救援体制への関与のあり方及び家

族 • 関係者との信頼関係の確立である 。

医療班は、最初にペルー側救援体制と関連医療施設の

調査及び人質や家族 ・関係者らの閤題とそのニーズの把

握に努めた。まず、各種災害時に発動される国家防災庁

を中心とする救援システムに基づき、 24時閻体制のト

リアージチームの編成と、緊急事態に際しての警察病院、

陸軍病院をはじめとする 19の病院による受け入れ態勢

などが形成された。公邸内の状況は、 12月23日の赤

十字国際委員会 (ICRC)医師との面談から、 ICRCの複

数医師により行われていることも判明した。しかしなが

ら、公邸内の状況は充分把握し得ないこともあり、被災

初期の反応としての、家族ら人質関係者の憤り、 驚き、

悲しみが表出された。

►事件発生後 2~3週間

ペルー側救援体制の確認、 ICRC医師との面談等の初

期調査結果や、食糧、飲料水及び着替え、生活衛生用吊

などの搬入体制が整えられたことにより、人質の生命維

持という基本的必要性は満たされた。一方では、ペルー

政府が人質の健康管理における ICRCの役割に疑義をは

さむ形で、同国及び日本国医師の公邸内診療を推進し始

めたこともあり、保健医療問題が事件解決のための交渉

要因の 1つとなる局面が生じた時期でもある。

このような中、医療班は以下の 3つの活動を実施した。

1つは保健医療の対象者を、公邸内（人質）と、公邸外（家

族•関係者）とに明確化し、それぞれの生活環境の改善

を検言寸したことである 。 2 つめは、家族 • 関係者への働

きかけとして、企業グループ毎の健康相談を開始した。

3つ目は、事件解決時の数種類のシナリオに合わせた対

応の検討である。

►事件発生後 2カ月～ 4カ月

長期化に伴い、保健医療面の重要な問題は、メンタル

ヘルス、人質のストレスに移行した。公邸内（人質）に

対しては、公邸内がいわば生活の場となったことで、居

住環境衛生、および日本政府が搬入している日本食につ

いての栄養評価を実施、継続的に家族、友人からの手紙

が届くよう配慮した。 家族 • 関係者に対しては定例説明

会で解説を行うとともに、家族との悟別面談を実施し、

これらのニーズに対応するために精神面での専門家派遣

を決定した。また、 ICRCを含む様々な交渉の末、医療

における緊急時の際に日本人医師の入邸が了承されたこ

とを受け、以後、現地に派遣される医師は、緊急時の公

邸内診療が任務に加わった。

一方、事件の方は平和的解放に向けてぎりぎりの努

力が続けられてはいるものの、事態が硬直化していく

中、 上記した精神面でのケアとともに、様々な事件解決

派遣された医療班の対策本部



を想定した対応の検討、演習を含めた準備がなされた。

なお、「援助者の健康管理」ということも必要になった。

現地対策本部には 1カ月前後の交替で、各省庁から派遣

された総勢 50名ほどが常時勤務していたが、気候の変

化、昼夜を問わない不規則な勤務、しばしば訪れる緊張

などのいわゆる心身のストレス等がみられ、それらの相

談、診療にも連日24時間体制で対応した（但し、ペルー

国内では外国人の診療は認められていないため、すべて

の診療は健康相談とし、カルテも健康相談記録として対

応） 。

►強行突入による解放

4月 22日 15時 24分（現地時間）、モニター画面で

噴煙が上がっているのを目撃。最悪の解放シナリオが始

まった。医療班の 1名は、東京に 「強行突入です。応援

部隊の派遣をお願いします」と言って一方的に電話を切

り、あとは現場との無線連絡にかかりつきりであった。

道路閉鎖のため動きが取れない状況ではあったが、歩道

や対向車線を走り、陸軍病院へ急行したスタッフは次々

に運ばれて来る血だらけの人質と特殊部隊の兵士の中か

ら邦人を 1人ずつ確認し、 16時 20分に陸軍病院から

日本人人質到着の第一報が入った。その後次々に日本人

の方々が救急車で到着し、大腿部に銃創を受けられた方

（日系人）以外は軽症で、そのほとんどは骨折や擦過傷

など脱出時の傷だった。17時 13分、モニターで全員

の安否が確認された。亡くなったのは人質だったペルー

人 1名と、特殊部隊員 2名、テロリスト全員であった。

►事件終結後

4月 22日の解放直後、陸軍病院及び警察病院では解

放者の全身状態、外傷の重傷度、 X線や治療内容などを

確認し、大使館でも解放者の受傷程度や全身状態の確認、

創部の消毒 ・包帯交換、抗生物質の処方を実施した。そ

の後の数日間は、これらの対応とともにすべての日本人

解放者と今後のフォローアップ体制（かかりつけ医の有

無、帰国予定など）を確認し、消毒、抗生物質の内服、

破傷風トキソイドの必要性などについても説明、メンタ

ルヘルス説明会も実施した。また、健康相談記録は解放

された人質全員に送付し、業務は終了した。

■まとめ

解放後の PTSDなどを想定すれば、事件解決が医学

的問題の解決とイコールとは言えない。さらに事件には

政治的要素があること、プレス対応や企業方針など、家

族や関係者が抱える問題やニーズは、必ずしも真の保健

医療の問題を反映しているわけではないことなど、通常

の保健医療活動とは異なる配慮を必要としたことを指摘

したい。

予測困難、緊急時という中であっても、全体像を掴む

という事件発生当初の迅速評価は、その後の医療班とし

ての活動である「現地医療機関や ICRCとの協力関係の

構築」、及び 「保健医療ニーズ（人質、その家族と関係者、

救援者）への対応」が円滑に行われた鍵と言える。事件

ということで特異的な側面があったことは事実ではある

が、事件解決時の数種類のシナ リオに合わせた対応を検

討、演習、確認することは、その後災害マニュアルの作

成など活用されている。

（堀越洋一）

現場で待機する救急車

035■, 



- 036 

NCGH 

3．重症急性呼眼器症候群 (SARS)
................................................................................. 

2002年 11月に中国広束省で発生した重症急性呼吸

器症候群 (SARS)は、香港を経てベトナム、中国、台湾、

カナダなど多くの国々に拡散し、大流行を起こした。患

者を収容した病院では院内感染が相次いで発生し、医療

従事者らが多数罹患した。抗生物質が無効のため重症肺

炎に移行する率が高く 、人々を恐怖に陥れた。流行の初

期には対応の遅れが目立ったが、その後強力な対策を実

施した結果次第に鎮静化し、 2003年7月4日に WHO

により終息宣言が発行された。この大流行では、 32カ

国で 8,439人の患者が発生し、 812人が死亡した。

ベトナムにおける SARS流行と NCGMの貢献

ベトナムでは、 2003年 2月 26日に第一例が発生し

てから収容された病院で院内感染が相次いで起こり、

63人が発症した。その後、保健省はバックマイ病院を

唯一のSARS診療病院として指定し、すべての SARS患

者を収容して徹底した隔離策、院内感染対策、呼販管理

を実施した。

3月 16日～ 4月 1日、日本政府より緊急援助隊が派

遣され (NCGM医師 3名）、 SARS対策に協力した。緊

急援助隊は、院内感染対策の指導を重点的に行い、感染

防護具や人工呼吸器などを供与した。また、 WHOと合

同で院内感染対策緊急セミナーを開催し、 SARSをター

ゲットとした感染対策マニュアルの原案を作成した。

バックマイ病院では新たな院内感染や死者は 1例も発生

せず、ベトナムの SARSは次第に鎮静化し、 4月 28日

に世界で初めて制圧が宣言された。

隔離病棟における SARS患者の治療

（ベトナム ・バックマイ病院）

■中国における SAR$流行と NCGMの貢献

ベトナムで制圧された後も、 SARSはアジア諸国をは

じめ世界各地に拡大しつつあった。中国では広束省から

各地に拡大し、最終的に 5,327人の患者が発生した。

2003年 4月 10-16日、日本政府から広束省に医師

団 (NCGM医師 2名）が派遣され、在留邦人の不安解

消に寄与することを目的、 SARSにターゲットを置いた

健康管理を実施した。5月 11-17日には北京市に緊急

援助隊 (NCGM医師 2名）が派遣され、中日友好病院

病院スタッフを対象とした院内感染対策研修（ベトナム ・バックマイ病院）



を基点として対策に協力した。院内感染対策の技術指導、

感染防護具や簡易人口呼暖器の供与と使用法の指導、院

内感染対策管理システムに関する助言が主な内容であ

り、同病院を SARS診療のモデルとすべく協力した。北

京市の流行は激烈で、 2,550名の患者が発生したが、中

国政府主導の強力な対策が奏功し、 6月 24日に北京市

は感染地域指定の解除を受けた。

緊急事態における SARS対策を経験して

当時、 SARSは突然発現した正体不明で診断法や治療

法も確立していない、恐怖の感染症であった。緊急援助

隊が流行地で活動した時期は SARSが猛威を振るってい

た時期であったため、自身が感染する可能性も高く、感

染防護に細心の注意を払いつつ、現地の病院スタッフら

とともに流行の渦中で対策を実施した。特に、 SARS制

圧の中心になったバックマイ病院では、国立国際医療研

究センターが主体となった」ICA技術協カプロジェクト

が、 SARS発生以前の 2000年から実施されており、院

内感染対策に関する指導を活動の 1つとして実施してい

た。プロジェクトでは、同病院スタッフを対象に、標準

予防策や消毒法の強化、対策システムの整備、マニュア

ル作成、意識の改善などに既に取り組んでいた。緊急援

助隊は、技術協カプロジェクトを通して構築された信頼

関係と育成した院内感染対策の基盤の上で活動を行うこ

とができ、そのことが突然発生した SARSに対して作業

がスムーズに進捗した一つの要因と思われる。

SARS終息宣言後、散発的な発生があったが、 2004

年 4月以降発生はなく、全世界を震撼させた大流行も次

第に忘れ去られつつある。しかし、 SARSを通して院内

感染対策の重要性を再認識することができ、また、国境

を越えて外国の医師らと迅速、効果的に対策を実行する

ためには信頼関係が極めて重要であることを実感した。

今後、 SARSに限らず様々な感染症が流行する可能性が

あるが、事前に医療従事者の訓練を行い、院内感染対策

の基本を充実させるとともにシステムを構築しておくこ

とが大切であり、それにより SARSのような新興感染症

発生に対しても速やかな対応が可能になる。

（小原博）

* 2003年 12月、 SARS対策に貢献した実績が称えられ、 NCGMから派

遣された医師 5名に対し人事院総裁賞が授与され、天皇皇后両陛下の拝

謁を賜った。

機材とともに派遣される専門家

NCGM医師による SARSに対する感染防御指導（中国 ・中日友好病院）
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4．紛争やグローバルな健康危機への取り組み：

アフガニスタン紛争後支援
................................................................................ 

紛争は国際関係における危機であり、健康にも、特に

開発途上国においては甚大な影響を及ぼす。NCGMが

紛争後の国の保健システム再建に初めにかかわったの

は、 1990年代のカンボジアであった。その後、 2001

年に勃発した 911テロに端を発したアフガニスタン戦

争に伴う保健システムの崩壊に対応し、現在でも内戦状

態にあるコンゴ民主共和国の保健省を支援している。こ

こでは、紛争後国家の保健システム再建支援の事例とし

て、 アフガニスタン母子保健支援を紹介する。

紛争後アフガニスタンの母子保健支援

2001年のアフガニスタン戦争によるタリバン政権崩

壊後、保健医療分野における日本のアフガニスタン復興

支援は、 2002年 8月より 4つの柱（保健省の機能強化、

女性の健康、子どもの健康、結核を中心とした感染症対

策）を中心に始まった。女性の健康分野は 2003年 4月

から短期派還が繰り返され、その後、より長期の支援が

要請された。2004年には女性の健康に関わるリプロダ

クティブヘルス局が保健省内に設置され、「当部署を中

心に保健省中央と地方保健局の行政官育成と組織強化を

支援しながら、国と して目指す保健システムを明確にし、

それに必要な人材育成を目指す」、「マラライ病院は研修

実施体制作りと研修実施施設としての自立性を目指す」、

という概要の 5年間のプロジェクトが開始された。

プロジェクト 1年目、 2年目前半は、省内組織改編が

進まない中で実施施設であるマラライ女性病院を中心に

活動が進められた。人材育成の拠点病院に必要な病院管

理強化、研修センター開所と研修部設立、院内教育を通

じた人材育成が開始、教えられる人材の発掘と確保を目

指した。

プロジェクト 3

年目からは、公衆

衛生省リプロダク

ティブヘルス局の

人材配置が進み、

組織作りとリプロ

ダクティプヘルス

国家プログラムの 議論しながら母子保健の課題に取り組む

確立を支援する中

で、プログラムマネージャーとしての中央州の行政官育

成を固った。マラライ病院では、研修部による院外の保

健人材の卒後継続教育（継続ケア研修）実施支援へと発

展していった。多くの研修が実際のサービス提供につな

がらない中で、カブール市をモデル地域として、「継続

ケア研修後のフォローアップ巡回指導体制作り」、「研修

後のサービス提供につなげるための地域と施設をつなく‘

レファラルシステム強化」の活動が始まり、 これを通じ

て行政官とサービス提供者双方の人材育成が続けられ

た。またリプロダクティブヘルス担当行政官に関しては、

州から中央への報告システム、四半期会議の開始、 中央

リプロダクティブヘルス担当官による州レベルヘの巡回

指導が開始された。

難民キャンプ（アフガニスタン）



現地の医療施設でのミーティング

アフガニスタ ンでは 3大ドナー（世界銀行、アメリカ

外務省、ヨーロッパ共同体）の資金により、 NGOsへ

の業務委託を通じた基礎保健サービス提供が全国展開さ

れていたが、カブール市内施設はドナーの合意が得られ

ないため NGO支援が継続されず、公衆衛生省直轄と

なった。乏しい国家予算の中で、「薬がない、患者が来

ない、職員が来ない」保健医療施設で基礎保健サービス

が提供できるための保健システム強化がプロジェクト活

動の前提となる。そのため、プロジェクト 2年目後半に

は、省内に関連ドナーも含めたタスクフォースを結成し、

その事務局の役割を果たしながら、公衆衛生省を支援し、

市内施設整備計画作りと実施を進めていった。三次医療

施設への患者集中を防ぐために、二次医療施設（郡病院）

の新設と 24時間サービスを提供する一次医療施設の設

置が省内閣議で決定され、施設基準作りと人材確保を行

い、プロジェクト 3年目の終りには市内の 2つの郡病

院で 24時間サービスが開始されるようになった。

プロジェクト 4年目終了 (2008年8月）にリーダー

交代の予定だったが、治安上の理由により厚生労働省か

らの専門家派遣見送りが決定され、プロジェクト 5年目

(2009年9月以降）の活動は NCGM以外の専門家と現

地スタッフにより継続された。

上記の活動は、爆弾テロが散発する劣悪な環境の中で

の実施が強いられたため、国内では、事業主体である

JICAと連絡調整をしながら、派遣専門家が万一、テロ

や戦乱に巻き込まれ、負傷した場合に備え、マニュアル

と標準手順を整備すると同時に、報道清報のスクリーニ

ングとラインリスティングにより、危機事象の種類、程

度、場所のモニタリングを行った。

（村上仁）
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5．鳥インフルエンザから新型インフルエンザ (H1N1)対策
................................................................................ 

1997年に香港で初の H5N1鳥インフルエンザのヒト

感染者が報告された後、 2003年以降に束南アジアのベ

トナムとインドネシアを中心に家禽の大量死事象が多く

発生し、ヒト症例が散発的に発生するようになった。散

発的とはいえ、インドネシアではヒト症例が2006年に

世界で最も多い 50例以上が発症しており、ヒトーヒト

間の効率的な感染能力を持ち、なお且つ一定の重症度を

保った極めて危険なヒトの新型インフルエンザ株が発生

するリスクが懸念された。そのため、インドネシア政府

の要請により、南スラウェシ州全県を対象地域としてイ

ンドネシアの鳥インフルエンザ・サーベイランスシステ

ムを強化することを目的に、 2008（平成 20)年 10月

から 3年間、 JIC A鳥インフルエンザ・サーベイラ

ンスシステム強化プロジェクトが実施され、 NCGMか

らチーフアドバイザーが派遣された。プロジェクトの目

的は、 1.地域重要感染症サーベイランスシステムを通

じた鳥インフルエンザの検知・報告・記録体制の強化（医

療施設から県 ・州保健局、保健省へ）、2.コミュニティ

からの鳥インフルエンザの早期報告システムの開発、 3.

早期対応チームのアウ トブレイク調査能力強化、 4. 検

体の採取・移送および検査結果管理の改善、 5.中央レ

ベル、州および各凛の連携強化等の活動を通じて、南ス

ラウェシ州において鳥インフルエンザのヒト症例サーベ

イランスシステムを強化するという 5点であった。

プロジェクトは 2011年 10月に終了した。成果とし

て、南スラウェシ州では、家禽の大量死やその周囲での

ヒトのインフルエンザ様疾患症例の発生のみならず、そ

の他の発熱性疾患や下痢の集団発生等の感染症アウトブ

レイクが、主に県レベルのサーベイランス（疾病監視）

担当官により検知 ・報告され、携帯電話を活用しだ清報

システムにより州と国に同時に通知されるシステムが強

化された。医療システムからの症例報告も強化されつつ

ある。必要な場合には、早期対応チームが調査を行い、

必要な対応が取られるようになった。

■H 1 N 1新型インフルエンザヘの対応

2007年頃より、

カンボジアやアフガ

ニスタンでの保健医

療の復興支援の経

験や SARSの経験か

ら、 NCGM国際医

感染防護服の装着確認

療協力部では危機管理への意識が高まっており、高病原

性新型インフルエンザの世界大流行に備え情報収集を行

い、卓上シミュレーションなどの検討が行われていた。

その中で 2009年 4月末にメキシコからの新型インフ

ルエンザ発症のニュースが報道された。

部の危機管理担当者

は、直ちに TVニュー

スやインターネットで

関連情報検索を開始し、

翌日の朝には NCGM

幹部と協議し、部の緊

急連絡網で職員に連絡

して、 24時間体制の対

策本部を設置した。病

院部門においては、発

熱外来の設置や患者の
成田空港検疫所での活動

受け入れ、院内感染対策を実施したのみならず、国際医

療協力部（当時局）が、国立病院療養所や自衛隊ととも

に、成田空港検疫所ならびに停留施設に人材を派遣し、

継続的に同じ施設から派遣することが難しい国立病院機

構の方々とともに、引き継ぎが円滑に行われるよう常時

職員を派遣する体制をつくり、急性期の空港検疫の膨大

な業務量を支えた。また、厚生労働省の対策会議には、

NCGMを代表し国際医療協力部が参加した。 この経験

は、健康危機対応の重要な学びの機会となった。

2009年 7月より、タイ、バンコク市内にある

UNSIC （国連インフルエンザ調整機関） アジア太平洋事

務所に、地域調整官として職員を派遣した。主な所掌業

務は、 1) アジア太平洋地域で鳥、新型インフルエンザ

対策に携わっている、主に地域国家共同体（例：アセアン、

APEC、ASEM)とのネットワークを構築、維持すること、

2)地域の状況を分析し、各国の国連代表部（国連国チー

ム）に対する支援を実施、補佐すること、 3) アジア太

平洋地域の国連機関の地域事務局間の連携を深める活動

を実施すること、 4)インフルエンザに関わる国連包括

活動計画の改訂をリードすることなどであった。具体的

なH1N1新型インフルエンザ対応行動としては、後発

開発途上国への支援パッケージの取りまとめ、特にワク

チン送付のアレンジを補佐し、各国の国連代表部と連携

して、国家インフルエンザ対応行動計画の整備を、多セ

クター間で協調的に進められるよう、調整を行った。

（村上仁／馬場洋子）



6.東日本大震災における被災地支援活動
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2011年 3月 11日午後 2時 46分、国立国際医療研

究センター (NCGM) が大きく揺れた。その振動は、

それまで海外業務を主としていた国際医療協力部を、国

内における支援活動に向かわせた。直ちにセンター災害

対策本部が立ち上げられ、発災 6時間後には NCGMか

ら第 1次隊の DMAT (Disaster Medical Assistance 

Team:災害派遣医療チーム）が東北に向け出発し、宮

城県仙台市内でのトリアージ活動と気仙沼市立病院で

の情報収集を行った。第 2次隊 DMATは、仙台医療セ

ンター ERでの診療や域内・域外搬送支援を自衛隊など

DMATによる医療支援

と協力して行

い、宮城嗅東

松島市松島町

での情報収集

も行った。第

3次隊は宮城

県庁で県レベ

ルの保健医療

状況を把握し

た後、東松島市保健福祉部矢本保健相談センターを支援

活動場所として選択した。第 4次隊以降は束松島市の避

難所巡回診療と保健師支援を 6月 30日まで行い、延べ

48隊、 239名が派遣された。避難所が閉鎖した 7月以

降は、東松島市と協定を結び、保健衛生分野の復興支援

活動を国際医療協力部が継続している。

全国から派迂された医療チームによる全体ミーティング

束松島市は、人口約 4万 3千人 (1万 5千世帯）、地

震による浸水は市街地の 65%（全国の被災市町村中最

大）で、人的被害は死者 1002人、行方不明者 61人、

発災 7日目で最大避難者数 1万5千人（避難所 86カ所）、

家屋被害全壊 5,463戸、大規模半壊及び半壊を含める

と住家被害は 1万世帯を超えた。

これらの被害に対して、 NCGMはセンター病院と園

際医療協力部の医師、薬剤師、看護師、臨床心理士、事

務職で構成されるチームを束松島市に派遣し、避難所の

巡回診療、在宅住民の健康支援調査、仮設住宅居住者の

健康支援などを実施した。 これらは NCGMが独自に行

うのではなく、東松島市保健福祉部の保健師を中心にし

被災地での診療活動
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服薬の説明

て、現場のニーズや優先度に沿った形で行われた。避難

所巡回診療は、センター病院のスタッフが診療を担当し、

部の看護師は巡廻診療班のコーディネーターとして避難

所環境のアセスメントや避難所リーダーとの調整を行っ

た。在宅住民の健康支援調査は、浸水地域の約 7,800

世帯を対象にした戸別訪問調査で、他県から派遣された

保健師と協力して行われた。収集したデータは地区ごと

に評価され、その後の在宅者支援事業に活用された。ま

た、必要に応じて巡回診療チームの医師や看護師による

訪問診療や市保健師による保健指導が行われた。国際医

療協力部は研究所と協力して、調査デザイン、質問票作

成、データ管理 ・分析を担当した。

今回のような大震災では、最初の 1カ月間は、全国

から多くの支援者が集まるため、現場は大変混乱してお

り、優先度を決めて物事を進めることが困難で

あった。そこに医療支援を目的としたチームが

続々と入り避難所を巡回しようとするため、こ

れら外部リソースのマネジメントが受け入れ側

にとっては大変負担となっていた。そのような

中、現場の本当のニーズと優先度に対応するた

めには、直接住民の健康を守る保健師たちと外

から来た救護チームをつなぐ調整 ・相談役が必

要となり、 NCGM派遣チームの中で国際医療

協力部のスタッフがその役割を担った。具体的

に調整とは、医療チームが各避難所を回る週間

予定表の作成、避難所における感染症発症時の

対応、救急搬送の必要なケースの手配、毎日の

避難所データの管理、市保健師の支援などであっ

た。また、東松島市は、災害拠点病院である石

巻赤十字病院

を中心とする

石巻圏合同救

護チームが設

定したエリア

制の中で、第

8エリアに相当

し た た め 同
<.... <....、 _--二`

エリアで活動 戸別訪問による健康支援調査

する救護チームの代表として、毎日行われる石巻圏合同

救護チーム本部の定例会に参加した。避難所が閉鎖され

た震災後 4カ月以降は、仮設住宅の健康支援へ移り、 1固

人の健康に着目した医療サービスという視点から、集合

体としての仮設住宅居住者の健康という公衆衛生により

避難所での診療



重心を移した支援が必要になってきた。そのため、これ

までのデータを集積し、分析するという支援も国際医療

協力部は行うようになった。

今回の支援を通じて、市町村レベルの災害時の様々な

対応を経験した。それは国際医療協力部のスタッフが実

際に海外で経験している内容と似ている点があった。発

災当初の断水、停電、電話の不通など環境面だけでなく、

大きな被害を受けた状況から徐々に復興する過程を現場

の当事者のそばにいて必要に応じた調整することなどあ

る。束松島市における国際医療協力部の活動は、海外で

も行う方法がとられた。まず、支援をする場でどのよう

なプレーヤーが、何を行っているのかを分析し、その中

で NCGMは何ができるのかを考え、相手側（今回は、

市の保健福祉部の保健師）と話し合った。この際、保健

医療サービスの受け手側（巡回診療の場合は避難所の

人々）からも話を聞いた。避難所の人々は一日中避難所

にいるわけではなく、動くことができる人は家族の安否

確認や被災した家の整理などに追われていた。 NCGM
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・-:;..-鳳→--→．
•9 4・',- ，． 
ぷ’ぺぺ．． ． 心~~;.r]~/.sぶ

0；~ふ匹吟丈
,.`• , 写，ぐ 合^、 ・1.‘中戸

、/．．1

ャ・ • 9 -、桑・→ 

?. • --• ・ •と．．・9,' }g •. g貨
i.ら1:・淀.._.:.".屯 .:＃や・士が、-•

3,9豆込，"; ● 

. ̀< •た・鴫り ， ．f 

』→し；．．｀・ ' 9 9 

．』ヽ
．・ 、

. - 編」'

名~·~-、 9 .、
―̀. 

が巡回診療を行うこ

とを知ると、是非診

察を受けたいから事

前に診療の日時を知

らせて欲しいとの要

望があがった。その

意向に沿うため、東

松島市で避難所巡回診療を行っている救護チーム（陸上

自衛隊、海上自衛隊、国立病院機構、 熊本赤十字病院、

NCGM)は、市保健師を通じて巡回診療予定を事前に

避難所へ伝えるようになった。その結果、より多くの避

難所の人々が巡回診療を受けることができるようになっ

た。

災害時には、 OMATのような医療活動を主体とした

活動のみならず、保健行政や公衆衛生の経験のあるチー

ムが、急性期の調整や復興期のアドバイスなどを行って

いくべきであると、今回の経験を通じて痛感した。国際

医療協力部は、その試みの一端を束松島市で実践できた

のではないだろうか。主体者の自立的な発展に貢献する

ことを前提とした国際保健医療協力は、海外のみならず、

緊急時には国内においてもその知識、技術、経験が活用

されるべきであり、その点を引き続き実践し、発信して

いくことが国際医療協力部には求められている。

（杉浦康夫）

現場の保健師と話し合う

泥だらけで奔走した救急車
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海外からのメッセージ
...........................................................................................' 

I カンボジア I 
加mCambodia 

I was very saddened to hear of the tragedy in 

Japan during the Earthquake. I hope you, your 

family, friends and colleagues are safe and well. 

You and all my friends are welcome in Cambodia. 

Let me praise Buddha give good wishes for you 

my others friends and all Japanese. Thank you. 

With best wishes, 

Dr Sotha 

ソタ医師ょり

今回日本で起こった地震による悲しい知らせを聞い

て、 非常に残念に思いました。カンボジアは皆さんをい

つでも温かくお迎えします。日本の皆さんにブッダのご

加護がありますように。

I セネガル I 

加mSenegal 

Je suis avec douleur et tristesse !es evenements 

malheureux survenus dans votre pays. Toute 

ma compassion a l'endroit du peuple japonais en 

general, et aux families des victimes en particulier. 

セネガル国保健予防省人材局

アリュー・ジョップ氏より

MSP / DRH Senegal 

Aliou Diop 

日本で発生した突然の災害に、苦しみと悲しみを覚え

ております。被災された方々をはじめ、日本国民に対し、

お悔やみ申し上げます。



........................................................................................... 

----- ----- - ------ - ---------

ーー ラオス l 
_f,-om Laos 

I really feel sad and would like to express my 

sorrow and concerns to you and all Japanese 

about the catastrophe (natural disaster) which 

unfortunately happened in your country and I am 

always beside you and all Japanese to overcome 

these difficulties. 

Best regards, 

Dr. Khamseng 

ラオス保健省

カムセン医師ょり

この度日本の皆さんを製った大災害を思うと、本当に

胸が締め付けられる思いです。私はいつもあなたと日本

の皆さんと一緒います。 一緒にこの困難を乗り越えてい

きま しょう。

1 ベナン I 
し什omBenin 

Soyons solidaires avec le peuple japonais et 

prions que le genie japonais trouve solutions aux 

differents problemes Crees et pour prevenir 

d'autres eventualites. 

HOMEL病院

HOMEL 

Vodounon A. Joseph 

ブドゥノン・ジョゼフ氏ょ り

日本の皆さんと心はひとつです。日本の皆さんなら、

自らの才能で、さまざまな問題やこれから起こりうる新

たな困難に対する解決策をきっと見出していけると祈っ

ています。

I ホンジュラス J 
fi-mn Honduras 

You are always in our minds and hearts, we know 

that probably Honduras has very little to offer; 

but there is an offer from us. We want to offer 

our homes, if you consider it necessary, for each 

one of you and families. Also we are gathering 

volunteer donations from Olanchanos to send to 

Japan, through the JICA Office in Honduras. You 

are not alone, you have planted love seeds in our 

country and it is time to show the product of that 

seeds. 

On behalf of all the people of 

Olancho United to Help JAPAN 

オランチョ県 「日本を助ける会」より

皆さんはいつも私たちの心の中にいます。ホンジュラ

スの国ができることはわずかですが、必要があれば住

む家を提供します。また、オランチョ県で寄付を募り、

」ICAホンジュラスオフィスを通じて送ります。皆さん

は 1人ではありません。皆さんは私たちの国に愛の種を

蒔いてきました。今、その種からできた実を皆さんにお

返しする時です。

？ 
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1 第 4章 I

これからの

国際保健医療協力の展望

l．今後 10-20年の世界の展望とグローバル ・ヘルス

2.これからの国際保健医療協力への提言

我が国の国際保健医療協力に関する提言書

参考：国際医療協力部創立 25周年記念シンポジウム
第 3部公開討論 「これからの国際保健医療協力の展望」発言録
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これからの国際保健医療協力の展望
................................................................................ 

第 2章と第 3章では、国際医療協力部の過去およ

び現在の取り組みを振り返ってきたが、第 4章では

将来に目を向けてみたい。

この 4半世紀の間、冷戦が終わり、ヒト、モノ‘

カネの行き来はよりダイナミ ックになり、情報技

術の急速な進歩と相まって、世界は相互依存性を

強めたグローバル社会へと変化してきた。国際保

健医療協力の分野では、 2000年の国連総会で掲げ

られたミレニアム開発目標達成に向け、様々なグ

ローバル・パー トナーシップが立ち上げられ、そ

れまで国際保健とは縁遠かった民間部門との連携

や高いレベルでの政治的コミッ トメントなど、取

り巻く環境は大きく変化してきた。さらに、これ

までドナーと呼ばれてきた先進国の経済が不安定

になる一方で、かつての被援助国が力をつけ援助

国に回り始めている。また、 1998年に 60億人を

迎えた世界の人口は、昨年 70億人に達し、高齢化

社会や生活習慣病の問題は、今や開発先進国だけ

の関心事ではなくなってきた。

国際医療協力部は、2010年 4月に国立国際医療

研究センター (NCGM) として独立行政法人化し、

変革が求められている中、あの東日本大震災を体験

した。NCGMセンター病院、国府台病院、研究所、

国立看護大学校とともに被災地支援を開始し、現在

も宮城県束松島市において市の保健衛生活動支援を

継続している。この経験は、変革を模索する私ども

に新たな視座を与えた。

今、国際保健は、自国と他国という区別を基本と

する従来の「インターナショナル・ヘルス」という

視点から、地球全体をボーダーレスの 1つの世界と

して捉える「グローバル・ヘルス」という新しい視

点が求められている。

第 4章では 2011年 12月 3日に NCGMで行わ

れた国際医療協力部創立 25周年記念シンポジウム

「変革の時代、変革の国際保健医療協力」に基づき、

変革が求められている時代における、日本の国際保

健医療協力の展望を整理してみたい。

創立25周年記念シンポジウム 「変革の時代、変革の国際保健医療協力」

プログラム

第 1部 NCGMが過去 25年に培ったコアビジネス

国立国際医療研究センター 国際医療協力部国際派遣センター長仲佐保

第 2部 今後 10-20年の世界展望とグローバル・ヘルス

世界の人口問題：開発途上地域と先進地域 早稲田大学人間科学学術院特任教授阿藤 誠

グローバル危機とヘルス・ガバナンスの課題 国際基督教大学教養学部教授 毛利 勝彦

スポーツ ・健康と国際保健 順天堂大学スポーツ健康科学部准教授鈴木大地

第 3部公開討論 これからの国際保健医療協力の展望

司会：国立国際医療研究センター理事尾身 茂



1．今後10-20年の世界の展望とグローバル・ヘルス
（創立 25周年記念シンポジウム第 2部の内容のサマリー）

................................................................................ 

2011年 12月3日に開催した国立国際医療研究セン

タ一国際医療協力部創立 25周年記念シンポジウムの、

第 2部「今後 10-20年の世界の展望とグローバル・

ヘルス」では、 3名のゲストスピーカーを招き、それぞ

れの分野から国際保健医療協力を取り巻く世界が今後ど

のように変わっていき、どんな新たなニーズが生まれて

くるのかをメインテーマに講演を行った。会場には約

150名の参加者が来場し大盛況となった。

最初の演者は、国立社会保障人口問題研究所長、日本

人口学会会長などを歴任し、長年人口問題の第一線で活

躍する早稲田大学人間科学学術院特任教授の阿藤誠氏

で、世界の人口動向と人口問題を開発途上国と先進国に

分けて論じた。開発途上国でもアジア、ラテンアメリカ

とアフリカでは人口問題は異なっており、少子高齢化の

進む先進国でもフランスなど出生率が回復している国と

日本など依然として低出生率が続く国とで二極化してい

るなど、専門家ならではの興昧深い発表であった。

2人目は NHK教育テレビの「白熱教室」apan」に出

演された国際基督教大学教授の毛利勝彦氏で、専門の国

際関係学、特にグローバル ・ガバナンスの観点から現在

世界が直面している危機を論じた。持続可能な開発の 3

本柱である‘‘経済"、“社会”、“環境”に‘‘平和”を加え

た4つの危機がいかにグローバル ・ヘルスと関連してい

るか、また、これらの危機に対する対応方法としてのガ

バナンスの変革を様々な角度から理路整然と分かりやす

く説明した。特に、 4つの危機が指し示す 1つの共通し

た方向性として、様々なグローバルな取り組みが、従来

の「国家」の枠を超え、市場や市民社会など、国家横断

的（トランスナショナル）な参加者、国際機関や国際協

定、地域国家共同体などの国家上位的（スプラナショナ

ル）な参加者、地方自治体などの国家内部的（サブナショ

ナル）な参加者など、多様な参加者を巻き込み、複雑化

していることが、理解できる内容だった。

3人目は「バサロスタート」でソウル五輪 100メート

ル背泳の金メダリストとなった順天堂大学スポーツ健康

科学部准教授の鈴木大地氏で、世界オリンピアンズ協会

理事の経験から、これまで保健医療関係者にはあまり知

られてこなかったスポーツ界による健康への取り組み

や、自身のアフリカにおける水泳普及活動で直面した開

発途上国の子どもたちを取り巻く格差の問題などを言及

した。「開発途上国には能力を持ちながらスタートライ

ンに立てない人がたくさんいる。特に水泳はまだまだ裕

福な人しかその機会が与えられていない。だから、私は

金メダルを獲ったが世界一だとは思っていない。」とい

う発言は、グローバル化が進んでも尚解決しない、むし

ろ拡大さえしている格差社会の問題を鋭く指摘してお

り、参加者に強いインパクトを残した。

ここまで、現在までの国際医療協力部 25年のあゆみ

を振り返り、また現在直面するグローバルな状況を、シ

ンポジウムの機会も得ながら、保健医療の枠にとらわれ

ずに広く俯職した。その結果、今後 10-20年にグロー

バル・ヘルスが、 3つの大きな変化に直面することが予

測される。

第 1に予想される、グローバル・ヘルスの大きな変化

は、様々なグローバル課題・危機とグローバル・ヘルス

課題が連動することである。阿藤氏の講演でもあったよ

うに、高齢化が進む国々と、若い人口を抱え人口が爆発

する国々が二極化しつつある。2011年の世界人口白書

によれば、人類の歴史上初めて、世界人口のうち都市に

住む人々の割合が、 50％を超えた。人口構成の二極化

と都市化は、グローバル・ヘルス課題にも大きな影響を

与える。都市化に伴うライフスタイルの変化が、交通事

故、生活習慣病、うつ、自殺、暴力などを顕在化させ、

都市に人口が過密に集中することで、グローバルな感染

症危機のリスクが高まることが予測される。同時に世界

人口が70億に達し、食料や水の安定供給が損なわれる

結果、栄養、食の安全の問題が深刻化する危険がある。

移民、人口移動はグローバル化に伴い、もはや人口学的

課題の周辺事項ではなく、むしろ中心的課題となり得る

のである。気候変動や自然環境の浸食、汚染物質の拡散

などの環境問題は、ますますグローバル ・ヘルスと密接

に関係してくるだろう。このような中で、保健医療セク

ターと、人口、環境、スポーツ、防災、都市計画など、

他セクターとの協働の必要性が高まることは、ほぼ間違

いないと考えられる。

予想される第 2の大変化は、グローバル・ヘルスのプ

レイヤーの多様化である。中国、インド、ブラジル、南

アフリカ等、新興国が台頭し、これらの国々の一部は、

先進国が構成する経済協力開発機構 (OECD)に属さな

い独自の立場から、既に保健医療を含む国際開発の新し

い担い手としても台頭している。同時に、巨大人口を抱

える新興国、例えば中国、インド、インドネシア、プラ

ジル等の国内保健医療政策が、世界の健康の大きな規定

要因になることは避けられない。国際開発全般において、
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民間セクターの台頭が著しい昨今だが、特に先進国の政

府が債務問題等で長期的財政危機に陥る場合、このセク

ターの相対的な重要性はますます高まる可能性がある。

この中には、社会的企業等、 NGOやNPOによるビジ

ネスモデルを活用した支援事業が含まれる。グローバル

化は、現代の大きな流れの 1つだが、その一方で、地

域国家共同体（アセアン、 SAARC、太平洋委員会、ア

フリカ連合、アラプ連盟、カリ コム、メルコスール等）

が、毛利氏が述べるところの国家上位的（スプラナショ

ナル）なプレイヤーとして台頭しつつある。同時に、欧

州でも日本でも、保健政策に関し、より地域レベルでの

自律的な決定が、地方自治体レベル、つまり国家内部的

（サブナショナル）な参加者に求められつつある。「国家」

の枠組みでは、もはや対処できない問題が多すぎるので

ある。 NCGMは、今まで接触のなかった多種多様なプ

レイヤーとの協調を、開発現場で求められるようになる

だろう。

第 3の変化は、グローバル・ヘルスにおけるニーズ

の多様化である。情報革命により、途上国を含めた住民

の情報アクセスが進展する結果、今やベトナムの田舎町

の母親も、郵便局に併設された公共ネットカフェで、民

間のネットニュースのワクチン副作用の記事を読み、心

配のあまり接種拒否が続発することが現実に起こってい

る。つまり、日本の母親と全く同様、「予防接種は子供

の健康に必須だ」という単純なメッセージでは、納得し

なくなっているのである。保健医療システム、特にサー

ビスの質に対する期待値の高騰は、先進国、後発開発途

上国を問わず、避けられないだろう。患者、住民の方々が、

医療受給において、より大きな自己コントロールを求め

るようになるのは、必然的な流れのように思われる。健

康の価値観も多様化し、グローバル化に伴う所得格差（国

内、国家間）の拡大を反映し、富裕層は高度な民間ケア、

貧困層は質の悪い公的ケアという、ラテンアメリカ型の

保健医療サービスの階層化が、グローバル化する恐れも

ある。これは、健康格差の世代を超えた固定化につなが

る懸念がある。

「格差」は、過去 25年間のグローバル ・ヘルスヘの取

り組みの中心的課題であったが、来るべき 10-20年で

も、大きな課題であり続けるだろう。先進国での先進医

療（臓器移植、再生医療等）が均てん化なく推進される

結果、臓器売賞等、グローバルなモラルハザードが広が

ることに、警戒が必要である。同様のことは、薬剤やワ

クチンの開発における、開発優先順位、便益配分、知的

所有権問題にも当てはまる。どこまで、世界の最も弱い

人々の健康便益を代弁できるのかが、 NCGMの今後の

大きな課題であることは間違いない。同時に、日本国内

でも、所得や健康の格差が拡大したと認識される状況の

中で、途上国の国民のニーズに答えると同時に、わが国

の国民へのアカウンタビリティをどのように果たしてい

くのかが、新しい大きな課題である。そのため、今より

も、双方向的な取り組みが求められる。技術水準が一方

的に高く、リソースが一方的に豊かで、健康水準が一方

的に高い先進国が、その反対の状況にある開発途上国に

自らの技術やリソースを移転するという、従来のグロ―

バル ・ヘルスのモデルが、何らかの見直しと再点検を迫

られているのは確かである。



2．これからの国際保健医療協力への提言
................................................................................ 

記念シンポジウム第 3部では、公開討論「これから

の国際保健医療協力の展望」が行われ、尾身茂（国立国

際医療研究センター理事）を司会として、将来展望を踏

まえた今後の国際保健医療協力の展開について熱い議論

が交わされた。（章末の議事録を参照）ここではその要

点をまとめるとともに、シンポジウムの最後に示された

NCGMからの提言について解説を加えたい。

1．公開討論「これからの国際保健医療協力の展望」

1)国際保健医療協力は必要か

公開討論は司会者から出された 3つの質問に答える形

で進められた。まず、第 1は「国際保健医療協力は必要か」

という根源的な質問である。人口や貧困に起因する格差

が拡大する中、安全保障などにおける国際保健の普遍的

価値や、グローバル化、ボーダー レス化の進む世界での

国際協力の持つ双方向性（パートナーシップ）、すなわ

ち日本にも利益が還元されるとの観点等からも国際協力

肯定論が主流を占めた。

国内への利益還元の背景の 1つとして、日本国内にも

格差が広がり開発途上国と類似の問題が生じており、こ

れは東日本大震災の復興などを通じてより顕在化してい

る。日本と開発途上国との差が縮まっているのである。

また、災害公衆衛生を含む国内の公衆衛生の強化の必要

性も今回の震災で顕在化した。こうした中、少子高齢化、

過疎化社会において行わねばならない地域再生に、国際

協力のノウハウは有用で有効に還元され得る。例えば、

地域再生に不可欠とされる連携のための社会的な技術、

ソーシャル・キャピタルの獲得や強化のための手法など

は、開発途上国で継承されており、これまでの国際協力

の中で開発されてきたものである。

利益還元の例としてさらに多くの指摘があったのは、

国内・国外問わず能力を発揮できる人づくりである。早

い時期に異文化に接触しグローバルな経験を積ませる

（アーリーエクスポージャー）ことは、グローバル化が

進む中、国際競争力のある人材の育成の上でも重要であ

る。今回の大震災復興支援の経験からは、国際保健医療

協力で培われた能力が災害時の保健医療支援に活かされ

た例が複数挙げられた。

2)国際保健医療協力をどう行っていくのか

第 2の論点は、国際協力が必要ならば、今後、国際保

健医療協力をどう行うのか、すなわち、対象分野や方法

などに関わるものであった。

協力内容は医療だけではなく、公衆衛生、そしてヘル

スシステムヘと広がっており、さらには環境問題と保健、

教育やスポーツと保健の連携など新しいテーマも考えら

れている。支援者独自のニーズ調査に基づくプロジェク

ト型の支援から、当事国の政策、戦略計画の実施を支援

するプログラム型の支援への転換も求められている。一

方、かつてのような大きな投入が期待できない中、まず

戦略的に対象分野や地域などの選択と集中を行う必要も

あり、今後は日本の得意分野をより活用するような、例

えば非感染性疾患 (NCO)などでの国際協力を考える

べきとの意見もあった。

前述したように国際協力の内容は、被災地でのサーベ

イランスシステムの導入など災害復旧・復興時のみなら

ず、平時においても多くの面で日本の地域保健への活用

が期待される。国内外とも共通して重要な点は、常に相

手側の主体性を尊重して自立発展性を考えながら活動を

行うことであり、これは支援の出口戦略を考えることに

も通じる。

人材育成においては、知識や技術だけでなく、モチベー

ションの高い人の育成が国内外を問わず重要である。こ

うした人づくりは国際協力においても鍵となるもので、

結核分野などで大きな成果が出ている。

国際協力を通じて日本の存在感を示し、仲間を作り、

ネットワークを形成するには、広く NGOや民閻と

の連携を図ることが、今後は重要である。特に日本の

NGOや企業との連携を図って、オールジャパン体制で

進めて行き、国際保健と日本の地域やへき地の保健と

つなげていくようなビジネスモデルを開発することも

期待される。

3)若者へのメッセージ

最後の論点は若者へのメッセージであった。

第 1部で日本の若者が内向的になっているとは言わ

れてはいるものの、実際には海外に出たがっているもの

も多い。海外に出ることにより日本をより知ることがで

き、また、海外での経験が日本の社会変革を行うための

知識や技術の習得につながり得る。そのためには、若い

時期に外国に出かけ帰国後も継続して国内の地域医療や

国際協力に関わることができる仕組みがまず必要であ

る。併せて、海外でのオペレーションリサーチやアクティ

ブラーニングに若者が参加しやすくすることも必要であ
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る。これらの論点は上述の 2つのテーマの論点と繋がっ

ており、若者に目を向けることは、今後の国際保健医療

協力の重要なテーマであることが認識された。

まとめ

今、日本の国内が大きな岐路に差しかかっている。し

かしながら、日本社会は非常に硬直化しているところも

あり、やるべきことは分かっているがなかなか実行でき

ていない現状がある。こうした状況の打開に国際協力が

資する可能性が非常に高い。国際協力は単に何かを与え

るとか、技術的なことではなくて、日本人、特に若い人

たちがよりオープンになり、「色々な考えがあるのだJ
ということを理解することにも資するからである。

経済的にも、過去においてなされた富める国から貧し

い国に与える援助の時代は去り、現在はパートナーシッ

プの時代である。好むと好まざるに関わらず、日本はほ

かの国や機関とパートナーシップを取らざるを得ない。

そのための連携と協調は重要であり、固際協力における

調整の役割はこれからより重要となる。

これまでも国際協力は日本に対する信頼感を高めるこ

とに寄与してきたが、今後もよき隣人として対等な立場

から、品位の高い援助を継続することにより、日本の存

在感がより示される。もちろん、援助の効果への疑問や

援助の弊害があることも、常に心に留めておかなければ

ならない。

2．これからの国際保健医療協力への提言

1)上記の将来展望を踏まえた今後の国際医療協力部の

コアビジネスの展開

第 1章で見てきたように、これまでの 25年間、国際

医療協力部はコアビジネスとして、国際プログラムへ

の貢献、人材育成、参加型開発とキャパシティ・ディ

ベロプメント、援助協調と調整を実施するのみならず、

SARSやアフガニスタン復興支援など国際的な課題、そ

して阪神淡路大震災や東日本大震災においては国内の緊

急課題など、国内外の健康危機に迅速かつ柔軟に対応し

てきた。そして、第 2章では、グローバル化が進む中で、

国内と国外という従来の発想にとらわれず、新たな健康

課題に革新的に対応して行かねばならない状況であるこ

とを確認した。

こうした将来展望を踏まえて、今後の国際医療協力部

のコアビジネスの展開を以下に概観する。

①グローバルプログラムヘの貢献

グローバルプログラムは今後減っていく可能性がある

が、それを支える資金調達スキームは有効であり、今後

も継続する可能性が高い。こうした点を踏まえ、個々の

途上国に対しては、グローバルプログラムとその資金調

達スキームをうまく国家戦略の枠組みの中で利用できる

キャパシティの養成が主要な役割たりうるであろう。一

方、グローバルには、資金調達スキームを含むグロー

バルプログラム（例えば現行の GAVI-HSS、GFATM-

HSS等）に対し、国レベルヘの正負の影盟のフィードバッ

クをしていく必要性が高く、同時にグローバルプログラ

ムやグローバル ・パートナーシップの各種委員会、ワー

キンググループに参加しながら動向を把握し、フィード

バックのためのルートを確保する。

②途上国保健人材の育成

これまで見てきたように、今後ニーズや様々な外部

要因の変化が予想されるが、 トレーニング・サイクル

管理はその中にニーズアセスメントを含んでいること

もあり、方法論として引き続き有効であろう。成人教

育の原則に則った、学習者中心のアプローチ (learner-

centered approach)も強みとして確立し適所に活用

していく。研修内容では、途上国でも患者や住民の人

権関係のニーズの増大が予想され、患者安全、リスク

マネジメント等への支援キャパシティを増強する必要

がある。

人材育成政策への支援に関しては、ハウスモデルに

示されるように、政策の多様な側面を包括的かつバラ

ンスよく支援していくべきあり、保健人材の所掌業務、

権限、待遇、インセンティブ、育成、流出や離脱の防止等、

主要課題だけでも多くの側面をカバーしなくてはなら

ない。各国ごとにあるべき人材育成政策は異なること

を意識して支援する必要がある。保健人材の国境を越

えた移動は、問題としてより顕在化するだろう。

③参加型開発とキャパシティ ・デイベロプメント

患者、住民の必要 (needs) と要求 (wants) をど

う保健政策と結果に反映していくか、そのバランスが

課題になる。すなわち、最低限必須のサービスの確保

だけでは後発開発途上国の住民も満足しなくなってき

ている。この要求にどのように応えるのか。引き続き、

地域での保健サービス供給には住民組織の巻き込みが

欠かせない。

かつての開発途上国が援助をする側にまわっていく



中、先進国の古い援助方法はますます通用しなくなるだ

ろう。特に、後発開発途上国に対しては、日本から数週

間の調査を行いその結果に基づいた日本主導のプロジェ

クト型支援では、そのような新興プレイヤーとパート

ナーシップをもって事業展開することは難しくなる。当

該国の政策協議の場に参加し、当該国主導の事業を支援

するプログラム型の支援を増やしていく必要がある。そ

のため、キャパシティ ・デイベロプメントの考え方は引

き続き重要であろう。

④協調、調整

新興国政府ならびにその対外支援機関（例 ：KOICA、

丁ICA)と今後どのようにパートナーシップを組むかが

課題である。また、民間セクターとのインターフェ イ

スを公的機関としてどのように構築していくかも重要

である。

グローバル・ヘルスの主なプレイヤーの力学変化のモ

ニタリングと対応（例 ：国際連合から G20へなど）を

考えつつ、様々な種類のファンダーの資金による事業実

施母体としての NCGMなど、多様な事業形態の可能性

を探る。調整業務における、特定分野の専門的知識とス

キルの取得も必要となる。

⑤グローバル・ヘルス研究

これまでの研究は、現場のエビデンスを拾って来てい

るが、この方向は継続しながらも、散発的でなく、より

体系的なエビデンスの創出と政策的なフィ ードバックに

繋げる工夫をする。特に母子保健、保健システムに関す

る現場、特に地域の一次データによるエビデンス創出を

強化する。 一方では臨床研究、疫学研究の手法的土台を

強化しつつ、政策研究、システム研究、保健経済研究の

キャパシティを獲得していく。量的研究と質的研究を両

立し、哲学的な相違にこだわらず、実務的に混合研究を

進め、 この点での比較優位を確立する。これらの全体に

より、研究の量の拡大と高いインパクトのある研究成果

を実現する。

2)提言と将来のコアビジネス展開の関係性

国際医療協力部創立 25周年を迎え、我々はこの機会

を国際保健医療協力の新たな出発の時ととらえ、以下の

4つからなる 「提言」を作成した。

提言 1:健康という根源的・普遍的価値を通じて、 グロー

バルな公共財を構築する

提言2:海外の保健医療開発を日本の保健医療に活かす

提言3:日本人がグローバルな社会を能動的に、 積極的

に生きていく 為に、本来持っている能力を呼び

覚ます

提言4:国内の国際保健医療協力関係機関間の連携を促

進する

これらの「提言」は、今後、国際医療協力部のコアビ

ジネスをどう展開していくかの可能性を示した、現在の

決意表明とも言うべきものである。提言を要約すると、

グローバルな公共財を構築する際の、多国問の健康とい

う価値の創造に、「グローバルプログラムヘの貢献」、「人

材育成」、「グローバル・ヘルス研究」が位置づけられ（提

言 1)、国際保健における 「参加型開発とキャパシティ・

デイベロプメント」や「援助協調と調整」の実践から、

わが国に還元できる地域保健医療のひな型や、能力を「グ

ローバル ・ヘルス研究」を通して抽出していき、それを

巳本の保健医療に活かす（提言 2）。特にわが国の次世

代の若者たちが、グローバル社会の中で力強く生き抜く

活力と新しいライフスキルを獲得する機会を提供し、国

際保健医療協力で求められる多様な能力のうち、国内外

を問わず保健医療以外にも活用できるものを 「グローバ

ル ・ヘルス研究」を通して同定し、利用可能な形に整備

する（提言 3)。このような活動を行う一方、国内外に

おいて、 「援助協調と調整」を一課題として取り組んで

いき、特に国内においてはオールジャパン体制での国際

協力のための関係機関間の連携を促進する（提言 4)。

「提言」はシンポジウムの総意として出されたもので

はないが、シンポジウムで聞かれた多くの意見はこれを

支持するものであり、大いに勇気づけられた。今回のシ

ンポジウムにおける議論でも指摘されたように、日本は

これまでの協力を行った多くの国々から高い評価と信頼

を得ている。 このことはこれまで行ってきた協力の正当

性を示すものであり、今後もこれまで 25年間の経験を

活かし発展させながら、新たな課題に挑戦して行かねば

ならない。国際医療協力部は、今や成熟段階にあるべき

日本の国際保健医療協力の実施機関として、より戦略と

品格のある国際協力を実施していくための中核的機能を

果たしていく使命を担っていると自負している。
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我が国の国際保健医療協力に関する提言書

～我が国の国民に役立ち、日本人を世界市民にする国際保健医療協力～

................................................................................ 

下記 4点を踏まえ、日本は、国際保健医療協力を、国家の戦略的分野として展開すべきである。

l．健康という根源的・普遍的価値を通じて、グローバルな公共財を構築する

人類が生存、繁栄を続けるため、共にグローバル課題に取り組む国際的ネットワークを、従来の援助国と被

援助国の枠、公と民の枠、異なる政治体制や政治経済的緊張関係の枠を超えて構築する必要がある。グローバ

ル化した国際社会において、孤立による繁栄、安全はあり得ない。その際、人間の根源的・普遍的な価値であり、

政治的立場その他の枠を超えて、国際間で取り組みやすい課題である保健医療を、ネット ワーク構築の軸とし

て活用すべきである。

2．海外の保健医療開発を日本の保健医療に活かす

今後の国際保健医療協力は、途上国を含む国際的知見が、我が国の保健医療にも役立ち、便益をもたらすと

いう認識を持つべきである。そのような国内の保健医療に便益をもたらすような情報、アイデア、ノウハウな

どを創造し、実用化する事業を、早急に具体化し推進しなければならない。

3. B本人がグローバルな社会を能動的に、積極的に生きていく為に、

本来持っている能力を呼び覚ます

特に我が国の次世代の若者たちが、世界に目を向け、 一部はそのリーダーとなるとともに、グローバル社会

の中で力強く生き抜く活力と新しいライフスキルを獲得する機会を提供する必要がある。今後の園際保健医療

協力は、若者が世界の現実と、グローバル社会の中での自らの立ち位置を認識することを助けることを適じて、

これに貢献するような形で進めるべきである。そのため、国際保健医療協力の成功要因となる異文化間のコミュ

ニケーション、組織間協調、情報リテラシーなどの多様な能力のうち、国内外を問わず保健医療以外にも活用

できるものを同定し、利用可能な形に整備する必要がある。

4．国内の国際保健医療協力関係機関間の連携を促進する

国内の関係機関がそれぞれの比較優位性を生かしながら効果的に連携して、国際的に変革をもたらす十分な

規模の働きかけを、国際社会に対して行っていかなければならない。



参考：国際医療協力部創立 25周年記念シンポジウム

第3部公開討論

「これからの国際保健医療協力の展望」発言録

司会

国立国際医療:::［；;：:I尾;~ l支；
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司会

皆さん、こんにちは。医療センターの理事をして

おります尾身でございます。私は WHOで 20年間

働いて、 3年前に帰ってきました。第 3部のテーマ

は「これからの国際医療協力の展望」ですが、まず

はその冒頭に私の 20年間、こういう世界で働いた

者としの感想をちょっとお話して、これからの議論

に役立てればと思います。

日本の過去 20年、 30年の国際協力は、素晴ら

しい実績があったと思います。日本の国際協力とい

うのは相手目線で行うということで、国際社会では

非常に評判が良かったです。具体的には、結核対策、

ハンセン対策、非常に素8青らしいものでした。国立

国際医療研究センターでは千葉さんがやったポリオ

対策、また、母子保健、その他ヘルスシステム強化

など。これは日本の国内の方が考えるよりはるかに

国際社会の中で認知されています。最近のランセッ

トの「日本特集」で、日本の皆保険が世界に冠たる

ものであることが国内外にアピールされました。ヘ

ルスシステムや母子保健でも日本が今リーダーシッ

プを取っている。この何十年間の国際保健協力は、

私は成功の数十年だったと思います。この中で国際

医療協力部は大変重要な役割を果たしています。

そういう今までの素晴らしい実績にも関わらず、

日本の社会全体、国際医療協力もそうですけれども、

いわば存在感が残念なことに徐々に下がっている実

態があります。もう 1つは、日本の ODA。その額は、



20年前は国際社会の 19%、20％を負担していた

アメリカに次いで圧倒的な 2位でした。3位のドイ

ツは 8％ぐらいでしたね。ところが今は、金額の面

で日本は 20何位で段々と風前の灯になってきてい

ます。そういう中で、今日のテーマは「これからの

国際医療協力の展望Jということを 4時 20分まで

話していきたいと思います。

第 2部ではシンポジストの方から、さまざまな角

度からお話をいただきましたが、少し話題が広範に

なりましたので、ここでは最終的な今日のテーマ「国

際医療協力の展望」ということを少しまとめて結論

を出したいと思っています。私からテーマを 3つに

絞って、今日の仲佐さんあるいは我妻先生の話をサ

ンプルに、更にシンポジストのお話を参考にしつつ、

サ1属柑割躙計f位

公開討論を行ってみたいと思います。1番目は、国

内では年金や医療保険が不足し、職のない人がいる、

こういう国内経済が厳しい状況の中で、 一体外国に

貢献をする余裕があるのか、国際協力は本当に必要

なのか、必要であればなぜ必要なのか、というかな

り本質的なテーマです。2番目は、もし答えがイエ

スであれば、シンポジストのご指摘のようにいろん

な危機があるわけですが、そのような中でどんな人

を巻き込んでいくのか、あるいはどんなアプローチ

があるのか、という実践論を 2番目のテーマにし

てみたいと思います。最後に 3番目は、国際協力

というのは若い人にどういう意昧があるのか。今日

の話題とは直接は関係ないかもしれませんが、実は

深いところで関係があると思います。最近いろいろ
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なところで遭遇するに、若い人が外への興昧をなく

しているということで、若い人へのメッセージとい

うことで最後締めくくりたいと思います。今日は 3

人のシンポジストがおられますが、それぞれ人口問

題、国際関係学、スポーツと、保健分野以外から来

られております。会場には、国際保健分野のエキス

パート、この組織のファンもいるし、」ICAあるい

は、国立国際医療研究センターの専門家など、この

25年を作ってきた方も大勢おられます。あまり堅

苦しい会にはしたくないので、どんどん手を挙げて

名前をおっしゃって参加していただければと思いま

す。どうぞよろしくお願いいたします。まずは最初

のテーマ、こういう厳しい時代に国際協力や ODA

は必要なのかどうか？必要なのはなぜか？その辺の

ことに自由にご意見を伺いたいと思います。まずシ

ンポジストの方からどなたかございますか。では阿

藤さんどうぞ` 。

早稲田大学人間科学学術院教授

阿藤誠

あまり大上段でお話しするのは不得意なんです

が、おっしゃるように、日本は、本当に内憂外患の

内憂という点で今深刻な状況です。途上国支援につ

いては、いわゆる人道的な理由と、それから日本に

はね返ってくる長期的な利益と、 2つの観点がある

ように思います。これは日本だけではなくて、世界

でも同じかもしれません。今の人口、開発、環境、

保健、そういった分野で南北間の大きな格差という

ものは、存在すること自体が好ましいことではあり

ません。

人口問題あるいは人口爆発について言えば、今の

途上国、特に最貧国の人口爆発の原因は、結局は多

産です。そういう問題を放置して、それが国内では

貧困問題にもつながっていくということを黙って見



過ごすのか。もちろんその途上国自身の努力も必要

ですが、そこはやはり側面サポートして南北格差を

少しでも縮めていくということは、人道上必要であ

ろうと思います。

しかしそれだけではなく、例えば人口と環境とい

うような問題については、最近人口増加というもの

は地球環境と無関係ではないという議論が起きてき

ています。途上国の人口増加は地球環境全体にとっ

て好ましいことではない。そういう視点を考えれば、

日本も途上国の人口問題の解決に協力するというこ

とは当然あるべきだと思います。更に言えば、安全

保障の問題がここに関わってきます。最貧国で人口

が非常に急速に増加している。貧 しく、職業がな

く、社会に居場所もない、そういう若者人口が多い

と、その国の政治状況が不安定になるばかりか、下

手をすれば、対外的に戦争やテロに走るという議論

があります。実際アフガンからアメ リカにそういう

人々による攻撃が起き大事件になったわけですが、

それほど大それたことでなくても、長い目で、広い

目で見ると、そういう問題を放置すれば日本にも跳

ね返ってくると思います。その点で、利他的にも利

己的にも南北の格差をなくすように、われわれは努

力していく必要があると思います。

国際基督教大学教授

毛利勝彦

私は少しだけ 」ICAに勤めたことがあ りますが、

その時に国際協力は本当に必要なのかという議論を

仲間達としました。結論は、国際協力の仕事の本質

は国際協力が必要でなくなる自立した世界を作ると

いうことでした。自分たちの仕事をなくすことが仕

事だというわけです。今の状況というのは、国際協

カ、支援はしなければいけないニーズがあるのに財

源がないから尻つぼみになっている状態です。 これ
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は全く違う状態だと思います。

ただ注意しなければいけないのは、例えば、束

ティモールという 21世紀になって最初の独立国が

あります。植民地や占領からの解放闘争を経て独立

後も紛争が再発しましたが、債務はなかった。とこ

ろが、その復興支援のために経済インフラや社会イ

ンフラが必要だということで、先進国や国際機関が

資金を貸そうとしている。でも、重債務貧困国にな

りかねない状況になっているのです。これが国際協

カの結果なんです。ですから、医療や教育がどう改

善されたかだけではなく、経済的にも出口戦略を考

えなければいけないと思います。いつまでに、どの

くらいの支援をして、何を目指すのか。国際協力の

「仕事をするために仕事をする」のではなく、出口

戦略を設定した上で支援していかなければいけな

いと思います。

順天堂大学准教授

鈴木大地

厳しい財政というのはすごくよく分かりますし、

そんな余裕があるのかという議論もあると思います

が、じやあ自分のところだけ良ければいいのか？今

こうやってノーボーダーになって、これだけ人が行

き来して、自分のところだけ安全だったら安全かと

いうと、それはないと思います。グローバルな時代

ではそういう話は多分通らないと思います。お金が

なくてもやはりほかの国のことも案じ、色んな対策

を講じるべきだろうと思います。

ちょっと質問からずれますが、それではなぜ人は

生きているのか？ 人は人の役に立って社会に貢献

していくために生きているんじゃないかと思いま

す。自分の話で申し訳ないですが、私は金メダルを

＂獲った’'とは言わないです 。私は金メダルを‘‘い

ただいだ＇という風に言っています。世界中の人が

金メダルを獲りたくてやっていて、 1人だけ金メダ

ルをもらえるわけですが、なぜ僕だったのかという

ことを考えると、「おまえに金メダルをあげるから、

おまえは金メダルにふさわしい生き方をしろよ。」

と言われていると思います。ですから、金がないと

はいえ日本はまだまだ豊かな国であって、多少抑え

てでも、他国に協力していく必要があるんじゃない

かなと思っています。

NCGM 国際医療協力部 国際派遣センター長

仲佐保

ニーズはとてもあるのが現実で、 20年から 30

年とやったけど、格差もどんどん広がっている。こ

れは日本にも広がってきます。ならば、必要なもの

はやらなければいけない。じやあ若い人はどうなの

か。やりたい人はいるが、なかなか行くチャンスが

ないというのが現実です。その機会をつくることを

しなければ、ますます尻つぼみになってしまう。お

金がなくてもやれることはいくらでもあって、やり

たい人が参加できる仕組みを作っていく ことを考え

たらいいのでは。何もやらずに日本にずっといると

いうのはやはり良くない。気軽に参加して自らも成



長する。苦しいこともあるけれど、外へ出るべきだ

と思います。

司会

はい、どうもありがとうございます。では、フロ

アーからの意見をうかがいます。

下内さんどうぞ。

下内 昭［公益財団法人結核予防会結核研究所副所長］

私は 1985年に厚生省から WHOに7年行って

いましたが、帰国後の報告会の際、「君は子どもた

ちの命を救うけれども、人口爆発につながるので困

るじゃないか。」と言う同僚がいました。また 1990

年、キングという産婦人科医でアフリカに長くい

た人が、「あまり下痢とかを助けると子どもが増え、

支えきれないから、助けるのは良くない。」と非常

に刺激的なことを書きました。それに対し、ユニ

セフの考えと同じですが、私の調査結果による結論

は、小児保健が良くなり、子どもが良くなって、出

生率が下がって、人口が都市化して、そしてお母さ

んの識字率が良くなると、更に乳児死亡率は下がる。

これに加えて、お母さんに対して家族計画をする

と、出生率が下がる。そのころアフリカは家族計画

率が 9％でしたが、アジアはもう •40% 、 50% に下

がっていた。タイなんかは優等生で、乳児死亡が出

生 1000件のうち 50件を切ると、急激に出生率も

下がった。でもアフリカはその頃いくら頑張っても

乳児死亡が 100止まりで、合計特殊出生率も下がっ
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てこなかった。だからキングさんは、アフリカでい

くら乳児死亡を下げても出生率が下がらないと諦め

ましたが、そこをもう一歩進めて 100から 50まで

下がってくれば、きっとアジアに追い付くだろうと

思いました。そのため今でも国際協力は最終的には

家族計画まで持っていくべきと思っています。一時

的には AIDSで乳児死亡が上がったために、また出

生が増えますが、これをもっと頑張って死亡さえ減

らしていけば、家族計画はできると思っています。

なぜ国際協力をするのかということですが、フィ

リピンでいろいろ勉強し、分かったことがありま

す。1972年、73年にオイルショ ックがありました。

オイルダラーでお金が余ったので、先進国が途上国

に貸し付けを行いました。無理やりですね。フィリ

ピンは原発なんか要らない所ですが、原発を作らさ

れましたが、地震があるからと言って止めちゃいま

した。その借金が全部国の借金になり、儲かったの

はアメリカの企業と一部の高官ですね。 1980年代

のフィリピンの予算の 10％が利子払いだったのが、

90年代には 30％に増加した。国家予算が増えない

中で利子払いが増え、教育と健康の予算が切られま

した。しかし、予算が減った分を再び先進国は援助

してあげるという。マッチポンプですね。問題を作

らせておいて、そして私たちが協力する。だから、

そういう経済搾取をやめれば、これだけ出掛けてい

く必要はないと思います。それからもう 1つ、今は

分かりませんが、1980年当時の先進国の軍備費 1

日分が、途上国の健康予算 1年分といわれていまし

た。日本は軍備ではなくて、健康で世界に貢献しよ

うと当時随分と思いました。今もそういうつもりで

います。

司会

はい、どうもありがとうございます。

もう既にかなり大事なコンセプトが出てきたと思

います。 阿藤さんは 、 利己•利他、自分のためでも

あり、人のためでもあるということですね。言っ

てみれば、鈴木さんの「人はなぜ生きるのか？」と

いうことと関係しますが、人道的親点からだけでは

なく 、不安定要素があるとなかなか社会が安定しな

いという観点からも国際協力は必要であるというこ

とですね。それから鈴木さんの方では、ボーダーレ

スになっているので当然じゃないかということです

ね。それから仲佐さんは格差の問題だと。

今、日本の中でも発展途上国化している部分が

ありますね。以前は日本の国際貢献あるいは ODA

というのは、お金持ちの国が貧しい国にしてあげ

るというパターンでしたが、今は日本の国内にも

徐々に格差が出てきている。発展途上国と我が国

の間の差が縮まってくるということもあって余計

ニーズがある。

それから、仲佐さんのお話では若い人は「本当は

やりたいんだ」ということですね。そういう中で下

内さんが、ヘルスの分野は日本がこれからも強い分

野だと。今のところそんなところが出てきました。

その他、追加的なことなど、どなたかございますか。

帖佐 徹［介護老人保健施設聖母の家］

聖マリアの帖佐と申します。

私の立場は（国際医療協力部の）卒業生でありま

すが、やはりこの国際協力は必要であると思います。

それはバタフライ効果と申しますが、世の中が狭く

なってきて、アイスランドで火山が爆発すると日本

にチューリップが入らない、タイに大雨が降れば突

然眼鏡のガラスが作れないとか自動車が作れないな

ど。世界中で何かが起こると、何かがまた国に帰っ

てくるということですね。そういう関係し合う世の

中で、やはり国際協力というのは 1つのキーワード

ではないかと思います。というわけで私は賛成派で

す。ただお金のない時代ですので選択と集中が必要



であるが、そう言われている割には現在できていな

い。選択ということを考えるに、何を分野として、

何をやるか、どこの国を援助するのかとかを考えな

ければならない。それからサスティナビリティ ーの

問題があります。先ほど毛利先生が言われた出口戦

略とも関係し、またこれがアンビバレントですが、

サスティナブルな開発がエンドレスな支援にならな

いためにはどうしたらいいかも課題でしょう。

司会

今の帖佐先生の選択と集中、ないしは、 2番目の

点で少し話ができればと思いますが、今のところは

なぜ必要なのか？というところに、集中してみたい

と思います。

近 藤 達也 ［（独）医薬品医療機器認合機構理事長］

総論的に一言申し上げたいと思います。やはり世

界をいかに平和にもっていきたいかということが基

本にあると思います。日本としては、アメリカのよ

うに軍事力で行動するということはまず不可能。そ

れから経済的に取り組む、これもだんだん厳しい時

代になってきている。それから、国際連合がどれだ

け機能しているかというと、最近ちょっと弱いのか

なという気がしています。こういう中において日本

の協力のあり方と見ると、国際医療協力というのは

非常に大きな力として、犀身先生がおっしゃられた

とおりだと思います。

例えば、 小さな国に小さな援助をして、こんなこ

として本当に役に立っているのかなと思うことがあ

りますが、実はそれはその国の人達の日本人に対す

る信頼感を高めている。国際医療協力というのはど

この国の援助をしても、どれも日本人に対する信頼

感を高めてきたことは間違いありません。これから

日本が世界の中でどうやって生きていくかが問われ
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る時に、今さら軍事ではないですから、こういう品

位の高い援助をすることがこれからの日本の存在感

を示すことになるのではないかと思っています。

今、私は医薬品医療機器総合機構にいまして、医

薬品、医療機器というのは国際的な基準で評価して

いかなくてはならない。そういうところから国際化

をどんどん進めているところで、存在感もそういう

格好で示していっているところです。さっき帖佐さ

んが言ったように選択と集中ですか。やっぱり戦略

的に医療の支援というのを工夫してこの領域での国

際貢献を通して日本の存在感を示していかないとい

けないと思うところでございます。

司会

どうもありがとうございます。

日本人の存在感、それからいろいろなところに仲間

を作る必要があるということですね。その他どうぞ。

賓吉佐知子［成田空港検疫所空港検疫看護管理官］

成田空港検疫所の貫吉です。

国際医療協力部の卒業生です。長くこちらでいろ

いろな活動をしてきて、私にとって大きな事件だっ

たのは SARSの時です。当時、金川先生と一緒にベ

トナムのバックマイ病院で活動をしていました。そ

の時にベトナムの人達が取った行動にいろいろ学ぶ

ところがありました。

2009年に私は検疫所に異動しましたが、ちょう

ど移った 3カ月後に新型インフルエンザの流行が起

きて、これは鈴木先生ではないですけど、何か私に

やれということかなと感じて、ベトナムの時の経験

を思い出して、私ができることを考え活動しました。

新型インフルエンザ対応時には国立国際医療研究セ

ンターの多くの方が応援に来てくださったので、非

常に心強く思い対応できました。検疫所では、グロー

バル ・ヘルスについて知識を持つ必要があると思い

ます。しかし、なかなかスタッフに対してその辺が

うまく伝わらなかったりします。その中で国際保健

について、少し知識を持つために、こちらの研修と

か長崎大学の 3カ月の熱帯医学の研修を数名が受講

しています。国際保健が重要なのは分かるけれど日

本が大変な時にどうして外に行かなければいけない

のか、という質問もありました。国際医療協力部で

出している 2011年秋のニュース レターのグローバ

ル・ヘルス特集を読んでもらったところ、「納得した、

国際保健が必要だと思った。」と言ってくれました。

私もそうですが、外に出て日本のことを知る、そし

て日本に何かしなければと思う、その積み重ねで、

全体が良くなっていくのではないかと思います。協

力部いた頃、「海外ばっかり行って日本はどうする

の。」とよく言われましたが、海外に行ってこそ日

本のことが解ります。そして、日本に対していろい

ろ貢献できると、今までを振り返って思っています。

以上です。

神谷保彦［長崎大学大学院国際健康開発研究科教授］

長崎大学の神谷です。

人レベルのパートナーシップという意昧では、国

際協力は必要だと思いますが、国レベルの援助効

果、エイド・エフェクティブネスというレベルで言

うと、援助は経済成長に寄与しない。援助は保健の

レベルにも寄与するとは限らないというのが一応計

量経済で言われていまして、多分それは援助したも

のがファンジビリティ（流用可能性）というか、受

益園の政府がその分を減らしてしまうとか、そうい

う意昧で言うと、本当に必要かどうかというのはか

なり慎璽こ議論しないといけないと思います。

私も小児死亡率の減少が本当に小児保健への援助

効果だったかどうかを見ていますが、小児保健に関

しては、ワクチンとか ORSとかベッドネットとか、

それはテクノロジーであって援助の額が増えたから



といって小児死亡率が下がったのではないと思いま

す。援助額とパートナーシップというのは分けた方

がいいと思います。

金川修造 [NCGM 国際疾病センター］

NCGMの国際疾病センターに所属しております

金川と申します。

もともと国際医療協力部におりまして何年間か国

際協力をやらせていただきました。今も言われたよ

うに援助と協力ということで言うと、援助には見返

りを求めず向こうに何かをしてあげるドネーション

というイメージがあり、一方、協力というのは相手

側に何か効果があると同時に我々にも何かある。協

力と援助は分けて考えて活動した方がいいというの

が冒頭でもありました。協力という意昧では、今の

社会で国際協力をやると言った時に、例えば僕は医

師ですが、何で外国に行く必要があるんだ、日本で

も困っている人がたくさんいるという話がよくあり

ました。病気で困っている人のために何かためにな

るのであれば、日本も外国も全然関係ないのでは、

人と協力して社会を良くするということであれば日

本も外国も関係ないのではと思います。

日本の中で“国際’'と言った場合、その中に日本

が入ってない場合があります。国内と国際というよ

うな言い方もします。国際と言ったら日本も入って

いるわけですね。日本国内でどうやっていくのか、

それが海外にどういう影響を及ぼすのかという関連

で協力というのをやっているので、国際協力が必要

ないということは、国内でも何もしなくていいとい

うことになってしまうのではないかと思います。

司会

はい、どうもありがとうございました。

今、金川先生の 2つ目の話題で「援助」というこ

とがありました。ドネーションとパー トナーシップ

の2つの視点ですね。これをどう思うかという話と、

それから賓吉さんが「外国に行ってみて、余計に日

本が分かった」と。今、 2つ大変面白い話が出た。

一方的に日本が援助するのか、あるいはやることに

ょって我々も稗益するのかというパートナーシップ

というもの。日本人が外に出たときの見方の変化で

すね。この辺をどなたかご自分の経験でお願いしま

す。

古田直樹［自治医科大学客貝教授］

ここで草創期に派遣協力課長や国際医療協力局長

をやらせていただきました古田でございます。

その問題というのは、私自身の経験としても非常

に重要な問題だと思います。ドナーというかドネー

ションというのは、極端な話、お金とかあげるもの

があればできます。しかしパートナーシップの場合、

よき優れた隣人、尊敬される隣人に対して協力が求

められます。そしてまたそのような人からは過分な

成果を得られることもあると思います。ただし、信

用できない人には決して協力は求めない。そこに本

質的に、利他的というか、国際医療協力の問題があ

るのではないかと思います。

司会

どうもありがとうございます。

ある意昧では日本人の質が問われるみたいなとこ

ろまで含んでいるわけですね。この点、あるいは先

ほどの日本人が外に出た時の、という話で何かがご

ざいますか。

矢野晴美［自治医科大学附屈病院感染制御部准教授］

自治医科大学の矢野と申します。

私自身は学生時代から国際協力に大変興昧があっ

たのですが、現地での協力という経験はございませ
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ん。数年前から国際医療協力部に途上国の方が研修

に来られた時に、インストラクターなどをすること

によって関わらせていただいております。

私自身も長く国外に住んでおりましたが、国外に

出ることでアイデンティティが明白になるというの

は、本当に多くの方が経験されたことだと思います。

こちら側から提供する形でセッションしておりまし

ても、日本の国内の問題とかなり似通った問題をそ

の途上国の方が抱えているというのを垣間見まし

て、逆にこちらもかなり勉強になります。やはり一

方通行ではなく、双方向性の効果があるというのを

自分自身でも体験しておりますので、人とのネット

ワークという点では、個人レベルでのつながりとい

うのは非常に大事だと思いますので、個人的には額

(」ICAの援助資金の金額）というよりは質の方で貢

献できればと思っております。

司会

はい、どうもありがとうございます。

今の 2つのこと以外でも国際協力はなぜ必要か。

最初のテーマですね。どなたかございますか。

野田信一郎 [NCGM 国際医療協力部］

国際医療協力部の野田と申します。

鈴木先生から僕の発言にコメントをいただきたい

のですが、援助とか協力とか、いろいろな考えはあ

ると思いますが、私が国際協力をやっていて思うの

は、人間はやはりそんなに強くないので、何かいろ

いろな問題を抱えた時に、そこにいて一緒に考えて

あげる人がいるということで、ものが前に進むと惑

じています。我々の身の周りでもよく起こっている

ことだと思います。アスリートの方も、どんな トッ

プアス リー トも、 コーチが付きますよね。それだけ

優秀なのにコーチが付く。つまり、優秀な人でも寄

り添ってその人を伸ばしてくれる人が必要である。

今回の束日本の震災で、日本の保健師さんはすご

く優秀だと思いました。やっぱり日本人ってすごい

と。だけども彼女達は色々なものに直面してなかな

か前に進めない。そこに僕たちがいることによって、

少しずつ進んでいくということがありました。一緒

にやっていくということは、どんな優秀な人でも本

質的に必要なんじゃないかなと思うんです。鈴木先

生いかがでしょうか。

鈴木

今、私に何かコメントする必要はない完結した素

晴らしいコメン トだったと思うんですが、そうです

ね、やはり人間の力って、 1人だとどうしても限ら

れていますしね。傍らで客観的に色々なものを見て

くれる人がいるだけで、いろいろな手助けとか、色々

なアイデアとか出てくると思います。

ちょっと話は戻りますが、日本が大変なのになぜ

外人を、みたいな話もありましたけど、その‘‘なに人＂

という考え方が分からない。人としてやっぱり助け

る、そういう観点で考えられないのかなと思います。

僕なんかも、付き合っている子どもはどこの大学だ

ろうが、どこの国だろうが、みんな同じだと。

司会

どうもありがとうございます。

今の質問が大変良くて、結局はパートナーシップ

というか、相手の国に寄り添ってあげることが、も

ちろんそこには専門技術があったりすればいいけれ

ども、そのことが一番大事じゃないかというお話で

すね。国際保健医療協カパートナーシップですね。

国際協力の必要性に対していろいろな根拠が出

てきま したが、そろそろ第 2番目のテーマに移り

ます。日本の国際保健医療協力、特に国際医療協力

部に更に発展していただくためにも、 これからどん

な方法で国際協力をやっていただいたらいいかと



いうことです。

今日は外務省の方や厚生労働省の関係者もおいで

ですので、ここのセンターだけじゃなくて、これか

らの日本の、外務省と厚生省の、特に医療分野のこ

れからの協力について、どんなやり方があるのか、

どんなことをしたらいいのか、先ほどの阿藤さんや

毛利さんの大きなパースペワティブを含めて、自由

に後 20分ぐらいお話をしてみたいと思います。

井上さん、どうですか。井上さんは厚生労働省で

も国際課の補佐をやっていただいて、 WHOの方で

も活躍していただきました。今、千葉県で参事とし

て重要な役割をしています。どうぞ。

井上 肇［干葉県健康福祉部］

千葉県で衛生行政を担当しています、井上と申

します。

昔、尾身先生が WHOにおられた時に、その下

で間近で先生の仕事ぶりを拝見していました。今の

尾身先生の今後の医療協力のあり方ということに関

して、地方行政を担っている視点から 1点問題提起

を致します。

今後のあり方としては、日本が持っているリソー

スを伝える医療協力を考えればいいということで

す。例えば、私は今、千葉県 620万人の人口を抱

えるところで衛生行政をしていて、どんな医療リ

ソースがあるかということを理解しています。例え

ばMDG（ミレニアム開発目標）に協力をしろと言

われて協力する余地は、今のこのリソースでは限ら

れているわけです。AIDS、結核、マラリアという

のは、千葉県の、あるいは日本の今の主要な医療

課題ではないです。それから母子保健といった時

に、千葉県で私が衛生行政を担当していて今一番抱

えている小児保健の問題は、自閉症をはじめとする

発達障害の子どもたちをどうするか、あるいは小児

の ICUをどう整備するか。我々は世界の MDGと

は全く関わりのないところで小児保健の仕事をして

いる。これは日本全国そうです。日本の何百万人と

いう貴重な医療リソースは、今も MDGのコンテ

キス トの下でできることは限られている。そこでこ

こにおられるような、やや日本の医療全体とは少し

離れたところで仕事をする別グループの人がやって

いる。2グループに分かれてやっているわけですね。

とてももったいないと思います。

今後は、阿藤先生がおっしゃったように世界全体

の人口が高齢化していく 。今、千葉県が抱えている、

例えば、がん、脳卒中、心筋梗塞、糖尿病、認知症、

こうした問題を、アジアの人たちもアフリカの人た

ちもまた抱えております。これが、いわゆる日本の

医療の、世界の中でのやや特別な人たちじゃなくて、

千葉県にいる、あるいは日本全国津々浦々にいる何

百万人の医療者が関われる分野になるはずです。日

本は世界で一番の健康水準を誇っている、健康寿命

を誇っている。今、日本が持っている何百万人の医

療者を、そのまま使える形の医療協力を今後はぜひ

考えていただきたい。

今まさに世界全体の ODAのアジェンダのトレン

ドは NCO（非感染症）の方に向かっています。そ

の中で、日本が持っている得意分野を、何百万人の

巳本の医療者が実際に現場で使っているものを、そ

のまま使う形の医療協力をぜひ考えていかなければ

と思います。以上です。

司会

はい、どうもありがとうございます。

今の井上先生は、先ほど阿藤先生の人ロボーナス

と人ロオーナスを踏まえての、今日本で一番の課題

になっている高齢化社会の問題とか、そういう問題

で一生懸命頑張っている リソースをうまく活用すれ

ばいいんじゃないかというお話ですね。大変素晴ら

しいやり方だと思います。その他何かありますか。
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村上 仁 [NCGM 国際医療協力部］

国立国際医療研究センターの村上です。

井上さんの今のご意見の逆バージョンです。東日

本大震災を機に、国際医療協力部が開設して初めて、

国内のフロントを持って日本の地域保健の現状に触

れさせていただく機会を持ち、国内の地域保健の現

場がいろいろな問題に直面しているのを垣間見まし

た。

例えば、東松島市 4万3,000人で保健師さんは

1 1人、直接住民の方々にサービスできるキャパシ

ティは非常に限られています。そこで、保健推進員

さんや民生委員さんなどいろいろな方々の協力を得

て介入をするわけです。 これは、例えばラオスとか

カンボジアの地域保健センターと村内のヘルスボラ

ンティアとのインターフェイスと同じような問題を

抱えていると思うんですね。誰が、何をやって、ど

れだけのサービス効果を生み出すのか。保健医療の

専門家とそうでないワーカーとの間のインターフェ

イスをどういうふうに作るかというような共適の課

題というのが出てくると思います。そう考えると、

お互いがお互いの経験から学び合うというようなこ

とも可能ではないかなと感じています。

司会

私は、井上さんと村上さんのコメントを聞いて、

非常に面白く思った。先ほどからパートナーシップ

というのがございました。日本も稗益するんだと。

毛利先生の話にも随分出てきましたが、いわゆるグ

ローバルと同時にローカルコミュニティの話があり

ました。

私の個人的な経験だと、日本の今回の震災でもそ

うですが、 コミュニティにおけるソーシャル ・キャ

ピタルが他の国に比べて弱いというところがありま



す。毛利先生も、私も、随分土地感があるフィヒ゜リ

ンでは、バスケッ トボールの強いチームを持ってい

るコミュニティ（バランガイ）は非常に勢いがある。

そういう点では、随分日本の今のコミュニティの弱

さというのも、実は外国から多く学ぶところもある

と思います。

日本の持っているものをオファーすると同時に、

今言ったような保健師さん、あるいは保健師さん以

外のローカルコミュニティの人々の力をどう活用す

るのかを学ぶ。この点は、日本は必ずしもまだうま

くいっていないところだと思います。その辺は何か、

島尾先生ございますか。

島尾忠夫 t財団法人 エイズ予防財団代表理事］

バングラデシュにブラックという農村開発をする

グループがありますが、そこが結核の問題について

取り組んでいます。

今、結核の問題というのは薬さえちゃんと飲ませ

ればだいたい治るようなってきているので、医師や

看護師じゃなくて、ヘルスボランティアの人を使っ

て、その人達に然るべき最低の教育を与えて、咳を

している人を探しだし、痰を出させ、患者が見つか

れば多少のお礼を差し上げる。後は薬を 6カ月間飲

ませ、 6カ月間無事に飲めば多少の報酬を差し上げ

る。

このようにヘルスボランティアを養成して見事に

結核を治している実績があります。技術的な指導は、

日本で言えば保健師あるいは看護師の方がやってい

る。医者はいなくても結構やれるという実績を出し

た。だからそういう新しいやり方もあるというか、

それもいろいろな保健問題を考える場合の 1つのや

り方で、基本は人づくり。やっぱり人がきちんとし

ていれば、かなり仕事はうまくいく 。日本が第 2次

大戦に負けた後、あれほどひどい状態から立ち直る

ことができたのは、それなりの人がいて、また新し

い計画体制をやるときには人づくりを新たにやり、

その人たちが中心になって動いたからです。

人づくりの為の教育というのは、ただ知識を教

えるだけじゃなくて、「やる気」を起こさせる教育。

これだって非常に大事なことです。例えば、国内を

含めた結核対策なんかは、普通の公務員の水準をは

るかに超えた献身的なレベルで仕事をやっている人

たちによって支えられているということが言えると

思います。そういう、やる気のある人づくりをする

のが、 一番大事じゃないでしょうか。

司会

はい、どうもありがとうございます。

国内でもやっているやる気のある人を育てるとい

うことを、外国でも行うという意昧では、やはりパー

トナーシップという話が出てくるかと思います。他

に実際の保健医療協力のあり方に関して何かござい

ますか。先ほどの帖佐さんの選択と集中という話が

ありましたが。

松葉 剛 ［東京臨海病院健康医学センター］

束京臨海病院の松葉と申します。

帖佐先生のご発言とちょっと重複するかもしれま

せんが、やはり国内で働いている人たちにグローバ

ルな経験を積ませるということは、日本国内の保健

戦略を考えた際にも重要だと思いました。

今回震災が起きまして私も陸前高田で活動をさせ

ていただいたんですが、やはり海外で仕事をした経

験というのは生きてきます。具体的には、被災地で

の保健情報のサーベイに関してです。被災地では急

性感染症流行のリスクが高いのですが、それを把握

するにはサーベイランスが必要でした。今回は中国

ポリオ根絶プロジェクトの大先輩である聖マリア病

院の浦部大策先生の下で活動させていただいたんで

すが、ともに中国のポリオでやったようなアクティ
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プサーベイランスの必要性を考えておりました。一

部の活動内での実行になってしまいましたが、サー

ベランシステム体制を被災地で作るなんていうアイ

デアも国際保健の現場体験があってこそ思いつくも

のだと感じました。

公衆衛生の基本的な公式は途上国でも日本でも

変わりません。ただ、非平常時の立案・対策・実行

には、さまざまな経験を積み、スキルを蓄積するこ

とが重要なので、今後の国際協力のあり方としては、

国立国際医療研究センターにいるような高い専門性

を持つスタッフを鍛えることもさることながら、臨床

スタッフや一般の保健行政、保健所の職員の方にど

んどん国際保健の現場に出ていただけるような、そ

んなシステムをつくっていくと私はいいのではないか

と感じました。

司会

どうもありがとうございました。

もう少し多くの、行政の人だけじゃなくて一般の

人、あるいは保健師さんなんかにも、もっと外に出

て行ったらどうかという話ですね。その他方法論に

ついてありますか。

竹内 正人 ［東牽ヒューマナイズドケアセンター代表］

母子保健のプロジェクトの短期専門家として携

わっている産科医です。母子保健の場合、途上国で

は死亡率や仕事の効率性の改善が重視され、また、

医療者が偉くなっちゃっていることもあり、お産の

ケアがすごく非人間的なってしまっています。

一方、日本の母子保健は、助産師さんを含めて一

人ひとり丁寧にケアをします。死亡率を下げるの

には寄与しないかもしれませんが、丁寧なケアは 5

年後 10年後のその国の母子保健につながっていく

という経験が日本にはあります。僕は、北海道の羅

臼町という他に産婦人科がないへき地で医師と病

院間をつなぐ医療再生コーディネーターをしてい

ます。その地域には、産科医は一人もいませんが、

すごくいい仕事をしている保健師さんが 5人いま

す。 JICAの研修で来た途上国の医師たちが、その

羅臼町でどのような形で母子がケアされているか

ということを見て学び、かなりエンパワーされ帰っ

ていきました。現地の保健師さんたちもすごくモチ

ベーションが上がった。

また、道束地域というのは医師がいないため、日

本の地域医療やへき地医療もやりたいし国際もや

りたいという若い医師のプログラムに民間病院が

関心を持っています。 2年間そこで働けば、 1年間

は海外に出られるというような仕組みです。私もそ

うですが、国際も関‘いがあるけれども日本のへき地

にも関心がある医療者のためのプログラムを、税金

じゃなくて民間のお金でビジネスモデルとして作

り上げ、国際保健と日本の地域やへき地の保健とを

つなげていくことを、独立行政法人化した国立国際

医療研究センターに期待しております。

司会

かなり重要なポイントですね。今、東北のコミュ

ニティがかなり崩壊して、まさに医療制度やコミュ

ニティをつくるための試行錯誤しているわけです

が、そういうときに外国の知見が適用できる部分も

多分あるかと思います。国立国際医療研究センター

は、今回の震災でも随分協力されているようですが、

今の発言に対してどう思われますか。

仲佐

束松島市で現在も協力を継続していますが、私た

ちの役割は現地の保健師、健康福祉部健康推進課の

支援です。

現場ではたくさんやらなければいけないことがあ

りますので、プライオリティを付けた計画づくりも



含めて支援しています。「リソースが少ない中で、

何から、どれをどうやっていくか」、これは私たち

が国際協力で実際やっていることと全く一緒のこと

です。そういう海外で学んだことを確かに日本で

適用できていると思います。日本国内の保健医療従

事者が国際保健の現場に行って学ぶ意義はあると思

います。

國井 修 [UNICEFソマリア事務所］

どうもご無沙汰しています。今日の参加者の中で

は一番遠いソマリアから参りました國井です。2つ

のコメントがあります。1つは東日本大震災のこと

です。国際協力の経験があり今回被災地に行かれ

た人の中で、「こんなに資源がある国で、なぜ緊急

支援がこんなにうまく行っていないのだろう？」と

思った方はかなりいると思います。私もそのひと

りです。災害医療としては、阪神淡路大震災以来、

DMATも含めてかなりの準備、制度ができました。

ところが公衆衛生に関してはどうでしょう。現場で

貢献できる人材が少ない。私は宮城県の災害医療ア

ドバイザーとして、全国の公衆衛生の専門家に「と

にかくすぐに現場に来て、被災した市町村の中で現

場の行政を支援して、公衆衛生対策の優先順位を決

め、これからの公衆衛生対策計画を立てて欲しい」

とsosを送りましたが、来てくださったのは 5人

だけです。医療では大変多くの方々が来ましたの

1こ・・・ 。

また日本の「公衆衛生」と、世界で言う「パブリッ

クヘルス」との間に大きなダイナミズムの違いがあ

ると思うんです。社会における健康問題をいかに解

決していくのか。実践として、行動として。この辺

を日本でも考えないといけないのではないか、と感

じています。 この国立国際医療研究センターには、

私も以前お世話になりましたが、元々途上国におい

て、いわゆる病院型の医療協力から始まり、それだ

けでは足りないということで、パブリ ックヘルスに

入り、プライマリーヘルスに入り、ディストリクト

ヘルスをやり、最近では保健医療政策作り、保健シ

ステム強化なども支援していると理解しています。

現場にいると、「患者の治療だけじゃ駄目だ、保健

医療システム全体を考えなければいけない」と気づ

く。我々はそうやって育ってきたと思うんです。災

害と言うと日本の中ではその支援としてすぐに＂災

害医療＇を考えるが、個人の治 療だけでなく、集団

の健康影響を最小限に抑え、予防するという意昧で

の災害公衆衛生についてはほとんど論じられていな

い。災害時におけるパブリックヘルスを考え直す時

期にきていると思います。

もう 1つは、今後の国立国際医療研究センター

の展望です。開発途上国では近年ニーズもかなり変

わってきています。欧米の途上国支援を見てみると、

「自分達はこれができるから、これをやろう」では

なくて、「これが必要だから、これをやろう」とい

うものです。途上国のニーズに応じた人材育成をし、

援助資金も現場のニーズに応じて柔軟に投入するこ

ともある。この辺は、日本もマインドセットを変え

る必要があると思っています。

また、やはりプロジェクト型ではなくてプログラ

ム型の支援への移行が重要です。ひとつ、ふたつの

プロジェクト型支援で 5歳未満死亡率を下げたり妊

産婦などの意識・行動を変えたりするのは困難です

から、調査団を送ってプロジェクトを作るのではな

く、その国と長く向き合いながら現場でニーズや支

援ギャップを把握し、必要な保健医療政策を現地の

人々と一緒に考え、その中で保健医療プログラムと

してどのような貢献が日本としてできるのかを考え

る必要があると思います。そして必要なところに柔

軟に資金を投入していく。現場にいると、 このよう

な援助をしていかないと現地への貢献度という意昧

で欧米との差がどんどん開いていくように思えてな
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りません。国立国際医療研究センターには、こうい

う方向で日本の保健医療援助政策の改善も含めて、

どんどん活躍していって欲しいです。また、国立

国際医療研究センターには、 PPP (Public Private 

Partnership)、特に NGOと協働にも取り組んで

もらいたいです。日本の NGOsもかなり育ってい

るとは思いますが、欧米の NGOに比べるとサー

ビス提供に関しても、政策・戦略への貢献度に関し

ても、レベルにかなりの差があると思っています。

NGOsともどんどん協力して、その人材育成やサー

ビス提供を一緒にやってもらいたいです。更に、企

業との連携です。ボーダフォンを一緒に連れて行っ

て、アフガニスタンの復興に役立てている例など、

イギリスにしてもアメリカにしても営利企業との連

携協力という意昧ではかなり戦略的になっていま

す。自転車を使って川の水から飲料水を作り出すな

ど、日本企業は素晴らしい技術をもったところがた

くさんありますので、是非 PPPを進めていって欲

しいです。

三好知明 [NCGM国際医療協力部］

国際医療協力部派遣協力第 2課長の三好と申しま

す。

我々は小児科や産科など純粋な医療の技術協力以

外に、最近では援助協調や調整なども重視しており

ます。今回の東松島の経験でも、たくさんの援助団

体や縦割りの地域行政をどうすればうまく調整して

いけるかが求められ、海外でのそういった経験が非

常に役立ちました。このようなマネジメント能力を

より強めていけば、海外でも国内でも今後更に活躍

できるのではないかと思います。

小林 潤［長崎大学大学院国際健康開発研究科准教授］

国立国際医療研究センターから長崎大学に出向

しています、小林です。

毛利先生の発表と鈴木先生の発表に共感して 1

つコメントしたいと思います。「人間環境というの

は 1つの環境だ。」との先生のご発言にとても共感

します。

京都の総合地球研究所というところの研究メン

バーでもあるのですが、研究所の中に行くと、ヘ

ルスをやっている者は異端児として見られ受け入

れてもらえない。ヘルスと環境はいつも対峙関係

になってしまっており、何とかしなければいけな

いと感じております。先週国際保健会議に出まし

たが、一番脚光を浴びたのがスポーツで、「ヘルス

をプロモート しかつ教育もプロモートする。」とい

うのが強調されていました。ヘルスというよりも

ハピネスに動いている。スポーツの力にもっと目

を向け、ヘルスにつなげる対策を打ち出したらど

うかと思っています。

蝋山はるみ ［国際協力実践家］

国際医療協力部の先生方と」ICAが支援する 「束

北ブラジル健康なまちづくりプロジェクト」に参加

させてもらいました。これから世界に出ていく企業

がたくさんある中で、企業の方々はなかなか広い視

点でその国のことを見にくいと思います。ちょっと

突拍子もないかもしれませんが、国立国際医療研究

センターの先生方の経験をそういう企業の方にお話

ししてはいかがでしょうか。広い視点をその方たち

と共有できて、それがいろいろな分野の方の参画や

活動していくときのヒントにつながっていくのでは

ないかと思います。

司会

はい、どうもありがとうございます。

そろそろ第 3テーマ、若者へのメッセージに行き

たいと思いますが、その前に、私から国立国際医療

研究センターヘの提案があります。さっき國井さん



が、プライベートセワターも含めもう少し多くのプ

レイヤーを巻き込み、オープンにやったらどうかと

のご提案ありましたが、私も大賛成です。それと関

係して、私の提案は、選択と集中が求められる中も

う少し大きなピクチャーを描いてオールジャパンで

やっていこうというものです。外務省や厚生労働省、

あるいは JICAと市民や保健師が一緒に ODAを

行っていく。このような ODAのあるべき姿を提案

していくイニシアティブに関しては、国立国際医療

研究センターは適している組織だと思いますので、

関係団体と協力してそういうことをやっていただけ

ればと思います。

時間が迫り後 10分ちょっとしかありませんが、

3つ目のテーマに行きたいと思います。どうも若い

人が内向きになっている。彼らを刺激する、あるい

は若者の気持ちを少し鼓舞するような方法あるいは

メッセージをお願いします。

紀伊國 献三［公益財団法人笹川記念保健協力財団理事長］

紀伊國でございます。

私の財団は、過去この場所で、医学生の方々を国

際協力に向かわせるにはどうしたらいいかという会

合を持たせていただきました。国内のハンセン療養

所や結核研究所などで途上国の保健問題を勉強して

もらい、そのあとフィリピンに 10日間行かせ、実

地体験学習をしたわけです。」ICAやNGOのプロ

ジェク トを訪問させ、尾身先生にも講義をしていた

だきました。学生たちは非常に感激するわけです。

このようなことを 15年間、毎年 20名で実施し、

同窓会は 300名に達しました。その中のいく人か

がWHOや厚労省国際課で働くようになりました。

チャンスを与えることは非常に大事だと思います。

またやって欲しいと言われています。この人材育成

プロジェク トを是非、国立国際医療研究センターで

もお考えになるといいと思いますし、国立保健医療

科学院や大学などでも是非ともお考えいただければ

と思っております。

学山裕記 ［日本国際協カシステム］

本日は、貴重なシンポジウムをありがとうござい

ます。現在日本国内の医薬品流通企業に勤めており

ます学山裕記と申します。

私は現在 25歳で国際医療協力部さんと同じ年で

すが、若者の 1人として是非海外に行きたいと思っ

ております。イ可で ODAをする必要があるのかとい

う話に戻ってしまいますが、例えば、日々飲んでい

るコーヒーは途上国の方にお世話になっているじゃ

ないかと思います。それを少しでも返したい、また、

楽しい生活を作りたい、そういうピュアな感情があ

ります。尾身先生もおっしゃいましたように、日本

のプレゼンスが日々下がってきている中で、国民と

して何ができるのか。例えば、イギリスなんかです

と途上国の方々を大学院に招いて、将来それぞれの

国で重要なプレイヤーとなってもらい、パートナー

シップを構築していると思うんですね。日本もそう

いう活動をするのは非常に重要だと思いますし、そ

んな活動に私も飛び込んでいきたいと思っておりま

す。現在、青年海外協力隊に応募している最中で

す。今後ともそういうような活動を続けていきたい

と思っております。そういうような 20代の者もい

るということをご存じいただければと思います。

田村農光 [NCGM国際医療協力部］

国際医療協力部の田村と申します。

国際医療協力部には医師のほか、看護職も配置さ

れております。近年、看護教育の中で統合科目とい

う科目が新設され、大学や専門学校等は国際看護に

関する授業を取り入れています。私どもは大学や看

護学校で講義を行っておりますが、彼らの国際保健

医療協力に関する興昧、目の輝きというものを見る
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ことによって、我々自身のモチベーションにもなっ

ております。先ほど協力隊に応募されている方がお

られま したが、日本全国に国際保健医療協力に興昧

を持つ若者は大勢いらっしゃるのではないか、とい

う印象を持っております。

司会

はい、どうもありがとうございます。

そろそろ時間も迫ってまいりましたが、パネリス

トの方で若者へのメッセージありますか。

阿藤

ちょっと観点が違うかもしれませんが、つい最

近 UNFPA国連人口開発基金束京事務所長にお話

を伺ったのですが、色々な支援が各国からバラバラ

に入っていたのではとても効率が上がらないし、無

駄が多いということで、バスケット方式を導入して

全体を調整しながら進めていくと。そういうのが主

流化している中で、日本はその中に入っていないん

じゃないかと。そういう印象を語っておられました。

1つの理由は、おそらく」ICAの方針もあるでしょ

うが、専門を持っていて英語ができる人材が少ない

んじゃないかと思います。

専門的なことも理解していて英語ができ、海外で

色々と発表できるとすごくいいと、私自身も感じて

いました。そういう人は非常に少ないですね。おそ

らく他の分野でもそういうことが多いんじゃないか

なと思っています。そういう人材をもっとも我々は

育てていく必要があると思います。

毛利

若者が外国へ出たがらなくなっている風潮は私

も感じておりますが、アウ ェーで活躍したい志を

持つ者がいなくなったわけではありません。むし

ろ出ていく時の仕組みや工夫が大事なんだと思い

ます。キーワードとして、アクションリサーチと

アクティブラーニングがあります。参加型開発の

研究バージョンがアクションリサーチ、教育研修

バージョンがアクティブラーニングです。既にあ

る研究体制や教育研修カリキュラムの中で、若者

が参加し、活躍しやすい仕組みへと見直していく

べきだと思います。

早
稲
田
大
学
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間
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鈴木

私は、やはり海外に行きたい若者はいると思いま

す。ただ、 1年、 2年向こうに行って、帰ってきた

後どうなるのかという不安があると思うんですね。

海外を見た時、民間にいた人が政府に入ったり、政

府に入った人が大学に入ったりと、そういう移動が

うまく行われているなと思いました。

ですから、行ったはいいけど帰ってきたらポジ

ションがなくなっているとか、帰ってきた時にどう

するのかとかではなく、システム的にもっと移動性

があると若者ももっと海外へ行きやすいんじゃない

かなと思います。

仲佐

私は実際に若い人と一緒に活動をやっています

が、彼らは英語もでき知識もあります。ただ、日本

では学生の時まではいいんですが、看護師職員も含

め医療関係の場合卒後の研修があります。その期間

は、行く時間も機会もなかなかない。「出たい？イ可

ばかなことを言うんだ。」となってしまう。そうで

はなく、そういう時期だからこそ行ったほうがいい。

若い時に出ていけてかつ興昧を継続するというよう

な仕組みが絶対必要です。

今、巳本の地域医療は、若い人が研修に来ないの

で困っている。看護師もいない。保健師もいない。

外国にいた人が日本に帰ってきて 1年働く。 1年働

いてまた外国へ行く 。そんな仕組みができないとい

けないと思います。

司会

はい、どうもありがとうございました。

そろそろ時間になりましたので、まとめの代わり

に、私の感想を述べて終わりにさせて頂きたいと思

います。

今、日本の国内は大変な岐路に差しかかっている

と思います。今日の「国際保健をどうするか」とい

う話と、 「国内をどうするか」とういう話とは、一

見全く別の話だと言えますが、私は根が一緒だと思

うんです。日本の社会が非常に今硬直化していると

ころもあり、やるべきことは分かっているんだけど、

なかなかできない。国際協力にはいろいろなノウハ

ウや方法があるのに、財政難など色々な難しいこと

があり、なかなかそこから新しいものに行けない。

最終的には、若い人たちがどうするかという話に

なってくると思いますが、好むと好まざるに関わら

ず、日本は他の国と連携して仲良くしてパートナー

シップを取らざるを得ません。英語ができようがで

きまいがもうそうせざるを得ません。いろいろなこ

とが考えられますが、国立国際医療研究センターは、

国際医療協力部のあり方を論じるのと同時に、仲佐

さんや鈴木さんがお話になったように、「外の文化

があるんだ。海外に人々がいるんだ。」ということ

を早いうちに、なるべく多くの人が味わう、経験す

る、いわゆるアーリーエクスポージャー （早期体験

学習）が大切です。

いくら本で読んでも講義を聴いても駄自で、「あ

あ、違う人がいるんだ。自分たちとは違う考えで、

その人たちも同じ人間なんだ。」と分かるとことが、

単に何かを与えるとかそういう技術的なことではな

くて、先ほどのパートナーシップに必要なオープン

な人間性を作っていく。英語なんかはやっていれば

自然と身に付いていきます。そういう大事な役割を

これからも国立国際医療研究センター国際医療協力

部が果たしてくれることを期待しつつ、今日の討論

会を終わらせていただきます。皆さん本当にどうも

ありがとうございました。パネ リストの方もどうも

ありがとうございました。ディスカッションヘの参

加どうもありがとうございました。
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国際医療協力部門開設25周年を祝つて
............................................... ........... 

自治医科大学学長

国立国際医療研究センター名誉総長

高久史麿

国際医療協力部開設 25周年おめでとうございます。

私が国立国際医療研究センターに在任したのは 1990年から 1996年までの 6年間 (1990年は束京大学との併任）で、

国際医療協力部が開設されてから 4年目という計算になる。しかしその頃から国際医療協力部は ODAの保健医療分野

の牽引役としての地位を確立しており、特に海外活動の面で目覚しい成果を上げてきていた。

私が就任当時、国立病院医療センターと呼ばれていた現センターは 1993年にナショナルセンターとなり、その際名

称も国立国際医療センターと変更したが、固際医療協力部の存在とその活動が上記のような名称になった大きな理由で

あったと考えている。尚、その時国際医療協力部は国際医療協力局となったが、 2010年の独立行政法人化に伴い、元

の部になったと理解している。

私自身のことを申し上げて恐縮であるが、国立病院医療センター（当時）に就任した 2年目の 1991年の 5月に国際

医療協力部の海外活動に直接触れたいと考え、ボリビアを訪れている。本文を書くために慌てて古い日記帳を探し当て、

1991年 5月 11日から 15日までのボリビア滞在の足跡を思い出してみた。

勿論私一人でなく、我妻尭部長、長谷川敏彦課長、牧玲子看護部長等と一緒であった。ロスアンジェルス経由でリオ

デジャネイロに着き、再び飛行機を乗り換えて、サンタクルスに到着した。その間の飛行時間は延べ 24時間、途中の

ロスアンジェルス、リオデジャネイロでの待ち時間を入れると言t33時間の長旅であった。改めて医療協力部の方々の

ご苦労が痛感された。飛行場では JaponesHospitalのサルドバ運営委員長、ロメロ院長等の出迎えを受け、ホテルに

チェックイン、 12日に早速医療協力部の援助の対象となっていた」aponesHospitalを訪れ、病院のスタッフや海外

協力隊の方々とお会いして話を聞いた。翌 13日も朝早くから病院を訪れて病院内を見学、その後サンタクルスの JICA

オフィス、領事館を表敬訪問、再び病院に戻り運営委員会の報告を委員長のサルドバ医師から聞くも、その内容が散漫

なのと日本からの専門家のことについて何も触れないのにやや腹が立った。昼食後、現地の州知事、市長、市議会議長

と会ったが、どんな話をしたのか私の日記には記載されていない。同日 」ICA、領事館の方々と日本式の夕食をとり、

14日は再び」aponesHospitalを訪れ、ロメロ病院長の話を聞いたが、適訳の日本語がおぼつかなく、もどかしい思

いをした。その後」aponesHospitalの周りの病院の院長が多数集まり、彼らの病院も JaponesHospitalと同じよ

うに」ICAから援助をしてくれと一斉に頼まれて参った。昼食後サンタクルス開発会社総裁、並びに proSanta Cruz 

Committee（振興協会）の会長を訪ねた。2人からは午前中の病院長等との会合と同じように他の病院への援助を要請

された。夜は私達視察団主催のパーティを開き、その後橋口氏、長谷川氏、佐久間氏、領事等とカラオケバーに行き日

本の歌を歌った。因みにそのカラオケバーの経営者は韓国人との事であった。 15日にボリビア航空の飛行機でサンパ

ウロに行き、若い時に東京大学に留学された旧知の津野夫妻の出迎えを受け一緒に昼食をとったが、ボリビア航空の飛

行機がサンパウロに遅れずに定刻に着いたことに津野夫妻は驚いておられた。その後シカゴに行き、私が留学時代に知

り合った方々と会い、 1泊して 17日に成田に着き、私の医療協力部の海外活動の現場への視察は終わった。

以上、私のささやかな体験談を書かせていただいた。しかしこの体験は国際医療協力部の広範な活動の極一部を垣間

見させていただいただけで、私が国立国際医療センター（当時）を辞任した 1996年以降、国際医療協力部が更に発展し、

海外活動のほか、人材育成活動、国際保健ネットワーク、国際医療に関する研究活動、国別保健情報の提供、セミナー、

国際カンファランス、国際保健基礎講座の開催、東日本大震災への医療支援等、様々な活動を行っておられることが国

際医療協力部のホームページからうかがうことができる。国立国際医療研究センタ一国際医療協力部が我が国の保健医

療分野の国際協力の中心となっていることは万人の認めるところであり、 25周年を迎え、今後更にその活動の幅を広

げることを強く期待している。



25周年を記念して
................................................................................ 

国立国際医療研究センター名誉総長

矢 崎義 雄

国立国際医療研究センターの国際医療協力部がこの度、創立 25周年を迎えられ誠におめでとうございます。心より

お祝い申し上げます。この間、保健医療分野でわが国の国際的な活動に大きな貢献を果たされてきました。開発途上国

での保健医療のレベル向上に、現地での第一線に立った草の根運動ともいえるセンター職員による活動は、国際的にも

高く評価されてきました。特に、ポリオのワクチン普及と記憶にも新しい SARS対策では大きな役割を果たされました。

私は大学から、 1999年 4月に固立国際医療センターの病院長として赴任しました。他のナショナルセンターは、そ

れぞれ疾患に基づいた高度専門医療の研究と教育、そして診療のわが国の拠点となることをミッションとして設立され

たところですが、国際医療センターは、国際医療協力に注目したナショナルセンターであるため、本来の研究、教育、

診療といった分かりやすい活動内容になっていないこともあり、残念ながら一般的な認知度は必ずしも高いとはいえな

い状況でした。まして、 ODAの資金が直接国際医療センターに来るのではなく、外務省所管の JICA（現独立行政法人

国際協力機構）に一度支給され、そのプロジェクトのもとで実施されたことから、主たるミッションである海外保健医

療事業すらも国際医療センターの活動として外に見えてこないこともあって、その広報不足を痛切に感じました。特に、

長年にわたって開発途上国、中でもチベット自治区など広大なへき地を含む、中国におけるポリオワクチンの普及とそ

の克服に大きく貢献したことに対する評価も」ICAの事業として、さらに継続的に活躍してきた医師を中心としたスタッ

フも JICA職員として紹介されたことに、旧泥たる思いを強くしました。今後は、国際保健医療分野における活動の見

える化を行い、社会にその活動をアピールしていく必要があると思います。

さらに、折角実績を重ねて国際医療協力部から国際医療協力局に昇格して、これを支えるスタッフの充実も着実に進

めてきたところですが、天下り抑制という政府の方針により再び国際医療協力部に格下げされたことは、センターの最

も重要なミッションの位置づけが軽視されたようで、残念でなりません。今後わが国もさらなるグローバル化が進展し

て行くものと予測されますとともに、世界がわが国の果たす国際貢献に期待するところもますます大きくなるものと思

います。その中で、国際保健医療分野は中核的な役割を担うものと思われます。その重要性を関係省庁の方々が再認識

され、従来の位置づけに復活されますことを願って止みません。

2002年冬に中国広束省で発症したとされる重症急性呼吸器症候群 (SARS) は、 2003年にはまたたく間にアジアを

中心に世界中に感染が拡散しました。新型のウイルス性肺炎として致死率も高く、世界を震撼させたところです。わが

国も防疫体制を整えるべく、海外から患者が入国した際の受け入れ態勢の整備が国際医療センターに要請され、 P3レ

ベルの陰圧無菌治療室を含む隔離病棟が新設されました。幸いにも活用されることがありませんでしたが、このような

国家的な健康被害者に率先して医療支援を行うミッションが果たされたことを示すことができました。一方、ベトナム

では海外医療協力で、感染症予防のガウンテクニックの技術移転を行っておりましたので、患者発生時に感染が広まら

ないように提携していたバックマイ病院に感染者をすべて収容することにより、市中感染を防御して大きな貢献を果た

しました。WHOはWPRO（西太平洋保健機構）の果たした活動によるものと報告したが、実際にベトナムと北京での

最も恐れていた市中感染を貝事に防止したのは、当時の国際医療協力局と病院のスタッフによる長年にわたる医療協力

とガウンテクニックを中心とした感染予防のための技術移転が大きく貢献したものと自負しています。

国際保健医療分野でのさらなる貢献への期待が寄せられていることから、皆さんのますますのご活躍を心よりお祈り

申し上げます。

079. 
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国立国際医療研究センター名誉総長

笹 月健彦

国立国際医療研究センター国際医療協力部設立 25周年を寿ぎ、心からお祝いを申し上げます。重要な国の使命を帯

びて、数々の困難を乗り越えながら課題に取り組み、これを解決し、多大の貢献をされた歴代の局長はじめ全職員の皆

様に改めて敬意と惑謝を捧げます。

2002年の SARS勃発に際しては、当時の矢崎義雄総長がSARSウイルスの猛毒性が喧伝される中、国の要請を正面

から受け止め、日本の代表として豊島久真男博士とともに北京に赴かれました。帰国後はガイドラインを遵守して、家

族を含め外部の人達との接触を断ち、当センターに設置されたばかりの特定感染症病棟にて 1週間を過ごされました。

また国際医療協力局の小原博先生が、 SARSの蔓延措置に園際的に大活躍されたことは衆目の一致するところです。

このような中、 SARSを中国と強力なスクラムを組んで克服しようとする研究プロジェクトが2003年、国（財務省・

厚生労働省 ・文部科学省）主導でスタートし、国際医療センター研究所が中心となって大型プロジェクトの 1つを担当

しました。まず国際シンポジウムを研究所で開催し、中国からは当時中国科学院副院長の ZuChen博士（現在、 中国

衛生部部長）、中国医科学院長の LiuDupei博士をはじめ、感染症、免疫、ゲノム、タンパク構造、化学合成などの第

ー級の研究者を招へいし、熱気を帯びた会となりました。 これを契機として研究所では、 SARS感染診断キット、 SARS

ウイルス中和ヒト型抗体の作成に成功しま した。このプロジェクトを軸として中国との熱い交流がスタートしました。

国際医療協力局は国内の災害に際しても大きな力を発揮して来ました。 2004年の中越地震に際しての国際医療協力

部の活動の成果は、当時の近藤達也病院長によって記録としてまとめられております。「被災地にこれから出発します」

と総長室に挨拶に来た協力局チームの中に、 一見したところ良家のお嬢さま育ちと思わせるような若い小児科医がいま

した。このような人が厳寒の被災地で大丈夫なのだろうかと一瞬危惧しま したが、 10日後に任務を終え挨拶に来た際に、

一度も屋内で寝たことはなく、風呂にももちろん一度も入っていないという状況下での、強い奉仕の精神と医師として

の責任感あふれる活動の報告を聞き、深い感銘を受けました。勿論、もっと過酷な状況の中、支援を必要とする世界各

地で年余にわたって活動を続けている大勢の国際医療協力部の人々が、わが国の国際医療協力を支えていることは論を

侯たないところです。このようなプロフェッショナルとしての知識 ・技術に加え、強い責任感と奉仕の精神を兼ね備え

た人たちが身近に存在することが、当センターの大きな強みであると思います。それは当センターの病院としての高い

評価ー診療を受けた人々とその家族の方々から多くの感謝の言葉と賛辞をいただいたことの基盤の 1つにつながってい

ると強く感じました。

ロックフェラー氏の寄贈で設立され、 中国第 1位の医科大学となった北京協和医科大学が創設 90周年を迎え、その

式典に招かれました。式典の当日は創始者の孫であるロックフェラー三世が主賓として挨拶され、一世の胸像と同じポー

ズで写真に納まっていました。その胸像の台座に philanthropyという語が刻まれていたので、その意味を三世に伺うと、

charityというような意味だとのことでした。 philanthropyという単語の造りからみてチャリ ティー （慈善）よりは人

類愛の方が適切と思う旨を伝えたところ、確かにその方が祖父の気持ち、自分の気持ちに合うといわれました。

国際医療協力の原点はこの人類愛としての philanthropyであろうと思います。設立 25周年を迎えた国際医療協力

部が人類愛をその理念とし、病院、研究所とともに総合的に「地球上の全人類が皆、心身ともに健康、安全、安寧で、

文化的な生活を享受出来る社会（ユートピア）」を達成する、という夢へ向けて、存分の力を発揮されるよう期待します。



25周年を迎えて
................................................................................ 

初代国際医療協力局長

我妻尭

1986年 10月に国立病院医療センター内に国際医療協力部が設立されてから早くも 25年が経過したことは誠に感慨

無量であるとともに関係者の方々に心からお祝いを申し上げたい。筆者は初代の部長として 7年間、次いで協力局長と

して 3年間、合計 10年間勤務した例外的な経歴を持っている。従って、その長い経験や心情を短い文章で表現するこ

とは殆ど不可能に近い。

定年退職した後、厚生省の外郭団体である国際厚生事業団(」|CWELS)に籍を置く傍ら 2006年 10月に「保健医療

のODA一陰から光ヘー」という本を勁草書房から出版した。題が堅すぎたのか、内容が面白くなかったのか、残念な

がらあまり売れずまもなく絶版になってしまった。今でも中古書は入手可能なので興昧のある方はお読みいただきたい。

わが国で最初に国立病院内に創設された協力部発足の理由からそれに関連するすべての苦労話、手掛けたプロジェクト、

視察した 」ICAのプロジェクトの問題点や評価内容など詳細に述べられている。

たまたまこの本の最終章に「官僚依存型国際協力の問題点」と題して当時の国際協力局の現状を見てそれから感じた

不安と将来の問題点、小生の危I'具を記述した。その内容は現在の協力部にもそのまま当てはまると思われるので取捨選

択してここに再記述し、協力部の将来に対する小生の警告としたい。

「官僚依存型国際協力の問題点」というのは、「厚生省出先機関としての国際協力部の問題点」と言い換えることも出

来る。官僚は破廉恥罪でも犯さない限り辞めさせられることはない。同じく官僚はその省内及び関連組織内で転勤をし

なければ出世出来ないといわれる。このような数年毎の職場の転勤及び年功序列という公務員の制度・ 慣習は見方を変

えると国際協力部の職員 ・人材にとっては極めて不適切な制度 ・慣習であると言わねばならない。当時は JICAでも職

員が役人的に数年毎に変わるので、途上国にプロジェクトで派遣されている専門家にとっては、様子が分かった頃に本

部の担当職員が交代することに対して常に不満があった。協力部や局が設立された後は担当国内委員会のメンバーが必

ずセンターにいて常にバックアップしていたから問題は少なくなった。

国際協力は息の長い仕事で、担当の責任者も最上級の管理者も短期間で交代するわが国の官僚制度には馴染まない。

相手国に対して「持続可能な開発 (sustainabledevelopment)を心がけるべきである」と要求しておきながら、現在

のごとく協力側、援助側の責任者が 2~3年毎に交代する制度を根本的に改変しなければわが国の国際協力は順調に行

われないと思われる。国際協力部が設立され部長に任命された時には、病院内に臨床研究部という部が存在したので問

題にはならなかったが、病院がセンターに格上げされ部が局になると、「局長職は指定職で行政職の者がなるもので我

妻のような医療職は院長以外の指定職にはなれない」と人事院からクレームがついたという。このような身分 ・しきた

りには関係のない環境にいたのだが、「余人をもって代えがたい」からというこれも役所的表現でそのままとなった。

著者は協力部設立から約 7年間部長を務め、病院がセンター化し部が局になってから約 2年半局長として合計約 10

年間勤めるという例外的存在だったからその継続性によって局の設立に成功したのだと信じている。

小生が定年退職した後の 10年間に 6人（著者を除く）の局長が交代し、最近では理由も良く判らないうちに局は部

に格下げされた。著者でさえ在職していた閻に関与していたプロジェクト全体の数分の 1しか内容を把握していなかっ

た。局長が 2~3年で交代するのであれば、局が担当しているプロジェクトのどれだけの数の実情を理解可能か、考え

ても絶望的になる。現場で働く協力課貴にとっても折角事情を分かってもらえても、次の段階で最高責任者が交代する

ようでは士気に関係するのではないか。せめて派遣協力課に勤務したベテランを次長職にでも採用して、出来るだけ長

い期間在任させるような工夫をしなければ将来の協力部の活動には陰りが出てくる気がする。センターは最近独立行政

法人化したので、政府による規制が緩和されこれらの点が改良進歩することを切に望むものである。国際協力の場合に

は政府の様々な規制がない方がかえって活動しやすい場合が多いと思われる。
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国際医療協力部25周年に寄せて
................................................................ 

国際医療協力部が 25周年を迎えられ、誠におめでとうございます。

元国際医療協力局長／自治医科大学客員教授

公益財団法人視田医学奨学会理事長

古田直 樹

その歴史の 1ページに関わった私自身にとっても誠に嬉しく思う次第です。創設以来、早くも四半世紀が経ち、当初

はまだ開発途上国と言われた中国やインド、プラジルなどが経済力を著しく強化し、最近では世界経済を動かすまでの

大きな市場に成長しました。先進国だけで行われてきた G7、8の主要国首脳会議はすでにその役割を終え、新興国を

交えた G20といった新たなサミットが必要となり、政治経済に大きな影響力を持つようになってきています。

しかし、相変わらず全人類の 4分の 1以上の人々が貧困に苦しみ、中国、インドなどでは貧冨格差が見られ、食の安全・

栄養問題などは決して解決されたとは言えず、それらの国での健康問題への取り組みは政治的には不十分と言わざるを

得ません。世界規模で情報が共有できる社会になり、西欧の民主主義から学んだ市民運動がインターネットを通じて若

者たちの共感を集めて政治不満を爆発させ、チュニジア、エジプト、リビアなどのアラブ諸国で長く続いてきた強権的

政治を打倒するまでに至っています。このような地球規模の経済 ・社会変化の中での課題解決には、 G20にアラブ諸国

などの開発途上国を含めた首脳会議の重要性が次第に高まっています。

すなわち、異なる経済圏の、健康問題を含め地球環境、エネルギー、農業・貿易問題などのグローバルな課題への議論は、

まずG20の先進国と新興国の代表者間でなされ、その上で国連の場で対処方針がまとめられる形になりつつあり、グロ―

バリズムの行き着く先は国連中心主義へと向かっているように思われます。

ここで私が関わった、国際医療協力局（以下、局）の発足当時のことを今日的な世界の変容に鑑みて一端を述べたい

と思います。 1995年当時、わが国で次第に増加したエイズ患者さんへの治療システムを国としていかに構築するかと

いう 10年来の政治的課題解決において、国立国際医療センターがわが国のエイズ治療センターと位置付けられ、国連

のエイズ対策機関と連携して治療 ・研究を進めることとなりました。その中で、 一例としてタイでの母子保健協カプロ

ジェクトでは、予防を含めたエイズ対策が中心となり、関係機関と連携してプロジェクト推進に努めました。その他の

公衆衛生プロジェクトにおいてもエイズ対策は含まれ、感染症 ・衛生教育プロジェクトとともにエイズ患者救済の意

識改革にも一定の効果があったと思われます。ほかにも、北アフリカの感染症調査やマダガスカルの保健プロジェク

ト、母子保健プロジェクトにおいても進められました。 一方で、当時の国際協力分野における感染症への取り組みは、

WHO主導による、中国を含むアジア地域におけるポリオ撲滅作戦への参加であり、局もその支援に積極的に取り組み

ました。

次に思い出されるのは、保健医療分野における人材育成です。母子保健や公衆衛生政策の向上に結び付き、インドネ

シア、パキスタン、ネパール、カンボジア、ブラジル、ボリビアなどで保健政策の推進とシステム構築を目指す中で種々

試みられました。一例を挙げると、 インドネシアのスラウェシュ島での地域保健強化プロジェクトがあります。現地唯

ーの公衆衛生大学院の協力を得て 2年間の特別修士課程教育コースを設け、島内全ての保健所長を対象に保健データ

の分析 ・評価法、さらには政策の企画・立案の実践知識の学習を行ったのもので、脱落者なく成功裡に終了し、参加者

全員から喜ばれ、インドネシア政府からも大いに評価され国全体への波及効果もあったと聞きます。そのことを当時の

JICA関係者・大使館の方々や局の仲間とともに喜んだことが記憶に残っています。このようなプロジェクトの推進には、

国際機関と連携して知識や経験を重ねることが不可欠との認識から WHOのみならず、ユニセフや世銀、そして米国最

大規模の NGOである MSHなどとの連携の中で推進できるよう私としては努力したつもりです。また、私が「巳本国

際保健医療学会」の会長を務め巳本感染症学会と合同でセンターにて学会総会を行ったこと、日本国際保健医療学会の

島尾理事長を委員長として「国際保健医療学」の分野で初めての教科書とも言うべき本を出版したことが思い出されま

す。これらは、スタッフ全員の力に支えられて出来たことであり、ここで改めて感謝を申し上げる次第です。

さて一方では、以前より湾岸戦争、アフガニスタン、バキスタン、イラク、さらにはイエメン独立やカシミールを巡っ



ての民族紛争は続いており、私の在任中にセルビア、ボスニア、ヘルツェゴビナで起きた紛争は特に悲l参で子どもや女

性を標的とした殺蓼切が行われました。破壊された小児病院などの保健施設の復旧支援のプロジェクトにもスタッフを派

遣し、難民たちに避難キャンプでの保健対策を国際機関と協力して対応しました。また、特異な事件としては、国の指

示で局が医療チームの派遣を続けたペルーの日本大使館人質事件があります。占拠したゲリラ集団は全員死亡し、多く

の人にトラウマを長く残したけれども日本から派遣された医療要員には 1人の怪我人もなく、 126日間を経て人質解放

作戦は解決しました。ほぼ毎朝、現地からの電話での報告に不安と安堵を感じながら仲間を激励しました。人道的立場

を貫き冷静に対応しながら医師 ・看護師延べ 40名の医療チームを派遣した局の全員に対して、終了後に当時の小泉厚

生大臣より心からの労いの言葉をいただきました。

さて、今日の世界清勢の変化を見つめる時、これからのわが国の ODAによる保健・医療協力の向かうべき方向性と

いうものが少し覗えるような気がします。今後も ODAによる国際協力の健康弱者救済と貧困の撲滅に対する有用性と

目的は変わることはないと思われますが、実践方法としてば清報の収集と活用、国際協力における連帯と役割分担など、

幾つかの視点で見直すべき点は少なくないと思われます。これまで積み重ねた多くのノウハウをこれからの国際保健医

療協力に積極的に活用する必要があります。第 1に各国が抱える保健 ・医療上の困難な課題を解決する上で情報収集体

制を整え、最大限「オーダーメイド的デザイン」を作りノウハウを効率的に活用することです。第 2には、食糧確保、

栄養管理、衛生管理、予防医学教育などを含む、健康維持に必要な社会環境の整備、つまり健康社会のインフラ整備に、

柔軟に関連分野の仲間と手を組み立体的に取り組むことだと思います。そして第3には、新しいウイルス感染や結核対策、

再興感染症対策などに新たな医学的視点に立つでl青報処理や最新の科学知識を駆使した手法を取り入れて取り組んでい

ただきたいと思います。

母子保健と人口爆発に関わる課題には、現実を見つめつつ新たな考えに立って取り組む必要があると思います。先進

国における少子高齢化社会の健康問題や、社会的ストレスが引き起こすメンタルヘルスの問題もさらに深刻になり、社

会的不安が一層増すだろうと思います。社会の安定を保つには、メンタルヘルスの社会問題に今からしっかり取り組み、

精神的弱者を放置しない社会を目指して具体的な努力をすることです。わが国では、一般医療と精神医療が治療におい

て統合されたリエゾン医療の重要性が次第に認められつつありますが、進んだ予防医学教育とそれらの知識 ・技術のノ

ウハウを、国際連携の下で国際医療協力に生かして行くことが 20-30年先の社会を見据えた今後の大きな課題だと思い

ます。新たな手法に基づく医療協力は、すべて医療経済学的地平線に立って始める必要があります。そして開発途上国

におけるメンタルヘルス維持に必要な社会システムの構築は、何よりも平和的な信念を持つ人たちの連帯によって進め

られる必要があり、優れた保健 ・医療におけるリ ーダーの育成が重要です。東日本大震災における対応を見ても、その

人材育成協力は日本が最も貢献できる分野ではないかと思います。

最後に、国際医療協力部が、今後、国際社会に対して保健医療分野でますます優れた貢献を続けられることを心より

祈念して私の祝文を終えたいと思います。
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「非行」少年とともに御蔵山にて

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・・・・・・・-・・ 
京都医療少年院

土居 置（

昔は山の中にあったという。私が住んでいる官舎には、 10数種の野鳥が飛んでくる。裏庭といっても手入れは、ほ

どほどだが、桜、きんもくせい、つつじなどに加え、柿、アケビ、木苺など、鳥達と競い、勝てば自然の恵みにありつ

ける。片隅に、少しばかりの畑をつくり、とうもろこし、きゅうり、 トマトを植え、テレビ、新聞のない暮らしをして

いる。

身体や心の病気を持つ「非行」少年の生い立ちを見ると、貧困とまではいえないが決して裕福ではない家庭、虐待な

どで家庭が安全基地ではなくなった子どもたちは、授業についていけず、いじめや教師への不信感から学校を離脱し、

友達とはいえない危うい仲間にとりこまれ非行化する。京都医療少年院に働く法務教官は、教官とはいうものの、カウ

ンセラーやソーシャルワーカー、ヘルスケアー、果てはハウスキーパーやコックや看守の役割まで担い、子どもたちの

教育をしている。方向性の見えない上部組織に不信感を募らせるが、這しい仲間に支えられながら、子どもたちの「自

立（律）」という目標を掲げ、 1年という在院期間で、治療と教育で1可ができるかを考える毎日である。

そう、持続性を考えた参加型の PCM（プロジェクト・サイクル ・マネジメント）を実施しているようなものだ。日本

の中の発展途上国、いまだに国際医療センターにいるようだ。

私が在職したのは、 2001年 1月から 2003年 3月までの 2年 3カ月である。 9年も経つのかと愕然とする。病院へ

は患者として、当時の仲間とは年に 1度ぐらいの飲み会で会うものの、歳のせいか思い出せないことも多く戸惑ってし

まう。悪戦苦闘をしながらの執筆であり、思い違いもあるかと思うがお許しいただきたい。

着任したのは正月早々。春の移動とは違い何か違和感がある。国際協力は初めてではなかった。ネパールには、」ICA

を通じての埼玉県の公衆衛生プロジェクトがあり、何度か視察に行った。当時の土屋知事が熱心でお供させていただい

たりもした。少しの経験と宇宙開発や防衛庁時代のオペレーショナルメディシン、プロジェクトマネジメント、部隊運

用の知識や経験が生かせるかと不安を感じながらの着任であったように思う。

当時は、国立病院の政策医療によるネッ トワーク化と再編、独立行政法人への移行の時期でもあり、また、 ODAの

見直しなど国際協力の質的転換を迫られた時期でもあった。思い出すままに書き留めることにする。

まず、ネットワーク化である。ネットワークは、国立病院間だけでなく、プロジェクトサイトも含めてのネットワー

ク化であり、その情報手段としてネットワークニュースを発刊した。国際協力を謳うナショナルセンターとして、他の

国立病院 ・療養所との連携を図る必要があったこと、開発途上国の疾病転換が予測される中、様々な専門家の協力が必

要になること、プロジェクトのノウハウを相互に交換すること、国内では見られなくなった疾患に対する診療水準を維

持することなどが背景にあった。今も刊行されているネットワークニュース（現在は「NEWSLETTER」として刊行）の

創刊は 2001年である。

2点目は、厚生省（当時）、」ICAとの連携の強化である。 3者の話し合いを、 eEd会談と称して何度か持った。ナ

ショナルセンターとして、どのような方針で臨むかである。何回か、集まっていただいたが、異動等でその方向性を検

討するまでには至らなかった。今では、楽しい思い出である。現場の協力だけでなく、わが国の保健医療の進展の歴史

を踏まえて、開発途上国に伝えるべき知識や技術をどのように整理するか、また、厚生省としても WHOなどの国際機

関だけではなく、2国間の国際協力にも目を向けさせることが狙いの 1つであったのだが。国際協力のあり方については、

平林先生など派遣課でも良く議論していただいた。

3点目は、職員教育である。派遣課だけが国際協力をしているわけではない。海外から研修生が来た時、挨拶をする

だけでもいい。職員の語学力向上を目指して、英語など外国語の勉強会を開いた。また、サイトの視察を含め、濱砂次

長をはじめ事務官を派遣したが、本当に行かせたい担当職員を派遣することはできなかった。年功序列の弊害である。

サイトの医師の業務量軽減以外にも事務技術移転、例えば患者の流れ、病院事務や統計情報の処理なども重要であり、

医師、看護師、事務を一体として派遣することを考え、事務職貝の長期派遣も行った。しかし、思惑とは裏腹に定着化

には至らなかった。こうした事務職員の協力もあって、局長室の前には研修生からいただいた記念品を陳列する、ちょっ
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と贅沢ともいえる陳列棚がおかれ、また、ロビーには大きな地球儀が備え付けられた。研修生の表敬時にも記念写真を

撮り、帰られる前にお渡しするようにもなった。

4点目は、疾病シフトを踏まえた 「援助」から「相互」への国際協力関係の変革である。国際母子センター構想の展開

である。派遣ニーズの高い産科医や小児科医を確保するために、医師や看護師の研修生を受け入れ、サイトや連携病院

とのローテーションを組む。一方で、発展途上国からの研修生を受け入れる。日本の医師や看護師にとっては、貴重な

臨床経験にもなる。予防接種などの感染防止に重点をおいた母子保健から、子どもの成長発達を視野に入れた政策転換

へ。そんなことを念頭に、病院の産科、小児科の先生の協力を得ながら、埼玉医大の田村教授や東京女子医大の小西教

授をお招きして勉強会をした時期でもある。

最後に、センター全体としては、NIH（国立衛生研究所）構想等新病院に対する様々な検討がなされた時期であり、救急、

外来 ・中央診療機能を病棟部門に先行させた建設計画を営繕と一緒になって作成し、病院部に説明したこともあった。

幻と化したが、ローテーションをしながらでは、病院経営、診療機能の維持向上を図りながら計画を進める必要があり、

最善の計画であり、病院機能としても、救急、術後患者等看護度の高い患者の中央棟への配置という新しい考え方も盛

り込んだつもりであった。

協力局での経験は楽しく、また「学び」の場でもあった。建野、千葉、濱砂、猿田、中野、富田、白濱、坂井、珍田、

長尾、その他多くの皆様の協力があって勤まったと思う。改めて御礼申し上げる次第である。国際医療センターの設置

目的は国際協力を適じての 「世界の人々の健康を守る」ことであり、医療、研究の中心的な役割を担い、世界に向けて

活動してもらいたいと思う。

ラオスにて (2001年 5月）
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国際医療協力局（部）創立25周年に寄せて
...... ．．． •••••• 

財団法人がん研究振興財団 専務理事

北井暁 子

創立 25周年おめでとうございます。

私は国立国際医療センター (IMCJ)には国際医療協力局長として 2003年 4月から 2005年 7月までの 2年 4カ月

在籍いたしました。今から 8年前のことです。

着任の 1カ月前、アジアを中心に SARS（重症急性呼吸器症候群）が世界中を震撼させたことは未だ記億に新しいところ

です。当時、香港に続きアウトブレークが起こったベトナムには、 IMC」が中心となった病院プロジェクトが進行中でした。

このバックマイ病院がベトナム政府の要請を受け、 SARS患者を一手に引き受けました。 IMC」のスタッフが、現地スタッフ

との協力のもと、献身的な努力をした結果、世界に先駆けての SARS征圧宣言をすることが出来たのです。後に当時の小

原博専門官らは天皇陛下から感謝状を戴くなど IMCJにとっても大変名誉なこととなりました。これを契機に 2国間の信頼

関係はさらに深まり、後に念願の IMC」海外研究拠点がバックマイ病院の中に位置づけられましたことは、これまでの 2国

間の国際協力の成果の 1つであり、今あちこちで期待されているアジア諸国との国際交流のモデルとも言えると思います。

2004年 3月、世の中は SARS問題もあり、多くの国民がアジア諸国への海外渡航に不安を抱いた年でもありました。

感染研（国立感染症研究所）や JALのご協力の下、「海外渡航者・在留邦人のための健康対策」をテーマに市民公開講演

会を開催しましたところ、会場にはアジア各地に旅行を予定している学生やOL達で溢れんばかりの盛況で、「渡航者

外来」の必要性や、国際医療協力局の活動を PRする良い機会を提供することとなりました。

2年目は落ち着いて、プロジェクトの一つひとつをその経緯とともに、派遣職員達の現地での活躍ぶりを含め、この

目で確かめる機会を得ましたが、当方の自己満足にただ終わることなく状況を真摯に受け止め、様々な問題解決に向け

て取り組む必要性を痛感いたしました。

幸い、建野正毅課長、仲佐保課長の協力のもと、当時の派遣職員の皆さんと心を 1つに、国際医療協力の新たな課題

にチャレンジしようとする環境にも恵まれました。局長室でのブレインストーミングや IMC」全体の将来構想策定等々、

大いに盛り上がったものです。

また回際経験だけで物が言える時代ではもはやなく、先進的な知識習得のため、多くのスタッフに海外留学の機会を

作りました。後に大学医学部や看護大学の国際保健や国際看護の領域で教鞭を執られ、多くの国際協力の後継者の育成

に尽力していただいている方が多数おられることは、本当に心強い限りで次の世代の育成に多少なりとも貢献出来たの

ではないかと思っております。

2004年 12月、国際協力医学研究振興財団との共催による「国際医療協カシンポジウム 国際医療協力最前線～世

界の女性たちは今～」の国連大学国際会議場での開催も懐かしい想い出です。創立 10周年の翌年ということもあり、

10年を振り返りアジア・アフリカ・中南米 18カ国で 11のプロジェクトのご紹介と共通項として見出される女性の健

康をキーワードに国際医療協力のあるべき方向を探りつつ、世界のそして日本の女性たちの健康について討議がなされ

ました。基調講演で尾身茂氏（当時の WHO西太平洋事務局長）からは、 「新しい社会の創造には女性の力がカギになる」

と力強いメッセージをいただき、女性の健康をめぐる日本と世界の経験の交流の大切さを実感いたしました。

任期中、アジア・アフリカ諸国でのプロジェクトを訪ねましたが、途上国の女性たちは貧困で生活環境は決して良く

ありません。しかしながら彼女たちの地域や家庭でのゆったりとした人間愛溢れる子育てを目の当たりにし、彼女たち

は日本の女性たちよりも幸せなのではないかと考えさせられたこともありま した。我が国の母子保健行政を担当した当

時の経験と重ね合わせますと、改めて母親の健康・子どもたちの笑顔は世界共通のテーマで、現地での経験の一つひと

つにわが国の抱える健康問題解決へのヒン トがあるのではないかと再認識したものです。

これらは、私が途上国から学んだ教訓でもあります。

グローバル化、都市化が急速に進む現代社会において人々の健康問題は途上国にとどまらず、我が国の種々の健康課

題の解決にも資することを実感した 2年4カ月でありました。

昨今、グローバル ・ヘルスという新しい視点が求められる中、「国立国際医療研究センタ一国際医療協力部」は我が国の

国際医療協力の中核施設としての大きな役割を果たして更なる発展をされんことを祈念し、お祝いの言葉といたします。



国立国際医療研究センター国際医療協力部

「25周年を迎えて将来に向けて」
........................ .................... ............. •••• 

束京女子医科大学国際環境 ・熱帯医学講座教授

遠藤 弘 良

創立 25周年、誠におめでとうございます。国際医療協力部（以下、協力部）の 4半世紀におよぶ国際保健協力分野

における多大な貢献に対し心より敬意を表します。私はこの 25年間、様々な形で協力部と関わることができたことを

大変光栄に思います。記念誌への寄稿という貴重な機会を与えていただきましたので、私と協力部の思い出を語らせて

いただきます。

私と協力部との関わりはその発足から始まりました。1986年の 5月に厚生省（当時）国際課に異動となりました。

異動早々から協力部発足の準備に関わることとなり、我妻先生と幾度となく準備の打ち合わせをさせていただきました。

我妻先生のご尽力により同年 10月に協力部が発足しましたが、時を同じくして厚生省と WHO西太平洋地域事務局

との連携を深めるため、日本の拠出金により「技術移転プログラム」を立ち上げる構想が持ち上がりました。日本の保

健医療分野の技術の途上国への移転を推進することが目的でした。今思えば、協力部や技術移転プログラムの創設は、

ODA予算が右肩上がりの時代における、日本の国際協力の成長期の勢いを象徴するものでした。

さて、その技術移転プログラムですが、私が初代担当官に就任することになりました。マニラが拠点でしたが、仕事

の性格上、日本にも技術移転プログラムの事務所が必要となり、国立国際医療センター（当時）の中に開設されること

になりました。開設に際し協力部の一部を間借りするなど、多大なご支援をいただきました。その後 1年余の短い間で

したが、協力部の皆さんと一緒に新しい道を開拓するという充実した日々を過ごすことができました。

技術移転プログラムの担当から次に、同じ WHO西太平洋地域事務局の予防接種拡大計画担当課に異動となりました。

当時、日本の保健医療分野の国際協力の柱のひとつとして予防接種対策が打ち上げられ、そのリーダーシップを協力部

がとることになりました。しかもマルチ・バイと呼ばれる国連機関と日本の二国間協力の連携推進の重要性が認識され

始め、そこで予防接種対策の仕事でも引き続き協力部と密接な連携を取ることとなりました。例えば、協力部の帖佐先

生と中国の予防接種評価プロジェクトのため、 1カ月も中国各地を訪れました。予防接種対策の仕事は 2年間従事し、

厚生省の国内行政に戻りました。しかしその後も、 WHOとUNAIDSに言十 3回出向することとなり、その度に協力部

との縁が続きました。

このように協力部の発足時以来、様々な形で協力部と縁がありましたが、 2007年に国際医療局長に就任という幸運

に恵まれることになりました。この時には協力部は協力局となっており、メンバーも発足時の何倍にも増え、日本の保

健医療分野の国際協力を担う旗艦と しての立場を確立していました。

一方、国立国際医療センターが独立行政法人への移行準備という時期

にあり、協力部が新たな展開を迎える時期でありました。国立の機関

としては出来なかったことを、独立行政法人化を機に新たな分野とし

て取り組んでゆこうという議論を協力局の皆さんと進めました。就任

1年で運営局に異動となってしまいましたが、その時の議論が現在の

協力部の 4つのコアビジネスにまとめられたと思います。 2009年に

国立国際医療センターを最後の職場として厚生労働省を退職しました

が、センター近くの東京女子医大で国際保健の教鞭をとることとなり、

協力部との縁が続いています。

以上、個人的な思い出を語らせていただきましたが、このように私

は協力部の外と内、両方から縁を持つことができました。日本の保健

医療分野の国際協力は 21世紀に入り、成熟期に来ています。「NCGM

が過去 25年に培ったコアビジネス」を基に、協力部が引き続き日本

のそして世界のリーダーシップを取り続けてゆくことを心から期待して

います。
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「25周年を迎えて、将来に向けて」独立行政法人化
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新潟県副知事

北島智子

国際医療協力部創立 25周年おめでとうございます。私自身の公務員生活もようやく 25年を越えたところなので、

25年という歳月を今、しみじみと振り返っています。

1990~ 1992年に厚生省国際課に勤務していた頃、国際医療協力部（以下、協力部）とは JICAの仕事を通じた協力

関係にありました。当時協力部はできたばかりの新しい組織で、派遣専門家研修の立ち上げなどに追われていたこと

を思い出します。その当時は、よもや自分がお世話になる日が来るとは思いませんでしたが、縁あって、 2008年 7月

~ 2011年 3月までの 2年 9カ月を国際医療協力局長及び国際医療協力部長として勤務させていただきました。また、

この間、独立行政法人化への移行業務を担当したことは、思い出に残る貴重な経験となりました。

国立高度専門医療研究センター（以下、ナショナルセンター）の独法化については、行政改革という大きな流れの

中で議論され、 2006年に交付された「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」により、

2010年 4月にはすべてのナショナルセンターが独立行政法人に移行することが決定されました。もちろん、国際医療

協力という業務を独法化するべきかどうかという点については議論のあるところでしたが、この大きな潮流の中で例外

は認められませんでした。

独法化の作業として、まず作成しなければならなかったのは、法人の中期目標案と、中期計画です。ナショナルセンター

の目的、業務範囲は、法律で規定されており、特に重要なミッションとして「調査、研究、技術の開発」が全面に打ち

出されたことから、法律に基づくミッションと協力部の業務との整合をどのように固るのか、悩みながらの作業となり

ました。

センターのほかの部門の計画との整合を図りつつ、協力部の中期目標、中期計画を作成する作業は、まさに試行錯誤で、

仲佐国際派遣センター長、三好課長をはじめ、職員が総力を挙げて取り組むことになりました。この作業は、単なる作

文ではなく、 5年後を見据えて、専門家の派遣数、研修生の受け入れ数、ホームページのアクセス数などの数値目標を

計画に明示する必要があったため、まずは、これまでの協力部の成果を整理し直すことから始めなければなりませんで

した。また、関係機関との連携方法、情報発信方法、研究内容などについても具体的な記載が求められ、結果として協

力部の業務の進め方や各自の役割分担等を見直すことにもなりました。

大変な作業ではありましたが、この作業のおかげで、協力部の仕事が量的に把握できるようになったこと、情報を迅

速に発信できるようになったこと、研究が本来業務として行いやすくなったことなどのメリットもありました。また、

独法化したことにより、海外への長期派遣が、派遣法による休業扱いではなく本来業務として取り扱われることになっ

たことは、大きな前進でした。

協力部の仕事は、職員の努力や苦労、実績に比して目立たない状況にあり、残念に思うことが度々ありました。しかし、

25年という歳月とその積み重ねは、それだけで 1つの大きな実績であり成果といえるでしょう。協力部におかれまし

ては、 25周年を契機とし、我が国の ODAを担う中心的な機関として、さらに大きく羽ばたいていかれることを心よ

り期待申し上げ、お祝いの言葉といたします。



「三足の草畦を履こう」
............................................................................... 

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (PMDA)理事長

近 藤達 也

私は、 1978年 3月に大学で学位を取得し、留学を経験してひとり立ちした脳外科医として国立病院医療センター脳

神経外科に就職しました。以来 30年にわたり医療センターで仕事をしてまいりました。

脳外科医という選択は、もともと医療人として臨床と研究をやろうという二足の草鞘を履く覚悟からでした。折から

当時の大学の研究環境は留学直後の私にとって好ましいものではなく、当時の吉岡冥澄医長が、研究にも関心を持って

おられ、彼の着任の動機そのものが同じく当時の「国立東京第一病院」を 「国立医療センター」にしたいという当時の

小山病院長の意向をもろに反映したお気持ちでおられたので、大変頼もしく感じ躊躇することなく当院に就職しました。

しかし、がんや循環器といった明確な特殊な疾病対策を標榜する立場と異なり、ナショナルセンター化への障壁は非常

に高く、総合的医療機能を特徴とするナショナルセンターヘの道としては折から国際医療協力を推進しようという国の

方針に乗る形で方針が定められました。

まず手始めにちょうどベトナム戦争終結に伴うカンボジア難民支援で、多くの若い職員がカオイダンキャンプに中長

期的に派遣され、中でも仲佐先生はその中心として活躍しました。そこではデング熱などにかかった職員はかなりおり

ましたが、 1人も重大な病気になったものはおりませんでした。脳神経外科は、一般的にデラックスな医療に属し、低

開発国に向けては余り国際医療協力とは縁がなかろうと思っていたところ、全く逆で、多くの発展途上国からの引き合

いが強く、中国、ベ トナム、ボリビアと国立病院医療センターが関係した病院支援にはすべて多大な要望があり、すべ

てに思い切って支援に加わりました。

まず、中華人民共和国ですが、 1983年初頭より北京に設立される中日友好医院 (1984年創立）の脳神経外科の立

ち上げに向けて左換踪医師が留学して来ました。大変優れた人物で 6カ月間ほぼ毎日多くの刺激的な意見、情報交換を

しました。次いで今度は私が 1987年 10月より 2カ月間北京に駐在し、 この間、毎日のように脳外科手術を行ったり、

脳神経外科の最新の関心事の考え方などをスタッフの人々と話し合ったりしました。また同時に、東大脳神経外科と共

同（高倉公朋教授）で悪性脳腫瘍に対する日中共同臨床研究もキックオフし、それに関連しその後多くの中国の脳外科

医を国立病院医療センター、束大に招き、さらに 1990年以来、 「日中脳神経外科友好カンファランス」を以後ほぼ2年

おきに実施し、日中の脳神経外科の医師の絆を強くして参りました。今日なお、この絆は続いています。左換踪先生は、

現在、清華大学医学部付属病院の病院長として、日中の医学の架け橋としてともに協力しています。

また、ベトナム社会主義共和国にはホーチミン市の中心的病院であるチョーライ病院脳神経外科を支援し、ここには、

ボーバン・ ニョー先生という優れた脳外科部長がおり、これまた多くの脳外科医を国立病院医療センターに招き、今日

なお、その連携が続いています。マスコミで大いに話題になった中枢神経奇形の患者さん（ワオンちゃん ：当時 5歳）

の手術の成功も心に残るものでした。患者さんは 25歳で現在も元気と伺っています。

また、南米ボリビア共和国のサンタクルス市の日本病院の脳神経外科支援では、カルロス・ダブドゥ院長、ヘルマン ・

アンテロ脳外科部長という最強の布陣と協力して脳神経外科の支援に尽くすことが出来ました。

このような国際医療協力を推進してきた過程の中で、ようやく 1993年、国立国際医療センターというナショナルセ

ンターが発足しました。その後、ミッションとして国際感染症への積極的な対策に及び、さらに多くの感染症の解明に

向かう診療研究体制も強化されてまいりました。また、2010年4月から改めて国立国際医療研究センターとして発足し、

「診療J、「国際医療協力」、「先端医療研究」のミッションを抱えることになり、社会へますますの貢献が期待されています。

私自身も高度専門総合医療活動を積極的に行う中で様々な先端研究の開発を行いながら国際医療協力にも従事してまい

りましたが、実は知らないうちに三足の草鮭を履いていたのだと気がついた次第です。今後は国立国際医療研究センター

の有意な皆さんは、 三足、四足の草箪圭を履く喜びを目指して活躍して欲しいと思います。
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私の派遣課長時代のことども
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元派遣協力課第一課長

現・独立行政法人国立病院機構宇都宮病院名誉院長

医療法人社団往診診療部長

吉武克 宏

国際医療協力部創立 25周年おめでとうございます。私は同部に 1988年から 2000年まで在籍しました。そして

1997年から 2000年までの 2年6カ月間、派遣協力課長（後に第一課長）を務め、その後、国立病院長職へと転出し

ていきました。その後の同部の活躍とその業績に対する高い評価を仄聞するにつけ、同部に在籍したことを誇りに思い

つつ、当時を振り返り感慨にふけっております。

この度、 25周年記念誌の発刊にあたり、私が派遣協力課長としてかかわったいくつかの事柄を通して国際医療協力

部 25年の歴史の一断面をご紹介したいと思います。

【派遣協力課員（以下、派遣課員）の長期派遣時の処遇】

当時国立病院やナショナルセンターの将来的方向性（独立行政法人化）が議論される中で、派遣課員が」ICAプロジェ

クトヘ 1年以上派遣される場合「出張」扱いになっていることが問題視され始めました。厚生省国立病院部政策医療課

いわく「派遣協力課員の 1年以上におよぶ海外勤務は他の省庁職員と同様に派遣法で処遇されるべきではないか」と。

これに対して、私たちは当部発足当時の書類などから派遣課員の海外における技術協力が本来業務とされていること

を示し、「出張」扱いで矛盾しないと反論しました。「派遣法は本来業務が国内の所属省庁にある職属が、国内の業務を

一時免除されて国際機関等に派遣される場合に適応されるもの。本法が当課に適応されると、当課員の海外業務が本来

業務と見なされなくなり、国際医療協力局の設立趣旨に反する」。

その後、本省から「国家公務員が外部機関から、外地とはいえ生活費を含む手当を得ることは国家公務員の 『兼業禁

止規定』に抵触する恐れあり」とされました。当時、国家公務員の倫理規定違反が問題になっていた矢先で、止むを得ない、

むしろ派遣課員の海外活動の位置づけが内外に明確化された、として派遣法の適応を受け入れることにしました。

【診療部と国際協力】

次に、当センター内部での国際医療協力活動の位置づけです。当院がセンター化するにあたって、病院の中心機能が

議論されました。結局は「国際」をその名称に入れることになりましたが、病院全体が「国際協力」に一丸となってい

たわけではありません。

病院としては日々の診療に忙しい中で、外国人研修生の受け入れや、医師をはじめとする職員の海外派遣は、日常業

務への大きな負担でした。そんな中で海外での災害時の国際緊急医療チーム派遣、海外の紛争地域の邦人救出支援など

も加わり、診療各部門の国際協力への参加は年ごとに増えていきました。しかし、こうした本来業務以外の負担が増え

ていくことで軋みがあったことは否めません。

そこで国際協力局としては、派遣課長が病院長に毎月、診療部から派遣してほしい職員のリストを提出し、その必要

性を説明する、可能な限りセンター総長をはじめセンター幹部に、技術協カプロジェクトの現場を見ていただく、また

センター全体の管理運営会議で国際協力活動状況を説明する、さらには副院長、研究所長、運営部庶務課長らの出席を

えて国際協力連絡会議を毎月 1回開催する、など国際協力にセンター全体で取り組むコンセンサスづくりに努めました。



一

【その他】

その他、私の課長時代の取り組みは、派遣課の 2課制、プロジェクト後方支援官の任命（局長辞令）、派遣課内の業

務の整理、そして 2001年に迎える国際協力局創立 15周年記念事業として「国際協カハンドブック」の発行を企画す

るなどなど。これらの取り組みは局長や次長、さらには派遣課員の理解と協力と自主性があったからこそのものでした。

［国際協力にかかわる基本姿勢］

私個人として、また派遣課長としても、国際協力の心髄は、 1にも 2にも相手園の自立と自助努力を促すことに尽き

るという姿勢で臨みました。 一方では当時、プロジェクトの成果をできるだけ数字化して示すなど、プロセスよりも結

果重視の評価方針が示されるようになり、私個人としては首をかしげざるを得ないこともあり、技術協カプロジェクト

へのかかわりに苦慮しました。従来からの日本独自のプロセス重視の協力よりも、国際援助機関提唱の結果重視の協力

に大きく舵が切られた時期でした。

ちなみに、こうした背景にあった当時のアメリカ主導で、 IMFや世界銀行が推進した構造調整プログラムのグローバ

ル化は貧因国をさらに貧しくし、世界各地で貧富の差を拡大させたとの報告が相次ぎました ',20

【おわりに】

今や世界各地が経済危機に見舞われ、貧冨差が拡大しています。紛争や政治的混乱も後をたちません。日本の ODA

もかつての隆盛はなくなりました。こうした中で、効果的な国際医療協力の手法や考え方も影響を受けざるを得ません。

このように混沌とした世界にあって、国際医療協力部諸兄が叡智を集めて、この分野の我が国における主導的な活躍を

果たされることを期待しております。

1. Gabuliel Kolko :Ravaging the poor: The International Monetary Fund indicated by its own data 

International」ournalof Health Service: 29(1) 51-57, 1999 

2.「世界を不幸にしたグローバリズムの正体」ジョセフ・ E・ステイグリッツ、徳間書店 2002
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在職時代を振り返って

・・・・・・・・・・・・・・--・・・・・-・・---・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・
元国際医療協力局派遣第二課長

千菓靖男

国際医療センターを辞して早 7年となります。今は札幌市の乳幼児健診など母子保健行政の手伝いをしています。厚

生労働省の委員会などで上京することもありますが、医療センターとは少し疎遠になってしまいました。ただ、国際協

カヘのお手伝いは多少続いていて、外国人研修生の世話や、 一昨年は「プータン EPI（拡大予防接種プログラム）向上

プロジェクト」のカウンターパート（相手国の受入れ担当者）研修の一部を引き受けました。また、 2011年 11月には

「ワクチン予防可能感染症プロジェクト」の最終報告会（北京）に参加しました。この会では昔一緒に働き、現在は中国

衛生部や疾病対策センター (CCDC)の責任ある立場にいる中国人スタッフと再会し、旧交を温めることができました。

私は 1988年に国際医療センターに赴任しました。「国際医療協力部」が発足して 2年目だったと記憶していますが、

上司は初代の部長、我妻莞先生、同じく古田直樹課長、そして安達一彦課長でした。病院全体としては、まだ国際医療

協力への意識は希薄のようで、いつも何か肩身の狭い思いが付きまとっていたように思います。外国人研修生の臨床実

習には課員がいつも付き添わないといけない状態でした。一方、海外業務の主体は JICAの二国間協力に関係するもの

でしたが、ちょうどその頃、 WHOの「世界ポリオ根絶計画」が始まり、日本も WHO西太平洋地域を中心に協力する

ことになります。当時の厚労省の技官だった尾身茂先生（現 NCGM理事 ・現自治医大教授）が、このためにマニラの

WHO事務所に赴任しました。これと平行して、まず中国のポリオ撲滅への協力が始まり、 1991年には 「中国ポリオ

対策プロジェクト」が誕生し、その後、ラオスにも同様のプロジェクトが、またベトナムやカンボジアでも活動が始まり、

これらに医療センターが深く関わりました。

私自身の活動は、上に挙げた「中国ポリオ対策プロジェクト」のリーダーとして中国山束省の省防疫センター（済南市）

で、ポリオ撲滅への協力をスタートさせました。 2年後には一旦帰国しましたが、 1995年から再度赴任し、北京をベー

スとして、ほぼ5年間この仕事に従事しました。その時は四川、広西、江西、貴州、雲南など南方 5省という広大な地

域が対象で、今思えば大変な仕事でしたが、山束省で培った現場主義を貫き、中国のポリオ撲滅に貢献することができ

たと思います。

2000年には WHO西太平洋地域全体でポリオ撲滅宣言がなされ、中国のプロジェクトは「予防接種事業強化プロジェ

クト」に生まれ変わりました。また同時に、次の協力対象国を WHO束地中海地域のパキスタンと定めました。そして、

当時課員であった櫻田紳策先生に個別専門家として赴任してもらいました。小林誠先生がその後に続き、紆余曲折を経

て、北西辺境州で「EPI／ポリオ対策プロジェクト」 (2006年）が立ち上がりました。ここまでは良かったのですが、間

もなくこの地域にタリバン勢力による武力侵攻が始まり、プロジェクトサイトや活動内容の変更を余儀なくされたこと

は大きな誤算でした。この時分、私は既に医療センターを辞していましたが、プロジェクトに関わった方々の健闘に敬

意を表したいと思います。

また、これらのほか、ラオス「子どものための保健サービス強化プロジェクト」(2002年）の立ち上げ、ミヤンマー「ハ

ンセン病対策プロジェクト」、タイ「HIV対策プロジェクト」などが強く印象に残っています。セネガル「保健人材開発

促進プロジェクト」にも関わりましたが、フランス語圏なので、私はあまり役立たなかったように思います。

2001年に派遣二課長を拝命してからは課内業務に力を注ぎました。1つは前任の吉武克弘課長の指示で手掛けてい

た書籍「国際保健医療協カハンドプック」 (2001年）の刊行です。国際医療協力のプログラム別にその概要をまとめた

もので、課員が各自の経験を基に書き上げました。その最終的なまとめ作業では大変に苦労しましたが、発刊後、大手

の書店で白地に青文字装丁の本奮を発見して、大変に嬉しかったことを覚えています。



2つ目は 厚生労働省国際医療協力研究委託事業として、この分野でのわが国唯一の研究組織である「EPIポリオ根

絶班」のとりまとめです。最終的には、その長年の業績を「EPIポリオ根絶班出版業績集」 I, II巻 (2002年）として、

国立感染症研究所の協力も得て完成し、関係団体や全国の学術機関に配布しました。世界ポリオ根絶計画に対する医療

センターの貢献を発信することができたと思います。 それから、業績選集「国際医療協力局 10周年」 (2003年）も

課員の協力で作成しました。これは国際協力局発足を記念して作られた「国際医療協力 10年の活動」の続編を意識し

たもので、局のその後 10年間の活動成果をまとめました。

課内の仕事では以上が印象に残っていますが、心残りな事もあります。例えば、英文雑誌の刊行がそれで、医療センター

の国際協力の生データーを世界に発信することを目指し、一時その検討を行いました。しかし、このための継続的な業

務体勢が敷けるかという問題もあり、実施に至りませんでした。今後、是非、ご検討いただきたいと思います。大変に

雑把ですが、在任中印象に残ったことをかいつまんで書いてみました。

ポリオワクチン一斉投与に集まった村の子供たちと一緒に

093. 



■■094 

派遣協力課に期待すること
••• ..................................... 

前派遣協力課第一課長

建 野 正毅

私は、医療協力部が開設されて 5年後の 1991年に入り、それから約 20年弱、派遣協力課で活動してきました。入っ

た当時の保健医療分野における我が国 ODAの多くは、病院協力や研究協力であり、大学を中心に実施されていました。

大学の教授が引き受け、教室員が専門家として派遣され、国際協力に従事していた時代でした。大学の本来業務である、

教育、研究、診療の片手間に国際協力を行っている状況でした。

1970年代後半、インドシナ難民問題が大きな国際問題として取り上げられ、厚生省（当時）は、保健医療分野にお

ける国際協力の拠点として、国立病院医療センター（以下、 IMC」）に国際医療協力部を設立しました。当初は、医師の

みで、それぞれ病院の診療科と併任しており、国内にいる時は病院で診療行為に係わっていました。大学ほどではあり

ませんでしたが、多くの人の頭の中には、国際協力は、診療協力であり、病院の業務の片手間にやるという意識が強かっ

たと思います。

そのような中で、派遣課員は多くの開発途上国に派遣され、国際協力の現場を体験してきました。課員の多くは、"

On the job"の形で国際保健、国際協力を学び、医療だけではなく、システム全体を考えた協力の必要性に気づき、病

院協力、研究協力から公衆衛生、 PHC （プライマリ・ヘルスケア）、地域保健を手がけるように変わってきました。一時は、

IMC」は病院プロジェクトしかやらないと批判する人もいましたが、現在では病院プロジェクトは皆無に近いのではな

いかと思います。

ナショナルセンターになる時に、派遣 1課、派遣 2課の 2課制となるとともに、看護師が配置されることになりまし

た。IMCJへの期待も高まり、 JICA保健医療案件の半分以上に関わっていた時期もあります。当時は、人のやり繰りに

四苦八苦しており、派遣課長は＂芸者の置屋の女将さん＂的役割をしているのではないかと椰楡されたことを思い出し

ます。もっとも、私自身はこのことをある意昧で受け入れており、「ひとり前の芸者を育てる」こと、 「お客の満足する

芸をみつけ、みがく」 ことに心がけていました。特に、病院から異動してきた看護師は国際協力に関しては経験不足で、"

芸＇のない状態で派遺せざるをえず、専門家チームはもとより、派遣された本人も現場で大変な苦労をした ことと思い

ます。当時の私の目標のひとつは、「看護師のチームリ ーダーを育てる」 ことでしたが、 10年後の今、看護師のリーダー

達が育ち、派遣課を引っ張っているのを見るにつけ感無量です。「臨床ができれば、国際協力はできる」とか、「2年間

も派遣したの一人前になれないのか」等など、 一部の関係者の無理解と戦い、勝ったり負けたりしてきたことが懐かし

く思い出されます。

国際保健、国際協力は、立派な専門分野だと思います。それも、包括的な体験を要求される分野です。派遣課には、

25年の現場経験を積み重ね、多くの園際協力の専門家が育ってきています。国際協力のプロジェクトやプログラムを

マネジメントできる人間の集団になりつつあると思います。国際協力のプロとして、 NGOsや大学、コンサルタン トと

協働しながら、我が国の ODA事業の質の改善に取り組んで欲しいと願っています。

ODAの評価が、その金額によってなされる時代は終わりつつあります。 GDPの0.7％を拠出したとか、しなかった

とか言うのではなくて、どれだけの成果が得られたかで評価されるようになるべきです。ウイリアム・ イースタリーが、

著書「傲慢な援助」で言っている、「援助が本当に必要とされている貧しい人々に届かないという“第二の悲劇＇」を解

消するような協力に率先して取り組んでもらいたい。

以前より、派遣課の強みは現場があることだと言われてきました。現場で現地の人々と、同じ目線で一緒になって考え、

一緒になって計画していくやり方に自信を持って欲しい。このようなやり方の正当性を、 JICAは勿論のこと、外務省、

日本政府、国民に伝えて欲しい。私は、このようなことが出来るのは、 25年間の現場経験を持つ派遣協力課以外にな

いのではないかと期待しています。



アフガニスタンそして我妻先生
.......................................................... 

日本赤十字九州国際看護大学学長

喜多 悦 子

国際医療協力部創立 25周年式典で思ったことが 2つあります。 1つは小さな私事、私自身の「国際」経験が同年限と

気づいたこと、ほかは、国際医療協力部のそれは単に時間の長さでなく、多様な人材を擁して走り続け拡張してきた部

の実際以上の大きさと歴史の重みでした。

1986年、中日友好病院で勤務の間、当時国内委員であられた医療センター歴代副院長諸先生（鳥居先生、広川先生）

のお薦めで、 1987年 12月、部長我妻先生と課長古田先生の採用インタビューを受け、 10人目のスタッフとして採用

されました。当時、「走りながら考える」など申していましたが、実は走り方も学ばねばならない状況でした。国内に本

格「国際」研修の場がないのはおろか、「国際」などまともな仕事でない雰囲気もあり、「野良犬集団」と呼ばれた記憶も

あります。その中、我妻部長の正統派国際保健「学」と古田課長の開拓派国際保健「実践術」に護られ煽られ経験を積

んだのでした。

私の大きな経験は、我が固初の紛争地派遣でした。

難民支援のあり方を変革された緒方貞子先生の UNHCR着任 (1991年）以来、 難民支援に関するわが国の貢献は世

界的ですが、 1988年当時、オリエンテーションを受けた組織のどこにも難民や世界の実態に習熟した方はなく、実地

計画の支援を受けた当時の JICA緊急援助室隅田室長と日夜情報収集し、ああでもない、こうでもないと悩んだことな

ど、隔世の感を覚えます。

古名プルシャプラとは花の都の意のペシャワール、不安と興昧を持って、 1988年 11月 21日、新設 UNICEF

Afghan Programme Officeに赴任しました。東西対立最後の代理戦争の場、国際保健のツワモノ達が祓置する街、

200を超えるピンキリ NGOが切磋琢磨する援助合戦の場、尾行も襲撃も誘拐もあり、ミグが不時着し、ミサイルが降

る夜もありました。粗末な女性健診センター開設を発表した数日間、帰宅直後に'‘|killyoui"の電話が続いたこともあり、

あの紛争近傍経験は、既に aroundfiftyだったが故に耐えられたとも思いますが、あの経験なく今の私はあり得ません。

直後のジョンズ・ホプキンス大学大学院留学、後年の WHO勤務を含め、園際医療協力部には感謝しか残っていません。

束西冷戦終結、ムジャヒィデーン（聖戦士、反共ゲリラ）の勢力争い、タリバンとアル・カイーダが勢力を得て、 9.11

が起こりアフガン空爆やイラク戦争につながりました。ここ数年のアフガン混乱はパキスタンに波及しています。

そんな中、一昨年、学会の場で我妻先生にお目にかかりました。四方山話の中で、先生はふとおっしゃいました。「君た

ちがあんなに一生懸命にやってきたのに、アフガニスタンもなかなか良くならない上に、パキスタンもひどくなったね」と。

国際医療協力部が生まれ、育ってきた間、私たちは教えをいただくよりも何倍もの文句を申し、お叱りを受ける何倍

もの失敗をしつつも先生の周りで踊っていました。その中で、私には忘れられない日があります。それは、アフガン支

援に慣れた頃の 1989年、先生がペシャワールを慰問下さった時でした。当時も治安は芳しくなかったのですが、たま

たま、ハイバル峠が通行可能だと判り、先生とご一緒させていただきました。

ダリウス大王やアレキサンダー大王が、僧玄芙もジンギス・カーンも通った世界で最も古くから知られている峠、近
9―り.9イ

くはオサマ・ビン・ラディンがその周辺に潜んでいたとされるパキスタンとアフガニスタンの国境。一帯を支配する部

族のガードの許しを得て、国境として張られた鎖を一歩だけ越えてアフガン側に入り記念写真を撮りました。

「•..あんなに一生懸命にやってきたのに ・・・ 」とのお言葉は、何故か突然そのカイバル峠に想いが飛ぶとともに、

ややもすると先が見えなくなる当時の私に「一生、国際だけでなくてもいいのだよ。出来る時に出来ることをやれば良

いのだから」とも仰せ下さった先生のお言葉も筍彿しました。

あれから 25年、部員は内外の国際機関での実践に、転身あるいは復帰した臨床の場で、そして当時はなかった「園際」

の教育の場でも根を広げています。アフガンもパキスタンも、アジアも南米もアフリカも、そして大災害の東北も、保

健医療分野の助けを必要とするところはすべて国際医療協力部スタッフのグローバル・ヘルスの学びの場であり活躍の

場であるのです。

新たな 25年を目指し、少しでも安定し、少しでも健康な世界が実現するよう、国際医療協力部の一隠のご発展とご

貢献を期待します。
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25周年を迎えて将来に向けて
........................................................... 

国際医療協力部創立 25周年おめでとうございます。

UNICEFソマリア支援センター

保健・栄養・水衛生事業部長

國井修

私が国際医療協力局派遣協力課にお世話になりましたのは、今から 1995年から 2000年までの 5年間、ちょうど

10周年を迎えた頃でした。

自治医科大学の卒業生である私には栃木県でのへき地勤務を終えた後も数年間の義務年限が残っていましたが、「世

界のへき地］への貢献も自治医大卒業生の務めと見なしていただき、栃木県衛生部長から当時国際医療協力局長をなさ

れていた我妻先生にご紹介いただきました。

それまで私は、国際緊急援助の NGO創設などに関わり、ODA批判を平気でする血気盛んな青ニオでした。そんな

私の言動を懸念して、我妻先生は「あまり問題が多いようなら栃木県に帰ってもらう」と冗談交じり（本気でしたでしょ

うか？）に仰いましたが、実際に私の「躾役」となった喜多先生にはかなりご苦労をおかけしたことと思います。

ただ、私にとっては、ちょうど NGOに限界を感じ、 ODAをしっかり勉強したいと思っていた時期でしたので、仕

事のすべてが新鮮で多くの学びをさせていただきました。」ICAの無償資金協力（パレスチナやモザンビークでの病院

整備など）から技術協力（パキスタンやインドネシアでの母子保健 ・地域保健など）、緊急援助（バングラデシュの竜巻

災害救援やインドネシアの森林火災の調査など）、さらに総理府（現内閣府）による人道援助専門家グループ (HUREX)

の立ち上げから厚生労働省による委託研究（ガボン ・象牙海岸でのエボラ出血熱調査など）に到るまで、様々な経験を

させていただきました。多い時には年に 10カ国、 260日以上が海外出張ということもありました。

その中でも、特に印象深かったのが 1996年に起こった在ペルー日本大使公邸人質占拠事件です。国立国際医療セン

ター、特に派遣協力課は総出で日本人の人質やそのご家族、現地対策本部の職員の健康管理などに当たっていましたが、

たまたま、出張が私に廻ってきた時に特殊部隊による強行突入となり、修羅場を体験させていただきました。

私が派遣協力課に入った時、先輩が、この課は「芸者の置屋」のようなもの、客から呼ばれたらそこに出向いて芸を

披露しなければならない、と言っておりました。この言葉は言い得て妙であり、私はそれならお客に喜ばれるよう「芸J

を磨こうと決めました。これは現在私が働いている国連にも当てはまり、国際協力とはクライアントの依頼に対して、

どれだけ満足できる結果を示せるかが重要と言われています。ユニセフの場合、最終的な稗益者（最近では権利保有者

"Right holder")に対して、さらに、その資金を提供してくれるドナーやその寄付者 ・納税者に対して、どれだけ彼ら

の期待に応えられるか、満足してもらえる結果を示せるかが重要です。そのためにも、スタッフは能カ ・技術 ・芸を磨

かないとなりません。



派遣協力課にいた 5年間、芸を上達するには「日本」のレベルや価値観ではなく、「世界」のレベルと価値観で国際貢

献をすることが必要だと思いました。これは当然のことのように思えますが、結構難しいものです。日本の ODAを通

じて仕事をしていると、「世界」のレベルや価値観と少しズレがあると感じるのですが、その立ち位置を見つけることが

なかなか困難なのです。これは決して日本のレベルが低いとか価値観が悪いというわけではないのですが、真のインター

ナショナル、さらにグローバルとは何なのか、日本の価値観も大事にしながら考え行動することが必要と感じました。

また、派遣協力課にいる間に努めたことは、活動を終えた後、できるだけ英文で文書化し世界に発信することです。

途上国において我々が様々な活動を通じて得た教訓はとても貴重で、それを個人や組織の経験に留めず、世界で同様に

挑戦し活動している同業者や次世代に伝え、議論しながら前に進む必要があると思ったからです。

もちろん、派遣目的を逸脱して調査や研究に時間や労力をかけることは問題ですが、国立国際医療センターに「研究」

の文字が追加された今、単にサービスを提供するのみならず、その過程や成果を客観的に評価 ・分析し、将来につなが

る教訓、エビデンスを引き出して、世界に発信していくことも国際医療協力部の重要な役割だと思っています。

これだけ優秀で経験豊かな人材がこれだけ多くプールされている機関は日本にはほかにありません。ただ、これをこ

れまで適り「1固人芸」として披露していくのか、「団体芸」として相乗効果を生み出していくのかは重要な決断であると

思います。

世界は目覚しく動き、グローバル・ヘルスの流れは激しく、国連を含め、多くの組織 ・機関は時代のニーズに合うよ

うに改革を進めているところです。その中で本当に生き残れるのは、組織のミッションを真剣に考え、その目的達成の

ための有効な戦略を作り、クライアントや稗益者が満足し納得する結果やサービスを届けられるよう、本気で行動する

組織だと思います。

国際医療協力部が日本のみならず、世界の核・リーダーとしてグローバル ・ヘルスにますます貢献されますことを、

応援団のひとりとして心より祈念しております。
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「日本の国際保健の発展」か、「日本の保健医療の国際化」か
.............................. ．．．，● 

国連児童基金ベ トナム事務所

HIV/AIDS専門官

安田直史

医療センターに在籍した時の思い出としてあるのは 「専門性論争」でしょうか。当時、医療センターのスタッフには

プロジェクトマネジメントの能力が求められるのであって、特に専門性は必要ないと考えられる傾向にあったようです。

事実、ほとんどのスタッフは、次にはどんなプロジェクトに派遣されるか全く分からない状況でした。しかし何人かの

課員は、世界で勝負していくためにはやはり各自が確たる専門性を持つこと、そしてそれを磨くことが重要と考えてい

ました。

実は私も外科医あがり、 MPH(Master of Public Health)の勉強をしたとはいえ、特に専門実績があったわけでは

ありません。そんな中ひょんなことからエイズのプロジェクトを担当することを打診されましたが、それまでエイズの

ことは留学中に少し勉強したぐらいで、ほとんど経験していませんでした。あまりに唐突だったので、一瞬躊躇しまし

たが、これも何かの縁と考え、それでは自分はエイズ対策の専門性を磨くから、今後はほかに浮気せずに、ずっとエイ

ズの仕事をさせて下さい、ということでお引き受けしました。そして医療センターを離れた今もエイズの仕事をしてい

ます。

その後 2004年頃から専門性を磨くことが支持を得て、正式にグループ化が図られました。課員が感染症、母子、保

健システムの3グループに配属され、基本的にその分野の知識、経験をつんでいくことになりました。この際感染症グルー

プのお世話係を命ぜられ、ポリオ、予防接種、ハンセン、 HIV、マラリアなど、多岐にわたりましたが、何とか専門グルー

プの存在意義を示したいと、当時の仲間と頑張りました。それが現在の形に発展したことは感激です。私にとって、医

療センターは自分を育て、考え方を定め、機会を与えてくれた場所であり、今でも Extendedfamilyの一員と感じて

いますし、今後も日本の国際保健の中核として常に新鮮で強い組織であってほしいと願っています。

さて、医療センターに在職中には、日本の国際保健は欧米に比べて遅れ、かつ特異だということに気付きました。そ

れを欧米や国際機関と同じ土俵に乗り、日本の国際保健を強くしていきたいという気持ちでいっぱいでした。感染症グ

ループもそういう考えのもとで立ち上げました。また、そのために一度日本を離れ、国連の仕事もしてみたいと考え、

ユニセフに異動することにしました。日本ベースを離れて仕事をし、日本の国際保健に外部から関わってきて、違った

面が見えました。特にこの間日本の援助額は驚くほど減り、プレゼンスも減りましたが、色々な形で国際保健に関わる

人は増え、かつ考え方も「日本特異的」ではなく「国際化」されているように感じられます。しかしそれでも日本国内

から見ると、相変わらず異端的変わり者が国際化しているに過ぎないようです。他方、このグローバル化する世界の中で、

日本国内の保健医療従事者は、むしろ逆により内向きになり、世界の中でもかなり隔絶され、グローバル化から取り残

されている（あるいは逆行している）のではないかと感じることがあります。

世界的には保健医療従事者の大移動が見られます。日本でも、途上国から来る保健スタッフ、先進国・途上国から来

る患者さんにも接していくことを避けることはできないはずです。日本の保健スタッフは日本人の患者だけを診るため

に養成されているわけではありません。輸入感染症や医療ツーリ ズムも増えています。その際、世界の保健状況がどう

なっているのかを理解せずにきちんとした対応はできないはずです。「日本の国際保健の発展」と表裏一体の関係で、 「日

本の保健医療の国際化」という捕らえ方が必要ではないかと感じます。しかしこれは海外に出て何かしろという意味で

はなく、目の前の患者さん、現在扱っている研究を行うにあたって、世界的視野の中で、自分の仕事の位置と意義を理

解することではないかと思います。後者をリ ードするのが必ずしも医療センターの役割だとは思いませんが、「国内保

健」と 「国際保健」という対立的概念化は避ける必要があるのではないかと思います。
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25周年を超えて

················---•······················································ー・・・・・
聖マリア病院

帖佐 徹

国際医療協力部 25周年シンポジウム盛会おめでとうございます。

既に国際医療協力部（以下、協力部）を卒業し普通の医者としてドメスティックな日常ですが、今回は久し振りに国

際 100％の環境で、熱い議論に老骨の血も浪りました。しかし一方、周囲を見渡せば、少子高齢化の寄る年波も感じま

した。昔の青年達はまだまだ意気軒昂なれど、如何にしてこの熱を、この技を、次世代に引き継いでいくかが課題と得

心いたしました。

小生は協力部一期生として 1986年 10月に当時の国立熊本病院から採用されるも、国際協力にも途上国にも全くの

無知無心、周囲は国際にかける情熱も IQも溢れる方ばかり、真に身も縮む状況。それでも無い知患や金は出さずに汗

を出して、 22年超楽しく勤務できたのは存外の人生でありました。

その間国際協力を取り巻く状況は変遷を重ねています。赴任当時、日本はバブル真っ盛りで、国際協力もバブルでした。

巨額の無償供与とハコモノが全盛でしたが、「魚をあげるより魚をとる技術を援助するべきである」という「日本の持て

る技術」を移転する思想が普及してきた頃でもあります。極端に言えば日本人であれば専門家になれるという、日本モ

デルが通用した時代です。しかし現在の右肩下がりの経済情勢、内向きの政治情勢は、パラダイムシフトです。途上国

の方法にも学び、日本側にも学ぶという互恵方式に変更せざるを得ないでしょう。

国内医療現場に戻ると、国際協力がいかに新しい保健戦略の実験場であったかに気づきます。BehaviorChange、

Empowerment、HealthPromotion等々、どこかで聞いた言葉が、「糖尿病の」「生活習慣病の」とか接頭語を変えて

使われています。東日本大震災でも国際緊急援助やサーベイランスの経験が役立てられていました。国際協力は決して

国内的に孤立した活動ではないと自信を持てます。

反面、多すぎる業界思想や用語に振り回されることもありますが、「現場を知る」姿勢があれば、方針は揺らぎませ

ん。中国ポリオ根絶では大先輩の千葉先生が一貫して、政策担当者に現場を見せるというフィ ールドサーベイランス戦

略を取られました。ハイレベルの行政官は文書報告や短期視察に頼って、実際の草の根を知らないのはどの国でも同じ

です。彼らが理解した時初めて事業は進展するわけです。小生もこれに学んで、ラオス国ポリオ根絶では同様の戦略で

した。ラオス当局だけでなく WHOや UNICEFと共通の理解を持て、 OPV（経ロポリオワクチン）だけでなく EPI（拡

大予防接種プログラム） 4種ワクチンの全国予防接種キャンペーンが導入できました。

かように「現場」は重要です。次世代養成の重要性とも併せて EarlyExposureということでスタディツアーなど多

く組まれていますが、やはり実際に現場で働いてみるのとは大違いです。質量ともに現場が縮小している時勢ですが、

協力部はそういう環境を醸成できる数少ない施設の 1つです。若者の熱い心の受け皿として今後とも機能していただき

たいと思います。

最後に若者へ。多くの国では昼間はカウンターパート（相手国の受入れ担当者）が建前しか言いません。夜になって

アルコールが入ってからが実質協議です。労災にはなりませんが業務飲酒です。知カ ・胆力より肝力の鍛錬を忠告して

終わります。

099. 
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「僕たちは世界を変えることができない。But,we……」
·················································••~~~••· ・・・・・・--------・ 

世界保健機関カンボジア事務所

HIV結核チームリーダー

藤 田雅美

私は 1996年から 7年余りの間、 派遣協力課にお世話になりました。その後、 WHO西太平洋地域事務局、同ベト

ナム事務所を経て、 2010年よりカンボジア事務所におります。カンボジアには長年にわたり数多くの国際医療研究セ

ンターの方々がかかわって来られ、この国の保健医療分野の発展の歴史に意義深い足跡を残されました。私が勤務する

WHOカンボジア事務所にとりましても、国際医療研究センターは母子保健や人材開発の分野を中心に重要なテクニカ

ルパートナーであり、協力関係の一層の強化 ・拡大が期待されているところです。

カンボジアに関する最近の話題ということでは、2011年 9月に公開された映画 「僕たちは世界を変えることができ

ない。Butwe wanna build a school in Cambodia」をご覧になった方も多いのではないでしょうか。一人の医大生

が、たまたま手にした海外支援案内のパンフレットに触発され、カンボジアでの学校建設に奔走したという実話をもと

にした物語です。これを観ていてまず思い出したのが、私が医学部を目指していた高校時代に見た「ヒポクラテスたち」

という映画です。学生運動の残り火がくすぶる時代に臨床実習 1年間をすごした学生たちの不安や琶藤を描いた、いわ

ゆる青春群像劇でした。モラトリ アムをめぐる課題に、しばしば他の世代よりも無防備な状態で対峙する若者に生まれ

る根源的な疑問や感動は、 30年の歳月を越えて 2つの映画に共通しているように感じました。（「ヒポクラテスたち」で

とても印象に残る脇役を演じていた柄本明の息子が「僕たちは世界を・・・」に出演していたことは単なる偶然かと思いま

すが・・・・..。)

スクリーンが思い出させてくれた記憶のもう 1つは、私がお世話になっていた頃の派遣協力課の風景です。地方大学

の公衆衛生学講座からセンターに異動してきた私にとっては、朝から晩まで国際保健医療協力について議論し行動する

環境にはとても新鮮なものがありました。多様なバックグラウンドと専門性を持った方々が、 1つひとつの案件だけで

なく国際保健の将来像や日本及びセンターの役割について意見をぶつけ合っていました。ときには 「世界を変えられる

のではないか」と思われるほどに熱気に溢れた議論が繰り広げられることもありました。

一方で、私は在籍中にバラグアイ、パキスタン、アメリカ（ボストン）、インドネシア、フィリピン、ボスニア・ヘルツェ

ゴビナ及びタイに関わる案件 ・研修に参加する機会をいただいたのですが、どれもやりがいのある充実した時間であっ

たと同時に、思い返すほどに自分の至らなさを恥じる場面の連続でもありました。歴代の局長（古田先生、田中先生、

土居先生）、課長（喜多先生、吉武先生、建野先生、千葉先生）、個別案件の先輩方（三好先生、仲佐先生、帖佐先生、

石田先生）からは、時には厳しく、時にはやんわりとたしなめていただきました。センターを退職してからも、同じよ

うなことを繰り返すたびに、先生方のお言葉やご寛容を思い出しています。また、同僚、事務の方々からいただいたご

支援、ご配慮にも改めて感謝申し上げたいと思います。



一

WHOに職を得てから早くも 10年が過ぎました。タイの HIVの案件を通して学んだことを礎に、センターの方々の

ご支援もいただきながら HIVの仕事を続けて来ました。この間、世界の HIV問題は大きく解決の方向に動いて来まし

たが、残っている課題、新たに生じてくる問題の解決に参加する機会を与えられている幸運を無駄にしないようにしな

くてはと思います。 WHO全体としても組織全体の改革が待ったなしの課題としてつきつけられており、その中で自分

にできることを考えていく必要があります。

ここ数年、派遣協力課主催の「国際連携ワークショップ」に呼んでいただいて、派遣協力課の皆様といろいろなお話

をしたり、時には夜半に歌唱の時間を持てたりしたことは大きな喜びでした。国際保健医療協力をめぐる世界と日本の

状況が大きく変わっていく中で、派遣協力課が取るべき道筋を見極め修正し続けていくことは容易ではないと思います

が、引き続き情報、アイデア、そしてパッションを交換し触発し合う機会を作っていただけたらと思います。

「僕たちは世界を変えることができない。But,we wanna build a school in Cambodia」に登場する大学生たちは、

どうしたらいいか分からない時、何を言ったらいいか分からない時、想いの丈を歌声や身体全体で表現しようとしてい

ました。そしてこの物語は、「僕たちは世界を変えることができない。でも、あの日、あの瞬間、子どもたちが笑って、

僕たちが笑ったことだけは真実だ」という言葉でひとまず幕を降ろしました（まだ観てない方、ごめんなさい）。

銀幕の中の 20代に憧れや畏敬の念すら抱いてしまう私はすでに 40代を終えるところに差し掛かっていますが、「僕

たちは世界を変えることができない。 Butwe……」に続く言葉を 1つひとつ見定めて進んでいければと思っています。

今後ともどうぞよろしくお願いいたします。
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おわりに
................................................................................. 

2011年 10月、国際医療協力部（以下、協力部）が国際医療センター内に国際医療を担当する部署とし

て設置されて 25周年を迎えました。皆さまの寄稿にありますように、 25年前は国際医療協力という分野

がまだ発展途上で、何をどのように実施していくかの試行錯誤が行われていた時代です。協力部には、当

初から勤務しているスタッフもおり、国内外の関連機関や開発途上国の現場で実績を積んできました。そ

の活動実績やノウハウの蓄積は高く評価されています。さらに、協力部より WHO、ユニセフなどの国際

機関や大学などに転職し、自らのフィ ールドを海外や教育の場に移し、より幅広い活動を展開している方々

もおります。永年の人材の層の厚さ、活動の積み重ねの大切さが感じられます。

2011年 12月 3日には「25周年記念シンポジウム」が開催され、国際医療協力分野で成し得たこと、

これから行っていく方向性について活発な議論がなされました。今までに様々な国に飛び込み、密な人間

関係を各国で構築し、開発途上国の生活状況を改善するための地道な努力が行われており、その一端がシ

ンポジウムで報告され、これからの国際協力への提言も行われました。

国際協力で培われたノウハウは海外だけで役に立つのでなく、 2011年 3月 11日に発生した東日本大

震災の現場でも生かされました。被災地で不足する物資や壊れた生活基盤、混乱した指揮・命令系統など、

協力部のスタッフが途上国で普段から目にして対応してきた状況に類似しており、大変現地に溶け込みや

すかったとのことです。

国際協力とは、実は日本と海外という切り離した関係でなく、地球上で行われる様々な協力のひとつで、

そこにボーダーはないのでしょう。

これからも国際医療協力に関わっている皆さまと協力しながら、国際保健医療分野での様々な活動を展

開してまいりたいと考えております。今後とも、皆さまのご協力、温かいご支援をお願いいたします。

独立行政法人国立国際医療研究センター

国際医療協力部長 ~# 塁足
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派遣実績................................................................................ 
2011年 9月30日現在
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これまでの長期専門家派遣国

■アフガニスタン ■コンゴ民主共和国 ■ネバール ポリピア

■イエメン ■ザンピア ■バキスタン ホンジュラス

■インドネシア ■セネガル ■バングラデシュ ■マダガスカル

■エジプト

■カンポジア

■タイ

■中国

■ブラジル

■ベトナム ラオス
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2011年 9月 30日現在
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職種別研修実組（国内）
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技術協カプロジェクト................................................................................ 
9 — 

中国

ベトナム

ラオス

カンポジア

タイ

4
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ポリオ対策プロジェクト

予防接種事業強化プロジェクト

ワクチン予防可能感染症のサーベイランス及びコントロールプロジェクト

チョーライ病院プロジェクト

パックマイ病院プロジェクト

ホアピン省保健医探サービス強化プロジェクト

中部地域医預サービス向上プロジェクト

世界保健機構西太平洋地域ベトナム事務所 (EPI担当官）

保健省アドパイザー

パックマイ病院地方医疫人材研修能力強化プロジェクト

保健医窯従事者質の改善プロジェクト

日本 • WHO 公衆衛生プロジェクト

小児感染予防プロジェクト

子どものための保健サーピス強化プロジェクト

保健医療協力計画涸別専門家

保建セクター事業調整能力強化 Phase1 Phase2 

南部母子保鑓統合サーピスプ強化プロジェクト

母子保健プロジェクト Phase1 Phase2 

地域における母子保健サービス向上プロジェクト

助産能力強化を通じた母子保健改呑プロジェクト

医療技術者育成システム強化プロジェクト

公衆衛生プロジェクト

エイズ予防地域ケアネットワークプロジェクト

国際寄生虫対策アジアセンタープロジェクト

国際寄生虫対策アドバイザー

国速インフルエンザ調整機関地域調整官

ハンセン病対策 ・基礎保健サーピス改善プロジェクト

ミャンマー 「主要感染症対策」エイズ対策プロジェクト

至礎保健スタッフ強化プロジェクト

ネバール 医学教育プロジェクト

バングラデシュ リプロダクテイプヘルス人材開発プロジェクト

南スラウェシ地域保健強化プロジェクト

ィンドネシア 月インフルエンザ ・サーベイランスシステム強化プロジェクト

保健省アドパイザー

ィンド 新興下痢症対策プロジェクト

地域別研修員数
人数

4500 

4000 

3500 

3000 

2500 

2000 

1500 

1000 

500 

■日本 ■中南米

■北米 ■中東

■大洋州 ■アフリカ

■欧州 ■アジア

プータン EPIサービス向上のためのプロジェクト

パキスタン

母子保健プロジェクト

拡大予防接種計画 ・ポリオ根絶構想支援

EPI／ポリオ対策プロジェクト

アフガニスタン リプロダクティプヘルスプロジェクト

イエメン 結核対策 (m）プロジェクト

-— エジプト

マダガスカル

ザンピア

家族計画母子保健プロジェクト

マジュンガ大学病院センター総合改善プロジェクト

マジュンガ大学病院センターを基軸とした州母子保健改吾プロ
ジェクト

母子保但サーピス改善プロジェクト

地方部ART技術アドバイザー

HIV/エイズケアサーピス強化プロジェクト

ジンパプエ マシンゴ州H IV母子感染予防プロジェクト

ブルンジ 保健省アドパイザー

コンゴ民主共和国
保健省次官付顧問

保健人材開発支援ブロジェクト

セネガル

保健人材開発促進プロジェクト

セネガル保健予防医学省大臣官房技術顧問

タンパクンダ州母子保健サービス改善ブロジェクト

保健予防医学省大臣官房技術顧問

匠 ロー
ホンジュラス 第 7保健地域リプロダクティプヘルス向上プロジェクト

サンタクルス総合病院プロジェクト

ポリビア

プラジル

サンタクルス医病供給システムプロジェクト

サンタクルス禁地域保健ネットワーク強化プロジェクト

地域医療システム向上プロジェクト

東北プラジル公衆衛生プロジェクト

東北プラジル健康なまちづくりプロジェクト

10S■, 
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Kita.E、etal 
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千葉堵男、楠本一生、疋田和生、
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千葉消男

千葉端男

千葉靖男

千葉靖男

吉武克宏

上原嗚夫
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Kusumoto.K 

Kusumoto.K 

帖佐徹

帖佐徹
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阪神大震災から学ぶ災害時の医預 ．医学のあゆみ Vol.173No.11:919-920. 1995 

開発途上国とその保健医療 ．国際保健協カフィールドワークフェローシップ 1995: 25-34. 1995 

アメリカにおける災害医療システム FEMA（連邦緊急管理庁）と NDMS（国家災害医療システム） 病院 54巻 9号：864-870.1995 

Prevalence and clinical presentation of glucose-6-phosphate dehydrogenises deficiency in Pakistani pathan and refugee Afghan 
communities in Pakistan ; Implications for the use of primaquine in regional malaria control p「ogrammers.Trans.「oy.Soc.Trop. Med 
Hyg. 89:62-64. 1995 

途上国における医学教育への国際協カ ーネパール医学教育プロジェクトの事例から ．日本医事新報 No.3724:82-84.1995 

アジアにおけるポリオサーベイランス ーその臨床的側面について．感染症 Vol.25No.1 :5-11. 1995 

ポリオ根絶構想とAFPサーベイランス ．ウィルス 45(1):53-55.1995 

西太平洋地域におけるポl)オ根絶計画の進歩．国際協力研究Vol.11No.1 :77-87. 1995 

アジアの予防接種とポリオ根絶計画．四生 9:30-31. 1995/1 

西太平洋地域の EPIとポリオ根絶計画 ．臨床とウィルス第 23巻 第 3号：117-121.1995

ポリオ ーアジアの現状とその根絶計画ー．小児科診疫第 58巻第 9号：1588-1593. 1995 

アジアにおけるポリオ根絶計画の進展．小児感染免疫 Vol.7No.2:132-136. 1995 

国際医療協力の実際．国際保健協カフィールドワークフェローシップ 1995:35-36.1995 

Evolution of the Concept of Quality. and Potentials of TQM in Health Service Proceedings of the ASEAN Seminar-Workshop. MOH/GOI 
1995 

Quality Management of Health Service on Polio Eradication in Shandong Province. Lancet. 1995 

Progress in Poliomyelitis Eradication in China. Journal of Pediatric Infectious Diseases. 1995 

Eradication of Polio myelitis:Progress in the Peoples Republic of China. Pediatric lnfect Diseases」14:308-14.1995 

ラオスのポリオ根絶事業 ．ウィルス 45(1):61-64.1995 

ラオスのポリオ根絶事業 ．日本小児科医会ニュース 22.1995 

ポリピア日系コロニアの出産と育児 ．移住研究 No.32.1995 

ペトナムとアルテミシニン ．熱帯 28:58-63.1995 

海外在留日本人に対する電話による健頌相談の紹介．日本医事新報 No.3714:52-54.1995 

Attempt to apply Pathological diagnosis using immunofluorescent antibody method to some infectious diseases. SOUBENIR Vol.1 :20-21 
1995 

Association of G-6-PD Deficiency. Sickle Cell Hemoglobin and Blood Groups with Resistance to Malaria lnfection. A Survey on Different 
Castes in Southern Nepal. Jpn.J.Parasitol.Vol.44 No.5:396-403. 1995 
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世界の母乳栄養の状況．周産期医学 Vol.26(4):465-470.1995 

吉武克宏 参加型アクションリサーチ ータイ公衆衛生プロジェクト技術協力の経験から一医学のあゆみ Vol.1178No.12:889-892. 1996 



一
Ohara.H、etal 

小原博ほか

小原困

小原博ほか

小原 1駐

村岡亮

Muraoka.A、 etal 

Shinta.T、etal

上原叫夫

疋田和生、松葉剛、千葉靖男、

楠本一生ほか

Ohmae.H、etal 

Ohmae.H、etal 

大前比呂思、疋田和生

Kuroiwa.C 

Kunii.O、etal 

Kunii.O、etal 

雰井修

國井修

國井修

藤田雅芙ほか
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ネパールで注目の感染症 ．熱帯第 29巻：94-106. 1996 

電話による健屈相談における医動物学日本医事新報，3750:30-32.1996 

地域における疾患の概況とその予防対策 アジア ．臨床成人病第 26巻第 11号． 1996

海外渡航者の診窯マニュアル肝炎 (A.B,E)．」IM（総合診療誌） 6巻6号：512-5131996 

Canine H+.K+ -ATPase a -subunit gene p「omote「.studieswith canine parietal cells in primary culture. American Joumal of Physiology 

271.Gl 104-13. 1996 

Guideline for Japan's Grant Aid for Radiological Equipment for Developing countries. Technology and Development No.9:109-114 

7996 

時系列別医探刻 一災害サイクルー PHC期．Emergency Nursing 新春増刊「災害石護」 •110-118.1996

中国山東省のポリオサーベイランス ー1993年以降の状況と問題点ー ．隔床とウィルス Vol.24No.5. 1996/1 2 

Approaches to the Elimination of Schistosomiasis on Bohol Island. Philippines.」pn.J. Pa「asitolVol.45 No.5.391-399. 1996 
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1997 

Intestinal parasitic infections in rural areas of Southern Nepal. Journal of the Institute of Medicine19:115-121. 1997 
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